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第 1 章 序論 
 
1.1 研究の枠組み 
1.1.1 研究の背景 
（1）公共施設から地域のパブリックスペースへのパラダイムシフト 
 
公共施設をめぐるパラダイムシフトが起きている。 
現代の⽇本における公共施設はそれぞれに根拠法令があり，その意図する⽬的を達成す
るために存在してきた。つまり，公共施設は「⽬的別施設」となっている。従来，公共施設
に関してはこの施設の⽬的毎の事業所管課が建築予算を確保し，施設管理を⾏うという縦
割りの体制で⾏われてきた。 
しかし，住⺠のニーズの多様化や社会情勢の変化により，その設置⽬的の「枠」だけでは
対応できなくなりつつあるといえる。更に，現在の公共施設を巡っては，⽼朽化，市町村合
併による施設余剰，税収減による整備・管理費削減等の様々な課題が顕在化していることか
らも，集約・複合化・転⽤・⺠間連携等，既存ストックの活⽤が求められている。それに応
えるものとして，縦割りに横串をさした体制で施設の総量適正化・使⽤調整・計画保全で⻑
寿命化・データの⼀元化・資産活⽤に戦略的に取り組むファシリティマネジメント（以下，
FM と記載）が地⽅⾃治体において導⼊され始めている。これが，⼀つ⽬のパラダイムシフ
トである。 
また，新たな開発によるまちづくりや地域活性化ではなく，既存ストックを有効活⽤する
ことで⽣活の質を向上させることに注⽬が集まる中，パブリックスペースのストックとし
て公有・⺠有に関わらずあらゆる場⾯で屋外空間が着⽬され，現在そこでは多様なアクティ
ビティが⽣まれている。屋外空間の利活⽤の⾃由度を広げる規制緩和も進んでおり，従来の
ような公物管理の視点ではなく使い⼿の発想や視点による屋外空間の活⽤を，⽇常的・常設
的に⾏うことが可能となりつつあるという点において，⼆つ⽬のパラダイムシフトが起き
つつあると考えられる。 
現在，多くの地⽅⾃治体がパブリックスペースの利活⽤について，必要と可能性を認識し
ており，国⼟交通政策研究所のアンケートに対し，約 8 割の市区町が，現状とは異なる⽤途
や領域で利活⽤することが可能と思うパブリックスペースがあると回答している 1)。その中
で，官庁施設，学校・図書館・その他教育⽂化施設，の回答割合は公園に次いで⾼く，公共
施設の屋外空間が貴重なパブリックスペースであることが分かる（図 1-1）。 
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しかし，多くの既存公共施設の屋外空間は建築と囲障との間の「外構」とされ，積極的に
利活⽤されない傾向にあった。既存公共施設については膨⼤な空間ストックがあるにも関
わらず，ハコモノ⾏政が問題視された背景や，公⾦で整備されたものは質素でなければなら
ないという固定概念ゆえか，維持管理に⼿間やコストをかけないことが優先され，中⼼市街
地に⽴地していながらまちのパブリックスペースとして賑わい，交流，憩い等の機能に乏し
いものが少なくない。⼀⽅，近年では屋外空間の重要性が再認識され，⺠間建築の屋外空間
はパブリックスペースとしてまちに開かれたしつらえ・利⽤が急速に増えている。今後は公
共施設においても屋外空間を多⾯的・複合的に捉え，多様な主体による魅⼒的な利⽤形態創
出や活⽤に取り組むことが施設⾃体の利⽤促進にもつながるといえる。 
 
 
図 1-1.施設別利活⽤アイディア回答割合 
（⼤井 1）をもとに作成） 
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（2）公共施設のファシリティマネジメント（FM）の現在形と課題 
  
現在の公共施設のＦＭに関しては，主に，縦割りの⾏政組織に横串を差したマネジメント
による施設の総量縮減及び⻑寿命化，を掲げた取組みが全国で⾏われている。また，近年で
は既存ストックの活⽤についても，PPP 等の広まりと共に⼀部の⾃治体では取組みが始ま
っている。 
まず，⾼度経済成⻑期に⼀⻫に建設された公共施設については，更新・維持管理のために
は莫⼤な予算が必要となることが予測されていることから，公共施設のＦＭは財政的な課
題を背景に取組みが広まったといえる。公共サービス機能を維持しながら，いかに総量を減
らし，使い続けるべきファシリティを⻑寿命化していくかということが，重要視されている。 
また，⾃治体における従来型の施設管理は，所管部⾨ごとの縦割りで⾏われてきた。そこ
では，⼀⽅では需要の縮⼩により発⽣した余剰施設の解体や売却処分が⾏われ，他⽅では⽼
朽化・耐震上の問題がある施設が使⽤され続けている，⼜は建て替えが⾏われる等，総合的
な公共施設のストック活⽤につなげることが困難であるという問題があった。また，縦割り
の弊害として，⾃治体はこれまで⾃らの保有する公共施設の量や，それらのランニングコス
トを正確につかむことができておらず，全体的な視点での管理運営や整備に係る予算化が
⾏われてこなかったという⼀⾯もある。 
このような諸課題を背景に，⾏政組織の縦割りの枠を超えて包括的に現状を把握したう
えで，サービスの⾒直しを含め総合的に判断するための，空間資源の総合的なマネジメント
が公共施設の FM の特徴であるといえる。 
 更に，既存ストックの活⽤に関しては，ハコモノとしての公共施設に限らず，近年は特区
や規制緩和等の流れを受け都市公園等における取組が活発化している。ここでは，既存の空
間ストックを活かし多様な利⽤者ニーズに応えることで新たな利⽤者を増やし，空間の活
⽤によって得た利益を財源として確保する，ストック活⽤によりまちの活性化に寄与する
等の成果が出始めている。その⼀⽅で，公共施設に関して既存ストックの活⽤の観点から⾒
ると，⼀部の市⺠のみに利⽤が限られ既得権益が発⽣している，多様な利⽤者ニーズに応え
ることができない等の問題から，新たな多様な利⽤者が増えず利⽤率の低い施設を⼤量に
抱えているという現状がある。施設の総量縮減や効率化に加え利⽤者ニーズの多様化に応
える流れとして複合施設化や官⺠連携等の取組みも始まっているが，事例の蓄積は薄い。 
  
  
10 
 
（3）パブリックスペースの効果を発揮するマネジメントの方法論構築の必要性 
 
 このように，現在，公共施設における公共サービス提供の在り⽅の⾒直しや，施設の再編
が求められている点，公共施設の屋外空間に関して活⽤すべきパブリックスペースとして
の認識が広まりつつある点，既存ストックがパブリックスペースとしての機能を発揮する
ことで⾃治体の資産としてまちの賑わいや⽣活の質の維持・向上に寄与することが期待さ
れている点から，公共施設の屋外空間をまちのパブリックスペースとして位置付け，マネジ
メントをしていくことの意義は共有されつつある。 
実際，2000 年〜2017 年までに新たに整備された公共施設の事例を対象に調査してみる
と，多くの施設において「にぎわい広場」「市⺠広場」「交流広場」等といった名前が付けら
れた屋外空間が設けられている 2）。しかし，現状においては公共施設の屋外空間について，
どのような主体によってどのようなマネジメントプロセスが展開されるべきか，というこ
とが⼗分に議論されているとはいえず，適切なマネジメントがなされないままの空間スト
ックが蓄積していく可能性もある。 
⼀⽅，パブリックスペースの活⽤に関しては，近年は欧⽶におけるプレイスメイキング
（Placemaking）やタクティカル・アーバニズム（Tactical Urbanism）の概念が⽇本でも着
⽬され始めている。 
まず，プレイスメイキングについては，1960 年代のアメリカにおける近代都市計画への
疑問を投げかけた Jane Butzner Jacobs や，William Hollingsworth Whyte 等の都市論を源流
としたアメリカの非営利団体 Project for Public Spaces (PPS)によって確立されてきた。プ
レイスメイキングの定義については，Linda. H Schneekloth らは著書 3)の中で，プレイスメ
イキングとは「すべての⼈びとが住んでいる地域において，⾃分⾃⾝を⾒つける居場所に変
換していく⽅法である」としている。また，三友 4)は，John L. Motoloch.の著書 5)から引⽤
し「⽇常の⽣活場⾯をより実在感のあるものにする⼼的価値をつくり，居場所としての満⾜
感を⾼め，⽣活の質を⾼める計画概念」であるとしている。更に，オーストラリアのプレイ
スメイキング組織である Village Well6)は「プレイスメイキングは，全ての⼈が毎⽇の⽣活
のなかで恩恵にあずかる，躍動的で活気に満ちた場所をつくるためのプロセスである。場所
特有の⽂化・特性やコミュニティに宿る知恵への理解にもとづいて，計画や開発へと⾄るこ
の全体的・多⾯的なアプローチによって，ユニークな体験を⽣み出し，多くの⼈が集まるプ
レイスを創ることができる」としている。 
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ま た ， PPS7)によってプレイスメイキングに当てはまること・当てはまらないこと
（Placemaking is, Placemaking is not）が示されており（表 1-1），ここではまず最初に「コ
ミュニティ主導であること」がプレイスメイキングに当てはまることであり，「トップダウ
ンであること」がプレイスメイキングに当てはまらないこととして挙げられている。 
なお，プレイスメイキングは不動産価値向上につながるものとしての認識も広まり，⽶国
不動産協会（Urban Land Insutitute）による⽂献「Place Making; Developing Town Centers, 
Main Streets, and Urban Villages8)」があり，都市全体の不動産価値の向上に資するプレ
イスメイキングの概念が述べられている。 
 
 
 
表 1-1 プレイスメイキングに当てはまること・当てはまらないこと 
（PPS7)，ソトノバ 9)を基に作成） 
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次に，タクティカル・アーバニズムに関しては，Mike Lydon と Anthony Garcia によっ
て提唱されたものであり，「guerilla urbanism」，「pop-up urbanism」，「city repair」，「D.I.Y. 
urbanism」等とも呼ばれる 10)。その定義については，「タクティカル・アーバニズム：分散
型であり，ボトムアップ型であり，⾮常に機敏であり低コストかつローテクである（Tactical 
Urbanism: decentralized, bottom-up, extraordinarily agile, networked, low-cost, and low-
tech.）」とされている 11)。また，Merriam-Webster による「tactical」という語の定義「⼤規
模な⽬的を果たすための⼩規模な⾏動（” of or relating to small-scale actions serving a lagere 
purpose" or "adroit in planning or maneuvering to accomplish a purpose.”）12)」を引⽤し，
これを都市に当てはめたタクティカル・アーバニズムは「短期間で，低コストで，そして拡
⼤縮⼩可能な介⼊と政策を使った近隣の建築と活性化へのアプローチ (Translated to cities, 
Tactical Urbanism is an approach to neighborhood building and activation using short-term , 
low-cost, and scalable interventions and policies.)」であるとしている。また，先述の定義で
「ボトムアップ型」であるとしつつも，「政府，企業，⾮営利団体，市⺠グループ，個⼈な
ど，様々な関係者によって使⽤されるものである。(Tactical Urbanism is used by a range of 
actors, including governments, business and nonprofits, citizen groups, and indiviuals.)」と
補⾜されている。 
このように，プレイスメイキング及びタクティカル・アーバニズムの両者は，地域の市⺠
グループや個⼈等のボトムアップを基本とし，パブリックスペースの活⽤及び質向上によ
る都市⽣活の質向上を志向するという点において，共通の特徴を有している。しかし，この
ようなボトムアップによるパブリックスペースの活⽤に関しては，施設管理者の同意や⾃
治体の許認可が課題として挙げられている 13)14)。⾃治体側はパブリックスペースの活⽤に
対する意向が⾼まっているものの，実際に市⺠グループや個⼈が活⽤するにあたってはそ
れを促進するための⽅法論が無いこと，活⽤の意義が⾃治体内で共有化されていないこと
等の実態があるといえる。 
よって，近年機運が⾼まっているボトムアップ型のプレイスメイキングやタクティカル・
アーバニズムの動きを標榜しつつ，⾃治体側においてパブリックスペースの活⽤に関する
意識を醸成することでボトムアップ及びトップダウン双⽅向からのアプローチが可能とな
ること，⾃治体側の役割の明確化につながることから，公共施設の屋外空間においてパブリ
ックスペースの効果を発揮するマネジメントの⽅法論構築の必要性は⾼く，本研究は社会
的に意義のあるものと位置付けることができる。 
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1.1.2 研究の目的 
 
 本研究では，公共施設の屋外空間を，地域のパブリックスペースであり⾃治体の活⽤すべ
き資産であると捉える。従来的な外構整備ではなく，施設や周辺地域と⼀体となった 3 次
元的・横断的な「パブリックスペース」におけるマネジメントのシステムを構築することを
⽬的とする。そのために，以下の⼩⽬的を設定する。 
 
（1）構築するマネジメントシステムの定義（第 1 章・第 2 章） 
（2）マネジメントの⽬標の設定（第 3 章） 
（3）具体的なケーススタディによる実践の知⾒の分析（第 4 章・第 5 章・第 6 章） 
（4）独⾃のマネジメントシステムの構築（第 7 章） 
（5） 以上を総括し，本研究におけるマネジメントシステムを提⽰し，結論とする（第 8 章）。 
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1.1.3 研究の構成 
 
本論⽂は，序論と結論を含む 8 章で構成されている（図 1-2）。 
第 1 章では序論として背景，⽬的と共に，本研究において提⽰する「パブリックスペイシ
ャル・ファシリティマネジメント（Public Spatial Facility Management ; PSFM）」と「コン
ヴィヴィアル（Convivial）」の概念について定義づけを⾏い，マネジメントに関する分析の
フレームを設定する。加えて，関連する既往研究を整理することで本研究の位置づけを提⽰
している。 
  
第 2 章では，既存の各種パブリックスペースのマネジメントについて整理し，公共施設
の屋外空間と各種パブリックスペースの類似点及び相違点について把握する。これは，近年
のパブリックスペースのマネジメントについては，マネジメントの対象となる空間或いは
事業の特性や規模によって様々な取組みが⾏われ知⾒が蓄積されてきているが，本研究で
扱う公共施設の屋外空間に関して，そのような動きは殆どみられないためである。その内容
を踏まえて第 1 章で提⽰した公共施設の屋外空間における PSFM の位置付けを明確化する。 
 
第 3 章では，「コンヴィヴィアル」な空間の概念において重要である，パブリックスペー
スとしての公共施設の屋外空間の機能を捉える。まず，都市公園や道路等も含むパブリック
スペース総体としての機能を⽂献調査により整理する。次に，パブリックスペースの中でも
建築の屋外空間の機能について整理することで，他のパブリックスペースとの違いや共通
点を明確化する。ここで整理したパブリックスペースの機能に基づき PSFM の⽬標を設定
するとともに，コンヴィヴィアルな空間を評価する視点を明確化する。 
 
第 4 章〜第 6 章では，パブリックスペースにおける具体的な実践の知⾒を詳細に調査し，
公共施設の屋内外及び周辺地域連携のマネジメントについて，第 1 章で設定した分析のフ
レーム及び第 3 章で設定した PSFM の⽬標を⽤いてコンヴィヴィアル空間化の状況につい
て考察を⾏う。 
なお，1.1.1（2）で提⽰したように，公共施設の FM は①⾏政組織の縦割りの枠を超えて
包括的に現状を把握したうえで，②サービスの⾒直しを含め総合的に判断するための，空間
資源の総合的なマネジメントが特徴である。これらの特徴を踏まえてケーススタディの対
象を選定するためには様々な着眼点があるが，その⼀つに公共施設の⽴地の状態が挙げら
れる。つまり，公共施設が単体で⼀つの敷地に⽴地しているか，或いは複数の公共施設が隣
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接して⽴地しているか，公園等のパブリックスペースと隣接して⽴地しているか，等の⽴地
タイプによりそのマネジメントに関わる組織等の主体や，マネジメント対象となる空間が
異なると考えられる。そこで，公共施設のＦＭの中に本研究で提⽰する PSFM を位置付け
るためのケーススタディの対象の選定については，上述の 3 つの⽴地タイプに基づき⾏っ
た。 
 
まず第 4 章では，単⼀の敷地内における公共施設の事例を扱うこととし，公共施設屋外
の緑化施策と利⽤者評価の関係からみた，緑によるコンヴィヴィアリティの向上の可能性
を把握する。まず，緑化ガイドライン等を策定している⾃治体の緑化に関する認識や⽬標，
内容を整理するために，対象各⾃治体の緑化ガイドライン等の記載内容について資料調査
を⾏うと共に，⾃治体の担当者への聞取り調査を⾏い，ガイドライン等の策定背景や運⽤の
実態を把握する。次に，緑化ガイドライン等により緑化された施設の屋外空間に対する利⽤
者の満⾜度及び公共施設の屋外空間におけるパブリックスペースの機能の必要度を把握す
るためのアンケートから，緑化された公共施設屋外空間に関する利⽤者評価を⾏い，緑によ
るコンヴィヴィアリティ向上の可能性を考察する。 
 
 次に第 5 章では，複数の公共施設が隣接する事例について扱うこととし，郊外における
公共施設を拠点とした多主体の活動と地域運営の特徴，及びそれらが展開されている空間
の実態を明らかにし，コンヴィヴィアリティをもたらすパブリックスペースのマネジメン
トの在り⽅を考察する。まず，複数の公共施設が⽴地し地域の拠点となってきた対象地⼀帯
の空間の変容と，それと共に変遷してきた地域運営について整理し，関連する多主体の活動
の実態とそれぞれの活動を通した連携，それらが地域運営にもたらした変化について明ら
かにする。更に，調査で得た知⾒に基づき，複数公共施設の隣接事例におけるコンヴィヴィ
アリティをもたらす多主体の連携と地域運営に関して考察を⾏う。 
 
 更に第 6 章では，都市公園と公共施設の隣接事例を対象に，マネジメントと空間の在り
⽅によるコンヴィヴィアリティの拡がりについて考察する。まず，対象地及び周辺地域の計
画段階から現在までの変遷過程を整理し，公共施設と公園の連携に関する状況を把握し，周
辺地域にもたらした影響を明らかにする。次に，マネジメントにおける官⺠の組織の活動内
容と空間の利活⽤状況を整理し，連携に関する特徴と課題を把握することで，利活⽤を促進
するマネジメントの特徴及びそれを実践する空間の在り⽅がもたらしているコンヴィヴィ
アリティの拡がりについて考察を⾏う。 
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第 7 章では，第 2 章から第 6 章までの分析で得られた知⾒に基づき，公共施設の屋内外
及び周辺地域連携型のマネジメントの検討を⾏い，外構のコンヴィヴィアル空間化のため
の「パブリックスペイシャル・ファシリティマネジメント（PSFM）システム」を構築して
いく。 
 
 最後に，第 8 章ではこれまでの章を通じて得られた知⾒を総括し，本論⽂の結論と今後
の展望及び課題を提⽰する。 
 
 本研究の第 1 章〜第 8 章の内容は，マネジメントにおける PDCA サイクルに当てはめて
位置付け，3 部構成で⽰すことができる。 
まず，第 1 章，第 2 章，第 3 章については，本研究で提⽰するマネジメントシステムの
位置づけや⽬標の設定を⾏うことから，「PLAN：戦略・計画」のフェーズを担う第Ⅰ部と
位置付けられる。 
次に，第 4 章，第 5 章，第 6 章については，具体の事例を⽤いたケーススタディを⾏い，
その内容について⽬標に基づく評価・考察を⾏うことから，「DO：プロジェクト管理／運営
維持」と「CHECK：評価」のフェーズである第Ⅱ部といえる。 
 最後に，第 7 章，第 8 章ではケーススタディの内容に基づいたマネジメントシステムを
構築・検証し今後の展開・課題を提⽰することから，「ACTION：改善」のフェーズとなる
第Ⅲ部として位置付けることができる。 
 
図 1-2 本研究の構成 
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1.2 パブリックスペイシャル・ファシリティマネジメント（PSFM）の概念 
1.2.1 公共施設及びパブリックスペースの定義 
 
（1）公共施設 
 「公共施設」については，明確な定義は無く，法制度等によって異なる。総務省の「公共
施設等総合管理計画の策定にあたっての指針」15）では，「公共施設等」という⾔葉が⽤いら
れており，「公共施設，公⽤施設その他の当該地⽅公共団体が所有する建築物その他の⼯作
物をいう。具体的には，いわゆるハコモノの他，道路・橋りょう等の⼟⽊構造物，公営企業
の施設（上⽔道，下⽔道等），プラント系施設（廃棄物処理場，斎場，浄⽔場，汚⽔処理施
設等）等も含む包括的な概念」としている。⼀般的には，ここに挙げられているうち，公共
団体が所有する建築物，いわゆる「ハコモノ」だけを指して「公共施設」と呼ぶことがあり，
これが狭義の「公共施設」である。それに対して，道路・橋りょう等の⼟⽊構造物をいわゆ
る「インフラ」と呼び，「ハコモノ」とは区別する場合がある。これらの「インフラ」のみ
を指して「公共施設」と呼ぶ場合もあり（都市計画法 16），⺠間資⾦等の活⽤による公共施
設等の整備等の促進に関する法律｟ＰＦＩ法｠17）等），これも狭義の「公共施設」である 18） 
また，㈳⽇本建築学会編『建築学⽤語辞典』では，「広く⼀般の利⽤に供する⽬的で，国・
地⽅⾃治体などが設置する施設」とされている。 
これらの整理を踏まえ，まず，本研究ではいわゆる「ハコモノ」である公共建築物を「公
共施設」として扱い，道路・橋りょう・公園等を「インフラ」として区別することとする。
そして，本研究における「公共施設」は，不特定多数の市⺠が⾃由に利⽤できる公共建築物
とし，公共的なサービスの提供あるいは業務を遂⾏する施設で，国や地⽅⾃治体が保有，ま
たは借り上げている施設の意とする。 
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（2）パブリックスペース 
パブリックスペースの定義に関しては，所有の公私の別によるものだけでなく，近年はそ
の空間の性質にも⾔及したものが多い。ここでは，パブリックという⾔葉に繋がる「公共性」
や，パブリックスペースに類似・関連する各種概念も含めて整理していく。 
まず，パブリックに繋がる「公共性」という⾔葉について，斎藤 19）は「①国家に関する
公的なもの（official），②特定の誰かにではなく，すべての⼈びとに関係する共通のもの
（common），③誰に対しても開かれている（open）」の 3 つに整理している。 
これに関連して，今村ら 20）はこの「公共性」の概念を空間に置換可能であるとし，「①国
家や⾏政に関係する公的な（サービスが提供される）空間（official space），②特定の誰かに
ではなく，広い範囲の⼈びとに関係する共通の空間（common space），③多くの⼈びとに対
しても開かれている空間（open space）」を⽰すと共に，「④間にいる⼈びとを繋ぐ空間
（connecting space）」を加えた 4 つの空間及びそれらが複合した空間をパブリックスペー
スとしている。 
アーレントは「労働(labor)」や「仕事＝製作(work)」と相違する「活動(action)」が展開
される領域，また私的なものと峻別される領域を，「共通世界（the common world）」という
観点から「公共的領域（pubric ream）」，「公共空間（public space）」と捉え，それらは「活
動」が継続している限りにおいてしか存在しないとしている 21） 。空間が直ちにパブリック
スペースなのではなく，そこで様々な「活動」が⾏われることを通じてパブリックスペース
として創られると解釈できる。⼭本 22）は，アーレントの思想が「ポリスという建築空間」
と不可分である点を強調している。例えば，ポリスにある「家（オイコス）」の「内側」に
は，「閾（no manʼs land / アンドロニティス）」（という部屋≒領域）があった。それは「他
の市⺠を招き⼊れる場所」としてポリスに開かれた場であり，その「閾」の奥に，私的領域
がある 23）。だが，私的領域が全⾯化するに伴い，家は「パッケージ商品」である私的住宅と
なり 24），そして「四つの壁」に囲まれたプライバシー領域で，消費財を私的に所有するこ
とが幸福と考えられるようになる。また，私的住居の外には，管理された消費空間が広がり，
公的（official）な建物は「官僚制のセクショナリズムに応じて……カテゴライズ」される。
各部⾨に細分化され，「⼀つのパッケージのように設計され管理」されるのが「施設」であ
る。施設はセクションに対応した「機能」であるために，「福祉施設，医療施設，教育施設，
住居施設，⽂化施設，スポーツ施設……」等，⽬的に応じて分断・管理された公共施設とな
る 25）と述べている。現代の公共施設は公共空間・パブリックスペースではなく，official な
機能である，とここでは述べられていると解釈できる。 
 また，近年の定義としては出⼝ら 26）は「⼟地の公有，私有に関わらず，不特定の⼈に公
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開されており，⼈びとが出⼊りし，移動でき，佇むことができる営利を主⽬的としない空間」
としている。 
 このように，既往の⽂献・研究における「パブリックスペース」は，①空間を所有する主
体に関わらず，②空間が物理的にも⼼理的にも開かれており，③アクティビティ発⽣を前提
としている空間であるといえる。つまり，多くの⽂献・研究では「パブリックスペース」の
語は「開かれている」という状態と，アクティビティが発⽣し得る空間のポテンシャルを⽰
しているにすぎない。 
 
次に，パブリックスペースに関連する概念について整理する。オープンスペース（opne 
space）については，近代建築国際会議（CIAM）27）によって「⼟地・⽔・⼤気を主体とす
る⾮建蔽空間であること，レクリエーション・⽣活環境の保護・歩⾏者の安全・市街地の形
態規制等，⾮建蔽空間にすることにパブリックな必要性があること，所有権が個⼈にあるか
公共にあるかは問わないが，永続性が保証されていること」と定義されている。公衆の利⽤
に供されるオープンスペースという意味で，都市計画法には公共空地という⽤語があり，公
園，緑地，広場，運動場等を指している。 
⼀⽅，鳴海 28）は「⾃由空間」という概念を提⽰してパブリックスペースに関して論じて
いる。⼈々は都市において⼾外空間から建築空間へと連続的に移動・利⽤しており，その移
動や利⽤に関しての開放度には様々な度合いがある。移動・利⽤に関する⾃由度・拘束度と
いう観点から都市空間を捉える概念として，「⾃由空間」が提⽰されており，⾃由空間とは
「不特定多数の⼈々が，⼀時的に，⾃由に利⽤することの可能な空間」であるとしている。
そしてその対概念として拘束空間という⾔葉を提⽰しており，これは「特定の⼈々に恒久的
に利⽤される空間」或いは「特定の⼈々に⼀時的に利⽤される空間」であるとしている 29）
（表 1-2）。なお，ここでも，本研究の対象となる公共施設の屋外空間については所有形態
としては「公共空間」として記載されているものの，「特定の⼈々に利⽤される空間」であ
ると整理されており，公共施設の屋外空間がパブリックスペースとなり得ていないことが
⽰唆されている。 
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表 1-2 ⾃由空間の領域（鳴海 29）に基づき作成） 
 
ここまで，パブリックスペース及びパブリックという⾔葉に繋がる「公共性」や，パブリ
ックスペースに類似・関連する各種概念について整理してきた。これらの内容を踏まえ，本
研究で扱うパブリックスペースという概念について⽰す。 
まず，パブリックスペースという⾔葉の⽰す空間の範囲であるが，近年の実践や研究の蓄
積では，主に屋外空間をパブリックスペースとして扱うものが多い。⼀⽅，1.2.1 の整理に
基づくと，公共施設は「不特定多数の市⺠が⾃由に利⽤できる公共建築物」であることから，
公共施設については屋内空間もパブリックスペースに当てはまるともいえる。しかし，本研
究においては公共施設の中でも特にマネジメントの⽅法論が確⽴されていない屋外空間に
ついて重点的に扱うことから，パブリックスペースの語は屋外空間を指すものとして使⽤
していく。なお，本研究では単に建物を指す記述は「公共施設」，建物の屋内と区別して屋
外を指す場合は「公共施設の屋外空間」と表記し，「物理的・⼼理的に開かれていてアクテ
ィビティが発⽣し得る」という性質を持った屋外空間を⽰す場合は「パブリックスペース」
と表記する。 
また，本研究において対象とする公共施設の屋外空間は，「物理的・⼼理的に開かれてい
る」ことを鑑みて，地上にある，或いは地上から建物内部を通らず直接アクセスできる地下
や 2 階以上の屋外空間（サンクンガーデン・テラス等）とし，建物の内部を通らなければア
クセスできない屋上やバルコニー等は対象外とする。 
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1.2.2 ファシリティマネジメント（FM）の定義 
 
ファシリティマネジメント（FM）には様々な定義があり，FM の発展や国による違い等
により，FM の定義はいくつも作成されてきた。 
⽶国議会図書館に登録されている定義としては，「FM とは，組織における⼈と業務に対
応して，物理的な職場空間を最も適したものにする実務であり，経営学，建築学，⾏動科学，
管理⼯学の諸原理が統合された分野である」30)とあり，これが FM の定義の嚆⽮とされてい
る。更に，国際ファシリティマネジメント協会（IFMA）の定義によると「FM は，“⼈”，
“場”，“プロセス”，および“技術”を統合することによって施設環境を機能させる多様な専⾨
分野を包括した業務である」31)となり，⽶国議会図書館の定義が抽象的・学術的な意味合い
が濃いことに⽐べて，この定義では現実の職場の在り⽅を意識した実務⾊の強いものにな
っているといえる。 
⼀⽅，⽇本では公益社団法⼈⽇本ファシリティマネジメント協会（JFMA）が「企業，団
体等が，組織活動のために施設とその環境を総合的に企画，管理，活⽤する経営活動」と定
義しており，これが現在⽇本では広く使⽤されている。 
鵜沢 32）は「FM とは，業務⽤不動産（⼟地，建物，構築物，設備等）すべてを経営にと
って最適な状態（コスト最⼩・効果最⼤）で保有し，使⽤し，運営し，維持するための総合
的な管理⼿法」とし，⼩野⽥ 33）は「空間資源の総合的な管理⼿法」としている。 
これらを踏まえ，本研究では，「FM とは，施設とその環境を空間資源と捉え，すべてを
最適な状態で保有し，使⽤し，運営し，維持するための総合的な管理⼿法」と定義する。 
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1.2.3 「パブリックスペイシャル・ファシリティマネジメント（PSFM）」の定義 
  
1.1.1 で整理した通り，⽇本における公共施設の FM では，①屋外空間について「外構」
という概念でのみ捉えられており，空間の概念が薄く，②⾃治体の財政上の課題から，⼀⻫
に⽼朽化している公共施設の維持管理・運営・修繕更新に対して⼗分な投資をすることが困
難である中，建物本体や設備への投資が優先され，屋外空間には最低限の費⽤しか充てるこ
とができない状況にある。そして，③近年は⾃治体職員の間に，公共施設の屋外空間が活⽤
すべきパブリックスペースであるという認識が広まりつつあるが未だ活⽤に関する意識が
醸成されているとは⾔い難く，④そもそも敷地内外の屋外空間や施設を取り巻く地域環境
に関しては FM の対象として掲げられながらも，それらをマネジメントする視点や⽅法が
定まっていない，という課題の構造が⾒える。ここから，既存の FM における公共施設の屋
外空間に対する概念から脱却し，パブリックスペースの機能を発揮することを志向する新
たなマネジメント論としての概念が必要であると考えられる。 
そこで，1.2.1，1.2.2 に⽰したパブリックスペース及び FM の定義から，本研究では，公
共施設の屋外空間が空間的拡がりを持った⼈々の活動の場となり，パブリックスペースの
機能を発揮することを意図した組織的・継続的な取組みを，パブリックスペイシャル・ファ
シリティマネジメント；Public Spatial Facility Management（以下，PSFM と記載）として
FM の中に位置づける。また， PSFM の⽬的は，1.1.2 の整理に基づき，公共施設の屋外空
間を従来的な「外構」からパブリックスペースの機能を発揮する「コンヴィヴィアル空間」
に転換し，その空間価値を維持・向上させることとする。 
本研究で提⽰する PSFM は，既存の公共施設の FM に対して，①部位の総称である「外
構」ではなく「空間」としてのパブリックスペースという概念を加え，マネジメントの⽬標
を具体化する点，②財政が逼迫する⾃治体の現状を鑑み，建物本体や設備とは異なり改修や
更新等⼤きな投資を前提とせずに，後出のコンヴィヴィアルという概念のもと空間の質を
向上することに寄与するマネジメントについて論考する点，において⼤きく異なるもので
ある。パブリックスペースの在り⽅がまちの在り⽅に⼤きく影響するといわれる現代にお
いて，既に膨⼤な空間ストックがある公共施設の屋外空間の観点から，新たなマネジメント
論を提⽰するものである。 
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1.3 PSFM による外構のコンヴィヴィアル空間化 
1.3.1 コンヴィヴィアルの概念 
 
近年，賑わい或いはコミュニティの継続性という側⾯で着⽬され始めたのがコンヴィヴ
ィアルという概念である。これは，イヴァン・イリイチ 34)が産業主義的な⽣産性の正反対
を明⽰する⽤語として提起した⾔葉であり，⽇本語では「共愉 35）」や「⾃⽴共⽣ 36）」と訳
されることが多い。 
“Convivial” の語が持つ元々の意味としては他に，宴会の，懇親的な・宴会好きな，陽気
な 37）や，友好的な，気持ちのいい・宴会［遊び］好きの；陽気な，浮き浮きした・宴会の；
懇親的な 38）等がある。イリイチは「⼈々が社交やお祭りができる場所は，都市性の本質で
ある。（Places where people can be ʻsociable and festiveʼ are the essence of urbanity.）」と述
べていることからも，ライフスタイル変⾰における同概念の重要性の解釈も含め，パブリッ
クスペースの状態或いは地域において⾏われる活動や地域運営の在り⽅にも関わるものと
捉えることができる。 
このコンヴィヴィアルという概念は，Henry Shaftoe によって都市空間に援⽤されており，
「私は市⺠が集まり，佇み，散策することができる公開された公的な場所（通常は広場や広
場）を表現するために，「コンヴィヴィアルスペース」という⾔葉を作った。（I have coined 
the term 'convivial spaces' to describe open, public locations ((usually squares or piazzas)) 
where citizens can gather, linger or wander through.）39）」と述べている。そして，コンヴィ
ヴィアルな空間（convivial space）とコンヴィヴィアルでない空間 (un convivial space) に
ついてそれぞれ写真を掲載し，その違いを視覚化している（図 1-3,1-4,1-5）。 
 
本研究では，これまで外構として扱われてきた公共施設の屋外空間をまちのパブリック
スペースとして位置付けてマネジメントを⾏うことで，パブリックスペースの機能が発揮
された状態を，本項で提⽰する「コンヴィヴィアル」という概念で捉えていく。 
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図 1-3 コンヴィヴィアルな空間 
（Henry Shaftoe “ Convivial Urban Space” p.3. 
Figure 3. Convivial: Freiburg, Southern Germany より引⽤） 
 
 
 
左：図 1-4 コンヴィヴィアルでない空間 1 
（Henry Shaftoe “ Convivial Urban Space” p.2. 
Figure 1. Unconvivial : Dublin docks area redevelopment より引⽤） 
 
右：図 1-5 コンヴィヴィアルでない空間 2 
（Henry Shaftoe “ Convivial Urban Space” p.2. 
Figure 2. Unconvivial : Causewayside, Edinburgh より引⽤） 
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1.3.2 コンヴィヴィアルな空間の定義 
  
公共施設の屋外空間はこれまで⾨扉・囲障・植栽などの総称である「外構」と呼ばれ，そ
こに空間的な意味合いは薄く，積極的なマネジメントの対象とされてこなかった。所謂「外
構」をコンヴィヴィアル空間化するための今後のマネジメントと関連する観点として，①空
間，②アクティビティ，③地域運営，④継続性，の 4 点に関して整理を⾏い本研究における
コンヴィヴィアル空間の定義を⽰す。 
 
① 空間の観点 
 まず空間的特徴の観点から整理する。⽥村 40）は，建築の屋外空間を広さ及び機能により，
（ⅰ）設計上やむなく⽣じた「残部空間」，（ⅱ）建築を敷地境界線だけでとらえず他の都市
的空間との接合を図った「機能的・景観的付属空間」，（ⅲ）都市空間の⼀部として建築の外
部空間が位置付けられた「開放的広場空間」に分けて提⽰している。また，Henry Shaftoe41）
は先述のコンヴィヴィアルスペースに対するものとして，ʼSLOAPʼ‒ space left over after 
planning（計画後に残されたスペース）という表現をしており，これは⽥村の（ⅰ）「残部
空間」と同義であるといえる。 
芦原 42）は図と地の関係を都市・建築に置き換えながら建築空間を⼈との関係においてと
らえている。3 次元的に充実していて⼈が⼊ることができ，計画的・積極的に機能が与えら
れた空間をポジティブスペース（P スペース），対して，墨絵のように無限的・消極的な空
間をネガティブスペース（N スペース）と位置付けている。 
上述の 2.1.1（1）で把握したコンヴィヴィアルという⾔葉の持つ意味や，Henry Shaftoe
による定義を考慮すると，本研究で扱うコンヴィヴィアル空間は，「⼈が⼊ることができる
（ⅱ）の機能的・景観的付属空間，及び（ⅲ）の開放的広場空間」がベースであるといえる。 
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② アクティビティの観点 
上記①より，パブリックスペースとしての機能を発揮するには，多様なアクティビティが
発⽣する空間となることが重要な点の⼀つであるといえる。ここでは，パブリックスペース
としての公共施設の屋外空間で展開されるアクティビティについて，既往研究を参照して
整理する。 
都市デザイン研究体 43）は，建築敷地内において主体的な活動が発⽣することを「広場化」
と定義しており，⽇本の広場はこの広場化を通して宗教的・社会的・経済的・政治的コミュ
ニケーションの拠点として利⽤される⼈⼯のオープンスペースであるとしている。そして
コミュニケーションの例として，寺院や神社で⾏われる祭祀や参詣（聖と俗のコミュニケー
ション），市場や店舗で⾏われる売買（⽣産者と消費者のコミュニケーション），⾼札場で⾏
われる⼀機やデモ，⾺揃え（⽀配者と被⽀配者のコミュニケーション）等を挙げている。 
⼤⾕ 44）は公共施設の成り⽴ちについてパブリックスペースの在り⽅から述べており，ギ
リシャの広場であるアゴラを例に挙げている。アゴラは，最初はただ空地があり，そこに
⼈々が集まって様々な活動をしていくという古代ギリシャの⺠主制の過程で，広場で政治
的な決定がされ，裁判が⾏われ，そして祭りの場となり戦争の集結地点となり，あるいは⽇
常の市場であり，市⺠の議論の場となっていた。そのうちに政治体制や社会の仕組みが固ま
り，広場の周りに議場や市庁舎等ができ，市場のための軽い建築物ができる，というプロセ
スで活動の施設化が進む⼀⽅で，施設化できない活動や特定の施設にしないほうが良い活
動があり，そのような活動のための場として広場というものが存在するのであり，広場から
様々な施設や活動が結晶している過程をみると，広場はものごとの発⽣源であると述べて
いる。⺠主制のもとで広場から⽣まれた様々な活動が施設化され，機能やそこで⾏われる活
動の⾼度化，社会サービス化が⾏われてきたのが公共施設であり，その屋外空間は施設化で
きない⼈間の⽣活・社会の活動の場としての役割を持ったパブリックスペースであるとい
える。 
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③ 地域運営の観点 
公共施設は従来，⾃治体によって管理運営されてきたが，近年は主に⾃治体側の費⽤削減，
公共サービスの向上，多様化するニーズへの対応等の観点から官⺠連携や多様な主体の関
与による公共施設運営が求められ，全国の⾃治体で取組みが始まっている。平成 21 年にま
とめられた「新しいコミュニティの在り⽅に関する研究会報告書 45）（以下，21 年報告書と
記載）」は，「地域コミュニティをはじめとする地域における様々な主体がそれぞれの⽴場で
新しい「公共」を担うことにより，地域にふさわしい多様な公共サービスが適切な受益と負
担のもとに提供されるというパブリックスペース（＝新しいパブリックスペース）を形成し
ていく」ことを主眼としている。また，21 年報告書では，地域における公共サービス提供
の核となり，地域コミュニティ組織など地域の多様な主体による公共サービスの提供を総
合的，包括的にマネジメントする組織「地域協働体」が提唱されている。 
住⺠が⾝近に感じられる空間において，地域コミュニティによる活動がその地域を運営
していくことに寄与することが求められており，公共施設とその屋外空間は地域住⺠にと
って⾝近なパブリックスペースであることから，そこで地域コミュニティの活動が営まれ
ることが地域運営につながる新しい公共の実践の場になるといえる。この点において，コン
ヴィヴィアルという語のもう⼀つの意味である⾃⽴共⽣につながるものであると位置づけ
ることができる。 
 
④ 継続性の観点 
これまで，公共施設が⺠間の施設と⼤きく異なっていた点の⼀つが，継続性の⾼さであろ
う。⺠間の施設及びそこで提供されるサービスは，利益が⾜りなければ撤退できる或いは撤
退するほかないことに対し，公共施設及びサービスは営利を⽬的とせず公平に継続的に提
供されるものとされてきた。しかし，現代においては 1.1.2（4）で整理した通り，⾃治体の
財政上の問題から統廃合・再編が議論されており，既にその前提が取り払われた状態にある。 
近年の公共施設再編の流れは，公共サービス＝公共施設という従来の考え⽅から，施設と
いうハコモノが無くても公共サービスは提供できるという考え⽅ 46）にシフトしてきている。
⺠間の施設を借りて公共サービス提供の場とする，或いは⺠間に公共的サービス提供を業
務として委託する等の取組みが進められており，⾃治体の財政的課題の解決と公共サービ
スの継続が試みられている。また，⼀⽅で近年の Park-PFI 等に⾒られる既存ストックの活
⽤による公共サービス及びパブリックスペースの維持・向上と財政的課題を同時に解決す
る取組みも始まっている。 
また，既存ストック活⽤の観点からは，どの地⽅，地域にも，愛すべき，活かすべき場所
28 
 
や空間の履歴というものがある。事業によって端から全てを改変するのではなく，市⺠の愛
着や従前利⽤者に好まれた場所や空間は継続して残せないかという配慮がにぎわいを保持
する循環構造をつくり出していく 47）という指摘がある。 
ここまでの内容を整理すると，⾃治体の財政的な課題への取組み，公共施設というハコモ
ノにとらわれない公共サービス提供，既存ストックの活⽤，の 3 点が今後の公共施設のマ
ネジメントにおいて重要であり，これらに取り組むことがパブリックスペース及び公共サ
ービスの継続性を⾼めるといえる。 
 
以上の 4 つの観点から，本研究で提⽰するコンヴィヴィアルな空間は以下のような特徴
を持つと位置づける。 
まず，①空間的特徴の観点から，⼈が⼊ることができる 3 次元的な広がりを持つこと，建
築を敷地境界線だけでとらえず他の都市的空間との接合が図られており，都市空間の⼀部
として建築の外部空間が位置付けられていることが挙げられる。 
次に，②アクティビティの観点からは，宗教的・社会的・経済的・政治的コミュニケーシ
ョンの拠点となり得るものであり，施設化できない活動や特定の施設にしないほうが良い
活動があり，そのような活動のための場と整理できる。 
加えて，③地域運営の観点からは，新しい公共の実践の場として地域コミュニティの活動
が営まれることで地域とそのコミュニティの⾃⽴共⽣につながるものであることと位置付
ける。 
更に，④継続性の観点からは，⾃治体の財政的な課題への取組み，公共施設というハコモ
ノにとらわれない公共サービス提供，既存ストックの活⽤，の 3 点に寄与するハード或い
はソフトの状態を志向するものと整理できる。 
なお，これらの観点は独⽴しているものではなく，相互に補い合うものであることに加え，
⽴地やその他の条件により重みが異なるものであるといえる。 
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1.3.3 PSFM の分析のフレーム設定 
  
本項では，本研究におけるコンヴィヴィアルな空間の定義を⽰した。従来的な「外構」を
パブリックスペースとして捉え，「パブリックスペースの機能が発揮された状態＝コンヴィ
ヴィアル」な空間へ転換するためのマネジメントが，1.2.3 で提⽰したパブリックスペイシ
ャル・ファシリティマネジメント（PSFM）であると位置づけられる。 
第 2 章以降で PSFM の構築を⾏っていくうえで，未だ明確化されていない公共施設の屋
外空間のマネジメントの⽅法論を分析するための視点が必要となる。 
そこで，本研究では 1.3.2 で整理した①空間の観点，②アクティビティの観点，③地域運
営の観点，④継続性の観点，の 4 つのコンヴィヴィアル空間の観点を「PSFM の分析のフレ
ーム」として設定し，施設や周辺地域と⼀体となった 3 次元的・横断的なパブリックスペー
スにおける具体的な実践の知⾒を詳細に分析していく（図 1-6）。 
 
 
図 1-6 PSFM の分析のフレームの位置づけ 
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1.4 既往研究 
 
本研究に関連する研究は⼤きく 3 つの視点に分けることができる。 
まず，本研究の対象としている①公共施設の屋外空間に関する研究を整理し，これまでの
公共施設の屋外空間に対する着眼点を把握する。 
次に，近年研究の蓄積が進んできている②公共施設のマネジメントに関する研究につい
て把握し，公共施設 FM の現在形について整理する。 
更に，③パブリックスペースのマネジメントに関する研究を整理し，国内外の動向を把握
する。 
これらを踏まえ本研究の位置づけを確認する（図 1-7）。 
 
 
 
図 1-7 既往研究の整理と本研究の位置づけ 
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1.4.1 公共施設の屋外空間に関する研究 
 
公共施設の屋外空間に関する研究のうち，本研究に関連するものとして，（1）公共施設の
屋内と屋外の関係に着⽬した研究，（2）公共施設の屋外空間と近隣，地域，都市の関係に着
⽬した研究，に整理した。 
 
【（1）公共施設の屋内と屋外の関係に着⽬した研究】 
公共施設の屋内と屋外の関係に着⽬した研究としては，図書館や美術館等の社会教育系
施設と⼤学キャンパスに関する研究が⽐較的多い 48)49)。 
美術館等を対象とした研究では，屋外空間を「使う」や「居る」という活動よりも，建築
内部空間との関連性として「⾒る」や「感じる」ということにおける屋外空間の機能・効果
を⽰している 50) 。 
⼀⽅，⼤学キャンパスは⼀敷地⼀建物を原則とする都市における外部空間と⽐べ，⼀つの
敷地に複数の建築があるという特徴から，それぞれの建物間，あるいは建物と外部空間の関
係性に関する研究がある 51)。 
 また，社会教育系施設に関するものとしては，就学前保育施設での記憶に残る場⾯は屋外
空間（園庭）が多く，保育施設の価値が屋外空間の在り様やそこでの活動と結びついて記憶
されていることは興味深い 52)。 
 
【（2）公共施設の屋外空間と都市の関係に着⽬した研究】 
公共施設の屋外空間と都市の関係については，都市の歴史的背景や地形の特性からみた
研究 53)や，屋外空間のなかでも「境界」に着⽬し，公共施設は街路空間との境界が単純・単
調につくられていることを指摘した研究 54)，建築の外観や屋外空間が周囲に与えるイメー
ジの研究 55)があり，興味深い。 
 
本研究のように，公共施設の屋外空間をパブリックスペースとして捉えた研究としては，
⼩学校や地域センター・公⺠館等の公共施設の屋外空間及び公園・寺社境内等を対象として，
地域コミュニティの活動頻度と屋外空間の利⽤状況，または屋外空間の配置状況から地域
コミュニティ活動における屋外空間の利⽤状況を把握し，屋外空間の種類や配置，規模によ
って地域活動での利⽤実態が異なることを明らかにした研究 56) があるものの，その他には
⾒当たらず，緒に就いたばかりであるといえる。 
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1.4.2 公共施設の FM に関する研究 
 
 公共施設の FM に関しては，過去に建設された施設の⼀⻫⽼朽化，市町村合併等による
施設余剰，少⼦⾼齢化・⼈⼝減少による施設ニーズの変化，財政収⼊減による施設管理運営
費の縮減等の課題への対応が求められる社会的背景から，近年研究の蓄積が進んできてい
る。研究の視点としては，（1）公共施設の管理運営の効率化に関する研究，（2）公共施設の
統廃合による総量縮減及び再編に関する研究，が⼤きな 2 軸であることに加え，（3）2014
年に総務省から通達が出された「公共施設等総合管理計画」に関する研究も進められている。
これらは主に⾃治体の所有する公共施設群としてマクロな視点で捉えたマネジメントを⾏
うための研究であるといえる。 
 ⼀⽅で，（4）公共施設の活⽤に関する研究，についても近年の動向として挙げられるが，
これに関しては単体の公共施設を事例として扱ったミクロな視点でのマネジメントに関す
る研究であるといえる。 
 
【（1）公共施設の管理運営の効率化に関する研究】 
公共施設の管理運営に効率化に関する研究としては，公共施設のライフサイクルコストに
着⽬した研究として，⽇常圏型の有料公共施設及び無料公共施設の施設経営に関して分析
した研究 57)58)，公共サービスの供給者である⾃治体側からみた公共施設経営の評価に関す
る研究 59)がある。 
また，施設の運営費と利⽤実態に着⽬した研究 60)では，施設のハードに関する建物維持
費とソフトに関する事業運営費の⽐較，施設の利⽤実態評価における判断基準となる指標
を⽰している。 
更に，地⽅⾃治体における施設管理に関わる情報の管理体制および整理状況に関する研
究 61)があり，各地⽅⾃治体において維持管理・劣化状況の把握・施設管理台帳の取り纏め
業務は，施設単位の管理が多く，施設あるいは部署を越えた総括的な管理にまでは及んでい
ない現状を明らかにしている。 
 
【（2）公共施設の統廃合による総量縮減及び再編に関する研究】 
公共施設の総量縮減・再編に関する研究としては，この課題に対して先⾏して取組みを⾏
っている⾃治体による再編計画の構成と内容を分析した研究 62)によって全体像が捉えられ
ている。再編のプロセスに関しての研究も始められており，韓国の住⺠⾃治センターの事例
分析を通して⽇本における公共施設再編の⽅法論について考察した研究 63)，施設再配置を
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考慮した公共施設の段階的総量適正化に関する研究 64)がある。公共施設の品質・機能・⽴
地に関する評価と総量適正化のプロセスを構築し，ケーススタディを通した検証を⾏うこ
とで，施設の削減と活⽤に適⽤可能な⽅法を提案している。また，再編の実態の分析を通し
て，特にその⽴地選定要因や 適正配置への適合性の観点から計画的課題を明らかにした研
究 65)がある。 
公共施設を地域の活動の拠点とすることに関する研究も進められており，既存校舎に⽣
じる余剰空間に，リノベーションにより社会教育機能等を複合化することで，多機能が複合
した地域拠点施設とする公共施設再編計画の⽅法を⽰した研究 66)や，地域⾃治組織とその
活動拠点となる公共施設の変化に着⽬した研究 67)，等がある。また，公⺠館の再編とまち
づくり拠点化に関する研究 68)があり，ここでは市町村合併を契機として各地で設置されて
いる地域⾃治組織が，公⺠館等の公共施設を活動拠点とすることが地域拠点の形成に資す
ること，地域⾃治の促進につながることが⽰唆されている。 
別の観点からは，公共施設の再編を利⽤率やコスト状況・劣化状況等によって施設の⽤途種
別ごとに検討するのではなく，そこで⾏われるアクティビティとそのキャパシティの実態
を捉えた再編を⾏うという観点による⼀連の研究 69) 70)がある。 
更に，公共施設の再編とまちづくりの連携の必要性については，⽴地適正化計画やコンパ
クトシティ等の潮流からも論を俟たない。しかし，中⼼市街地活性化基本計画に基づいて整
備された公共施設の位置づけや，それらの公共施設による都市拠点の形成⼿法に関して整
理した研究 71)がある他には殆ど⾒られないのが現状である。 
 
【（3）公共施設等総合管理計画に関する研究】 
 2014 年に総務省から全国の地⽅公共団体に対して「公共施設等総合管理計画（以下，総
合管理計画と記載）」策定の要請が出されたことを受け，この計画策定に関する⾃治体の取
組み状況に関する研究や，計画に記載されている内容を分析する研究が⾏われた。 
 まず，要請が出された翌年には，総合管理計画の策定にあたっての考え⽅や策定状況に関
する研究 72)が発表された。⽬標の定量化に対する各⾃治体の取組み状況に着⽬した研究 73)
があり，公共施設の延床⾯積削減に対する数値⽬標設定の実態と特徴及び課題を明らかに
している。 
この総合管理計画については，2018 年 9 ⽉現在において 99.6％の⾃治体で策定が完了 74)
しており，今後は実⾏のフェーズに移⾏する。計画内容を踏まえた実⾏の実態把握や⽅法論
の確⽴が求められるであろう。 
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【（4）公共施設の活⽤に関する研究】 
 公共施設の活⽤に関しては，⾃治体の合併や少⼦化等により⽣じた余裕空間，余裕施設の
活⽤，利⽤者ニーズの変化等による低利⽤施設の活⽤，等のパターンがある。特に，かつて
⾃治体毎に建設された各種公共施設が合併により重複し，余剰化するというのは全国の多
くの⾃治体が抱える実態であることを受け，合併都市における既存建築の活⽤実態につい
て把握した研究 75)がある。ここでは，合併の⼈⼝規模が⼤きい⾃治体ほど余裕空間が⽣じ
ていると⾃治体が認識している割合が⾼いことが⽰されると共に，公共施設に関する適正
化法による転⽤の規制や有効活⽤のアイディアの乏しさ，余裕空間を持つ建物⾃体の⽼朽
化，財源不⾜，が余裕空間の利活⽤の課題として⽰されている。 
研究の蓄積としては，施設の廃⽌或いは低利⽤・未利⽤の状態に伴う活⽤に関するケースス
タディが多い。特に，学校に関しては全国的な少⼦化の流れから廃校や余裕教室が増えてい
ることを背景に，中⼭間地域の廃校を⽤途転⽤して活⽤するモデルに関する⼀連の研究 76)
や，東京都での学校施設の保育施設への転⽤に関して建築計画上の課題を把握した研究 77)
がある。また，1.5.2③で整理した総合管理計画を受け，建物だけでなく⼟地の活⽤という観
点で考察されている研究 78)がある。 
 
ここまでに整理したように，公共施設のＦＭについては現在，⾃治体全体というマクロな
視点に⽴ち，効率化・総量の適正化に関する計画及び先⾏⾃治体の取組みに関する研究が蓄
積されてきている。 
⼀⽅，公共施設の活⽤に関しては，活⽤に取り組むにあたっての課題に当たっている⾃治
体が多く，実際に活⽤の実現まで⾄っている事例が少ないことから研究の蓄積は薄い。学校
施設については公共施設のＦＭが普及する以前から廃校活⽤の取組みが進められてきた⾃
治体も多く，ＦＭの視点から様々な研究が進められているといえる。しかし，いずれも公共
施設の建物⾃体の⽤途転⽤や余裕室の貸出等に関する研究であり，本研究で扱う屋外空間
のマネジメントについては研究されていない。⼟地の活⽤に関して⾔及した研究もあるが，
そのための具体的な⽅策や体制等については論考されていない。 
FM の対象となるのは，施設とその周囲の環境であり，ハード整備・維持管理中⼼であっ
た従来的な施設管理から，施設の利⽤者やその施設を取り巻く環境，近隣地域との関わり⽅
まで全てを公共サービスと捉えた“FM”への転換が期待されている。しかし，その環境或い
は空間を FM の対象として扱う事例や研究の蓄積は薄く，マネジメントの⼀部である評価
を例にとっても，それは明らかである(図 1-8)。 
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図 1-8 FM の対象と各種評価⼿法 
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1.4.3 パブリックスペースのマネジメントに関する研究 
 
パブリックスペースのマネジメントに関しては，マネジメント対象別に整理すると，主に，
ストリートマネジメント，パークマネジメント，⽔辺マネジメント，広場マネジメントが挙
げられる。また，エリアマネジメントについてはこれらのパブリックスペースを含む⼀定の
地域のマネジメント⼿法として，主に都⼼や地⽅の中⼼市街地における取組みや社会実験
等が⾏われている。これらのマネジメント対象別にみた各⼿法の特徴等については第 2 章
にて詳細を整理していく。 
 ここでは，パブリックスペースのマネジメントに関して（1）制度，（2）アクティビティ，
（3）マネジメント，の観点から把握する。 
 
【（1）制度に関する研究】 
 パブリックスペースのマネジメントのうち主に制度について論じた研究としては，近年
の法改正・規制緩和を受けて，それらの新たな制度導⼊状況についての整理や，導⼊の効果・
意義についての考察がなされている。 
まず，2003 年の地⽅⾃治法改正による指定管理者制度に関しては都市公園を対象とした
研究が多く，都市公園管理史における当該制度導⼊の意味に関する研究 79)があり，指定管
理者制度による事例が蓄積されてきた近年では，指定管理者制度運⽤の実態に関する研究
も増えており，都市公園における指定管理者の選考基準や評価構造に関する研究 80)や，制
度導⼊の⼆⼤意義である管理経費の節減と住⺠サービスの向上に関し，管理経費に深く影
響すると考えられる上限額と，住⺠サービスの向上が図られたかどうか等を測るための業
務評価の関係性を調査した研究 81)がある。 
また，都市のパブリックスペース活⽤を志向する制度として創設された「東京のしゃれた
街並みづくり推進条例」に関する導⼊の実態に関する研究 82)がある。 
更に，2016 年の都市公園法等改正によって創設された Park-PFI 制度が着⽬されている
が，その前⾝となっている都市公園法に基づく設置管理許可制度活⽤の実態に関して全国
の事例を把握し，今後の Park-PFI 導⼊にあたる実践的な知⾒を提供した研究 83)等がある。 
 
【（2）アクティビティに関する研究】 
 パブリックスペースのマネジメントのうち主にアクティビティについて論じた研究とし
ては，イベントや社会実験を通した論考と，平常時の利⽤⾏動等を通した論考に分けられる。 
 まず，イベント時におけるものとしては，道路空間におけるパラソルギャラリーという仮
37 
 
説的な環境におけるアクティビティの⽣成に関して分析した研究 84)をはじめ，近年は社会
実験の場におけるアクティビティ調査という⼿法の検証と導⼊意義について述べた実践的
な⼀連の研究 85) 86)がある。 
 また，平常時におけるものとしては，商店街におけるアクティビティを誘発する要素に関
する研究 87)，プレイスメイキングにおける「利⽤されるデザイン」について考察した研究
88)，等がある。 
 
【（3）マネジメントに関する研究】 
 パブリックスペースのマネジメントのうち主にマネジメントについて論じた研究として
は，まず官⺠多主体の連携の観点からは，⻑期間における歩⾏者専⽤道路のマネジメントの
変遷や官⺠多主体の連携によるマネジメントの実態及び空間の構成に関する⼀連の研究
89)90)や．主に街並みの形成プロセスに関して⾃治体と沿道が連携したマネジメントの実態を
明らかにした研究 91)が⾏われている。 
 次に，市⺠による主体的なパブリックスペースのマネジメントの観点からは，先進的な事
例のある世⽥⾕区を対象に地域組織がパブリックスペースのマネジメントを⾏う実態とし
て対象の特徴や権限・責任，公共性の担保や安全性の保持に関する実態を明らかにした研究
92)，市⺠主体のハード整備を伴うパブリックスペースの活⽤の実態と課題を明らかにした
研究 93)等がある。 
 
ここで，本項の内容を整理し，本研究の位置づけを確認する。 
まず，公共施設の屋外空間を対象とした研究は少ないものの，これまでは主に空間の構成
や形態に関する幾つかの研究が⾏われてきた。しかし，その空間を地域のパブリックスペー
スとして捉え，空間・利⽤・マネジメント等の実態に関して論考したものは殆ど⾒られない。 
⼀⽅，近年ではマネジメントに関してはあらゆるパブリックスペースを対象に取組みが
始まっている。全国の⾃治体で取組みが活発化している FM についてもその⼀部であり，
公共施設の建物本体や設備の物理的な⻑寿命化や総量の削減の観点からは現場での取組み
及び研究が蓄積され始めている。しかし，これらは主に物理的な側⾯に関するマネジメント
にとどまっており，本研究で扱う屋外空間についても⾨扉や囲障等といった部位の総称で
ある外構という扱いを出ていない。FM の対象と定義されているのは，施設とその周囲の環
境であり，ハード整備・維持管理中⼼であった従来的な施設管理から，施設の利⽤者やその
施設を取り巻く環境，近隣地域との関わり⽅まで全てを公共サービスと捉えた“FM”への転
換が期待されているものの，その環境或いは空間を FM の対象として扱う事例や研究の蓄
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積は薄い。また，公共施設の再編とまちづくりの連携については⽴地適正化計画やコンパク
トシティ等の潮流から必要性が⾼まっているが，具体的取組みの事例は殆ど⾒られず，研究
がなされていない状態であるといえる。 
本研究は，公共施設の屋外空間という空間，パブリックスペースにおけるアクティビティ，
マネジメントにおける多主体との連携等，既往の研究によって得られた知⾒を参照しなが
らも，①公共施設の屋外空間を部位の総称である外構ではなく，マネジメントすべき空間と
してのパブリックスペースという概念で捉え，②コンヴィヴィアルという概念のもと空間
の質を向上することに寄与するマネジメントについて論考する点，において独⾃性を有す
るものと位置付けることができる。また，従来の FM ではマネジメントの⽅法論が確⽴さ
れておらず，具体的な取組みもほとんど⾏われていない中，③PSFM システムという新たな
マネジメントの⽅法論を検討する点においても意義を持つものであるといえる。 
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第Ⅰ部 
第 2 章  
各種パブリックスペースのマネジメント⼿法から⾒る 
PSFM の位置づけ 
 
2.1 研究の枠組み 
 2.1.1 本章の背景と⽬的 
 2.1.2 研究の対象と⽅法 
2.2 各種パブリックスペースの特徴及び変遷 
 2.2.1 道路（ストリート） 
 2.2.2 公園 
 2.2.3 ⽔辺／河辺 
 2.2.4 広場／駅前広場・公開空地 
 2.2.5 公共施設の屋外空間 
2.3 パブリックスペースに関する各種マネジメント⼿法の概要と位置づけ 
 2.3.1 ストリートマネジメント 
 2.3.2 パークマネジメント 
 2.3.3 ⽔辺マネジメント 
 2.3.4 広場（公開空地）マネジメント 
 2.3.5 エリアマネジメント 
 2.3.6 各種パブリックスペースのマネジメント⼿法からみた PSFM の位置づけ 
 
補注及び引⽤⽂献 
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第 2 章 各種パブリックスペースのマネジメント手法から見る PSFM の位置づけ 
 
2.1 研究の枠組み 
2.1.1 本章の背景と目的 
 
近年のパブリックスペースのマネジメントについては，マネジメントの対象となる空間
或いは事業の特性や規模によって様々な取組みが⾏われ，官⺠連携まちづくりや都市再⽣
政策，規制緩和と共に⼤きく進化してきたといえる。そのため，道路，公園，⽔辺，広場等
の各種パブリックスペースと，それらを含むまとまったエリアのマネジメントについては，
徐々に研究や実践の事例が蓄積され，⼿法も提⽰され始めている。しかし，本研究で扱う公
共施設の屋外空間に関して，そのような動きは殆どみられないのが現状である。  
 そこで本章では，まず，上述の各種パブリックスペースの変遷や特徴について整理する。
次に，各種パブリックスペースの持つ特徴に対応するマネジメントのポイントについて把
握する。そして，これらの内容を踏まえ，公共施設の屋外空間と各種パブリックスペースの
類似点及び相違点について整理し，第 1 章で提⽰した公共施設の屋外空間における PSFM
の位置付けを明確化する。 
 
 
2.1.2 研究の対象と方法 
 
 本章で扱う研究対象としては，多様化しているパブリックスペースの概念の中でも，代表
的な道路（ストリート）・公園（パーク）・⽔辺・広場とそれらが⽴地する⼀定範囲の地域（エ
リア）である。そして，それらに対応する各種マネジメント⼿法である，①ストリートマネ
ジメント，②パークマネジメント，③⽔辺マネジメント，④広場マネジメント，⑤エリアマ
ネジメントに加え，本研究で提⽰する PSFM のベースとなる⑥ファシリティマネジメント
（FM）を扱う。 
研究の⽅法については，上述の①〜⑥の各種マネジメント⼿法に関する⼀連の研究及び
⽂献を⽤いた⽂献調査を⾏うこととする。 
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2.2 各種パブリックスペースの特徴及び変遷 
 
 本項で整理するパブリックスペースは，道路（ストリート）・公園（パーク）・⽔辺・広場
である。まずは既存の⽂献を参考に，各パブリックスペースに関連する①主な種類，②主な
変遷と特徴，③近年の規制緩和，について整理する。それらを踏まえて，本研究の対象とす
る公共施設の屋外空間との類似点及び相違点について明確化する。  
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2.2.1 道路（ストリート） 
 
【道路】：⼈や⾞両の交通のために設けた地上の通路（広辞苑第 6 版）。 
 
①主な種類 
道路の種類については，各種法制度により定義がなされている。管理主体別による，国道・
都道府県道・市区町村道や，道路構造令による道路規模による種別分けがある。また，通⾏
できる交通の種別による分類として⾃動⾞専⽤道路，⾃転⾞専⽤道路，歩⾏者専⽤道路，⾃
転⾞歩⾏者専⽤道路という道路法の専⽤道路と，道路の⼀部分を区画して⾃動⾞の通⾏を
制限している道路構造令上の歩道，⾃転⾞道，⾃転⾞歩⾏者道がある。 
 
②主な変遷と特徴 
道路は都市の黎明期から，市⺠⽣活における交流，保健向上，⽂化的活動を担う場として  
利⽤されてきた 1）。⽇本においては，江⼾時代以前は主に国威発揚や権⼒の誇⽰等の⽬的に
よって整備されてきたが，織⽥信⻑による楽市楽座や景観に配慮した並⽊道の整備が⾏わ
れた。江⼾時代には⽕除け地としての広⼩路や橋詰広場等の交通以外の⽤途のための空間
が設けられるようになったことと合わせて，屋台や⼤道芸⼈によるパフォーマンス等の多
様な活動の場として活性化した。 
明治以降は，電気・通信・⽔道等の近代化インフラの整備や市電・乗合⾃動⾞による⻄欧
化が，江⼾時代に育まれた路上の⾏為に影響を与え，取り締まりが⾏われるようになった。
⼤正時代に⼊ると，鉄道や路⾯電⾞のネットワークが形成され，電停まわりに商店街ができ，
逆にかつての宿場町は衰退傾向に転じた。 
戦後になると⾃動⾞が急速に普及し，交通事故の増加が社会問題化した。また，それまで
路上で⾏われてきた定期市は公園・広場・寺社境内等へ移動した。そうした状況を踏まえ，
1970 年代に歩⾏者天国や歩⾏者専⽤道路が導⼊された。これを契機に路上へ⾷事・滞在・
休憩等の様々なアクティビティが戻った。また，歩⾏者天国以後は⾃動⾞交通規制が⾏われ
やすくなり，浅草三社祭等の路上を使った祭りが復活を果たすと共に，祭礼に合わせた街路
再整備事例が増えた 2）。 
2000 年代以降，道路空間での活動は中⼼市街地活性化等の事業と結びつけられ，マルシ
ェ，オープンカフェ，ランニング等のスポーツ，パークレット（図 2-1）等の取組みが始ま
っている。 
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③近年の規制緩和 
・2005 年「地域の活性化等に資する路上イベントに伴う道路占⽤の取り扱いについて」，国 
⼟交通省通達 
・2005 年「道を活⽤した地域活動の円滑化のためのガイドライン」，国⼟交通省ガイドライ 
 ン 
・2011 年「道路占⽤許可の特例の創設」，都市再⽣特別措置法道路法改正 
・2014 年「国家戦略道路占⽤事業」（道路空間のエリアマネジメントの緩和），国家戦略特 
別区域法制定 
・2014 年「道路占⽤許可の特例」，中⼼市街地活性化法改正 
・2016 年「道路協⼒団体制度の創設」，道路法改正 
・2016 年「道を活⽤した地域活動の円滑化のためのガイドライン改訂版」，国⼟交通省ガイ 
ドライン 
・2016 年「道路空間の有効活⽤に資する道路占⽤の取り扱いについて」，国⼟交通省通達 
・2018 年「道路の占⽤に係る無余地性の基準等の取り扱いについて」，国⼟交通省通達 
 
図 2-1 池袋グリーン⼤通りでの社会実験による歩道版パークレットの様⼦ 
（出典：ソトノバ http://sotonoba.place/ikebukuro_greenblvdmarket_parklet） 
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2.2.2 公園 
 
【公園】：公衆のために設けた庭園または遊園地（広辞苑第 6 版）。 
 
①主な種類 
 ここでは，主に都市公園の種類について整理する。都市公園は，住区基幹公園（街区公園・
近隣公園・地区公園），都市基幹公園（総合公園・運動公園），⼤規模公園（広域公園・レク
リエーション都市），国営公園，緩衝緑地帯（特殊公園・緩衝緑地・都市緑地・緑道）に分
けられる。 
 
②主な変遷と特徴 
 ⽇本における公園制度は，1873（明治 6）年の太政官布達に始まる。この布達は古くから
庶⺠に親しまれてきた寺社境内地等を，公園と名付けることにより，近代都市の都市施設と
して位置付けたものであった 3）。ここで公園として選定されたのは，浅草寺，寛永寺，増上
寺，⼋幡神社，⾶⿃⼭である。明治後期になると，⽇本最初の近代的洋⾵公園・パブリック
ガーデンとして⽇⽐⾕公園が開業し，和洋折衷でゾーン別に多様な要素を取り⼊れるとい
う特⾊は，その後の全国の都市の公園の設計に⼤きな影響を与えた。当時の公園は，飲⾷店
家賃収⼊等により独⽴採算による管理が⾏われていた点が，現在とは⼤きく異なっている。
近代化の象徴としての公園整備は，緩やかに全国へと広がっていった。公園の成⽴要件は城
跡，寺社境内，名勝を公園化したものが群を抜いて多いが 3），他には官有地の払い下げ，庭
園の開放，広場・⽕防線の公園化がある。 
 ⼤正時代に⼊ると関東⼤震災をきっかけとし，公園の防炎や避難所としての役割が認識
され，東京では⼤⼩ 55 の公園が整備された。またそれら⼩公園は，⼩学校の校庭と合わせ
て整備され，防災機能だけでなく地域コミュニティを育む場所となっていった 2）。なお，⼤
正期から昭和初期にかけての急速な⼯業化・都市化の流れから新たな都市計画の⽅法論と
して緑地の概念が⽣まれた。公園もまた，都市の中の緑としての価値を増すこととなった。 
 戦後・⾼度経済成⻑期に⼊ると⽇本全国で公園の量的拡充が進められたが，⼦どもの遊び
場としていわゆる三種の神器（砂場・滑り台・ブランコ等）を備えた画⼀的な整備が数多く
⾒られることとなった。また，あわせて公園管理は独⽴採算制から⼀般財源による⽀出に変
わり，その⾯でも画⼀的な管理が進むこととなった 2）。 
 2000 年代に⼊ると，指定管理者制度の導⼊を契機として公園を“経営する”考え⽅が広ま
った。加えて，特区の設定や都市公園法の改正等により公園内にカフェや保育園等を整備し
52 
 
賑わいや地域コミュニティの形成に寄与する事例が着⽬されるようになってきた（図 2-2）。 
  
 
③近年の規制緩和 
・2005 年「都市公園の占⽤物件の緩和」（地⽅公共団体が都市公園毎に条例で定める仮設の 
物件⼜は施設の追加），都市公園法施⾏令改正 
・2015 年「都市公園の特例」（都市公園の保育所等の解禁），国家戦略特別区域法改正 
・2016 年「都市公園の占⽤基準緩和」，都市再⽣特別措置法・都市公園法 
・2017 年「公募設置管理制度（Park-PFI）」，都市公園法 
 
 
図 2-2 設置管理許可制度等を⽤いて整備された南池袋公園 
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2.2.3 水辺／河川 
 
【⽔辺】：池・川・湖などの岸に近い所（広辞苑第 6 版） 
 
①主な種類 
 ⽔辺としては，主に池・河川・湖等が挙げられる。本項においては，全国の都市において
⽣活との接点が多く，近年の河川法の改正による規制緩和が進んでいることから，河川を対
象として⾒ていくこととする。 
 
②主な変遷と特徴 
 江⼾時代以前は，個⼈の娯楽として泳ぐ・川遊び・⾈遊び・釣り等に加え，農耕から派⽣
した⾏事・祭事等といった⼈々の⽣活に密着したアクティビティが⾏われていた。江⼾時代
に⼊ると⽔運の発達と共に，花⾒，納涼，縁⽇，屋形船，花⽕，等が⾏われるようになり，
川沿い・⽔上両⽅のアクティビティの種類や関わる⼈々が多様化した。⼤正時代から戦前に
かけては，野外ステージやテニスコート，野球場等，川沿いの使⽤の⽬的性が明確化してく
る。その後，戦後から⾼度経済成⻑期には復興や⼯業化を背景に，河川の排⽔路化，暗渠化
するケースが増加し，⽔質汚濁が社会問題化した 2）。 
 平成に⼊ると，⽔質改善の取組みが各地で成果をみせはじめ，親⽔性を向上する河川空間
づくりや多⾃然型川づくりの動きもみられるようになった。ふるさとの川整備事業やマイ
タウン・マイリバー事業等，特に郊外や地⽅都市において河川空間の環境整備がすすめられ
た。その背景には⽣物多様性条約や環境基本法の制定がある 2）。 
 2000 年以降は，河川法の改正に伴う規制緩和等により，河川周辺のアクティビティは加
速的に多様化した。国と⾃治体が⼀体となってより豊かな河川空間の創出を⾏う「かわまち
づくり⽀援制度」や⺠間企業が河川空間で継続的な事業を⾏うことで空間の魅⼒向上と効
率的維持管理を図るための「河川敷地占⽤許可制度」が創設された。これらの⽀援制度を活
⽤した「ミズベリングプロジェクト」が全国で⾏われている。 
 
③近年の規制緩和 
・2004 年「河川敷地占⽤許可準則の特例措置」，河川法改正 
・2011 年「河川敷地占⽤許可準則改正」（特例措置⼀般化），河川法改正 
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2.2.4 広場／駅前広場・公開空地 
 
【広場／駅前広場・公開空地】：（広場）ひろびろとひらけた場所。また，町の中で，集会・
遊歩などができるように広くあけてある場所（広辞苑第 6 版） 
 
①主な種類 
 広場については，法律上は都市施設の⼀つとして位置付けがなされている。その決定等の
具体的考え⽅は「都市計画運⽤指針」において，「交通施設」の⼀つとしての「交通広場」
の概念と，「公園緑地等の公共空地」の⼀つとしての「広場」という概念のもとに整理され
ている。しかしながら，実際には多種多様な「広場」が現実のまちには存在しており，その
特徴については「広場の利⽤・管理に関する研究会」4）にて以下のように整理されている。 
ⅰ．道路や都市公園と⽐較して，広場は都市計画決定されていないケースがかなり多い。 
ⅱ．有する機能が極めて幅広いため，都市計画上の位置づけ・区分も多岐に渡っている。 
  例えば，都市計画協会発⾏の「都市計画年報」においては， 
  ・「道路」の区分の中に道路と並んで「駅前広場」があり， 
  ・「その他の交通施設」の中に港湾や通路と並んで「交通広場」があり， 
  ・「道路」などと同じレベルの区分として「広場」があり， 
  ・「その他の公共空地」の中に明⽰的区分としては存在しないが，実際の施設名として 
   「〇〇広場」と名付けられているものがある。 
  ・⼜，都市公園の中に施設⼜は利⽤形態区分の⼀種として，その⼀部空間を△△広場と 
   名付けているものもある。 
ⅲ．整備⼿法についてみると，公共施設は⼀般的に公的な主体によるものが多いが，広場の 
場合は，再開発事業や⺠間建築活動等の中で確保されるケースがかなり多い。 
ⅳ．⼀般的に公共施設の⼟地のいわゆる権限は公有が圧倒的であるが，広場については⺠有 
のもののウェートが⾼い。 
ⅴ．管理については，道路や都市公園のような公物管理法が存在せず，公有財産管理の延⻑  
線として条例による管理が⾏われているケースを除けば，公的管理が関与している局 
⾯は少ない。⼜，広場として整備されても，現実の管理は都市公園や道路として⾏われ 
ている例もある。 
ⅵ．ⅴに関連して，近年広場の利⽤・管理の重要性が認識されるようになった故と思われる 
が，⺠間のみ⼜は⺠間と公的主体が締結する協定などによる⾃主的な利⽤コントロー 
ル⼿法が増加している。 
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 ここまで⾒たように，広場の定義は幅広くここで全てを扱うことは難しい。広場の区分に
⼊り得る道路・都市公園・⽔辺について本項では既に整理を⾏ってきた点，本項の⽬的は各
種パブリックスペースのマネジメント対象となっている空間の特徴を整理することである
点から，ここからは多種多様な広場のうち最も都市計画施設として分類されている広場の
件数が多い 5）「駅前広場」と，都⼼部を中⼼に総合設計制度により⽣み出され，マネジメン
トの取組みが活発化している「公開空地」について主に扱うこととする。 
 
②主な変遷と特徴 
・駅前広場 
明治初期に鉄道が誕⽣した頃は，登場したばかりの駅や駅舎は都市の中で珍しい存在で
あり，駅前広場は近代⽇本の国策として象徴的な空間としてつくられ（図 2-3），⾃由⺠権
運動等による演説や戦争の際には出征式やパレードが⾏われる等，政治的・軍事的な利⽤が
されていた。昭和に⼊ると交通需要が増⼤し，駅前広場は交通処理機能が重視されるように
なる。また，多くの利⽤者に対して，キオスクや⾏商による利⽤等様々な使われ⽅をする素
地が出来上がり，戦後は闇市が広がる場となった。 
⾼度経済成⻑期にかけて交通需要は更に拡⼤し，駅前広場ではいかに交通を安全に処理
するかが⼤きなテーマとなった。同時に，安保闘争時には，駅前広場はデモや集会の舞台に
なり，ベトナム戦争反対運動等が若者を中⼼に広がったことで，路上ライブ等のパフォーマ
ンスが出現した。1970 年代に⼊ると，歩⾞分離がテーマとなりペデストリアンデッキが全
国に広まった。その結果，駅前に歩⾏者のみの空間が⽣まれ，イベント広場が整備され，イ
ベントやマーケットが駅前で多く開かれるようになった。 
1990 年代に⼊ると，駅の活性化対策により多くの変化が⽣まれた。⼤都市では巨⼤な駅
ビル化が進むと共に，地⽅では地域性やコミュニティを重視したものとして，駅前でのイベ
ントが多く開かれることとなった 2）。その後現在に⾄るまで，駅前広場の利活⽤を都市再⽣
の起爆剤とするような取り組みが多く⾏われている。 
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図 2-3 ⼤正時代の上野駅前広場（駅前広場に待合店） 
（出典：ウィキペディア https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%8A%E9%87%8E%E9%A7%85） 
 
・公開空地 
 公開空地とは， 1970 年に創設された総合設計制度によって⽣まれたものである。公開空
地の条件とされるのは，⼀般に開放され，歩⾏者が⾃由に通⾏したり利⽤したりできるよう
にすることや，道路側の遮断を⾏わずに周辺環境の向上に努めることである。 
 制度創設直後からは，主に新宿副都⼼の都市開発に伴う超⾼層ビルが建設されたことに
伴い，空間としての憩いを演出するサンクンガーデンや雑⽊林⾵の植栽，飲⾷可能なテーブ
ル・ベンチ等を持つ公開空地が⽣み出された。 
 東京都都市整備局 6）によると 2018 年までに総合設計制度で創出された公開空地は東京
都内だけでも累積 744 件ある。これまでは維持管理や利活⽤が課題として挙げられており，
利⽤実態や占⽤⾏為 7）に関する研究が進められてきた。公開空地等のみどりづくり指針 8）
による景観や⽣物多様性への配慮，東京都しゃれたまちなみ推進条例等による活⽤の取組
みは始まっているが，制度創設から 40 年以上が経過し，近年はその⽼朽化や利⽤者事故の
発⽣等も課題となっている。 
  
③近年の規制緩和 
・2003 年「東京のしゃれた街並みづくり推進条例」，東京都条例制定 
・2017 年「低未利⽤地⼟地利⽤促進協定」，都市再⽣特別措置法 
・2018 年「⽴地誘導促進施設協定」（コモンズ協定），都市再⽣特別措置法  
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2.2.5 公共施設の屋外空間 
 
ここまで，各種パブリックスペースである道路・公園・⽔辺・広場（駅前広場・公開空地）
の特徴と変遷について整理してきた。これらに対し，本研究で扱う公共施設の屋外空間はど
のようなものか，改めて整理していく。 
 
【公共施設の屋外空間】：地上にある，或いは地上から建物内部を通らず直接アクセスでき
る地下や 2 階以上の屋外空間（サンクンガーデン・テラス等）（1.1.2 における定義に基づ
く） 
 
①主な種類 
 公共施設の屋外空間については，施設の建築との関係性により，屋根のない屋外空間（地
上），ピロティ等の屋根付きの屋外空間（地上），テラス・バルコニー等（地下・地上・2 階
以上），屋上，等がある。ここでは，1.1.2 における定義に基づき，主に地上或いは地上から
建物に⼊らずにアクセスできるパブリックスペースについて扱う。 
 
②主な変遷と特徴 
都市の公共部分から失われていった広場的な空間を建築敷地の中で回復しようという考
えは，戦後建築界での主要テーマであった。つまり，本研究で整理してきた道路・公園・河
川・駅前広場が使⽤され変化してきた流れの中で，それぞれに関する公物管理法が定められ，
また急激な都市化の中でパブリックスペースの需要が⾼まり，公的な敷地である公共施設
の屋外空間にその機能が求められたといえる。 
ただし，公共施設の屋外空間ではもともと農⼭村の⼩中学校に⾒られたように，学校教育
だけでなく地域住⺠の活動・お祭り・運動会等が⾏われてきた。このように，まさに地域の
パブリックスペースとして機能していた要因としては，地域住⺠の⼦弟のみが通う⼩学校
でありその施設は地域住⺠の税⾦でまかなわれたものであるため，施設に対する共有意識
が強かったこと，誰もが利⽤しやすい⽴地であったこと，住⺠のパブリックスペースとして
機能し得る空間が⼩学校の敷地以外にはない地域も多かったこと，が挙げられている 9）。 
建築家が本格的に敷地内の屋外空間と取り組んだ最初の例では丹下健三の広島ピースセ
ンター10）があり，これがその後の敷地内広場と⽐べて成功した理由として，建築敷地内に
限定されることなく，道路・公園の⼟地を⼀体的に計画できた点，平和運動を通じての国際
的コミュニケーションの場として利⽤された点等が挙げられている（図 2-4）。このほか，
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ピロティがここで最初に出現し，後の“市⺠広場”に⼤きい影響を与えた 11）と⾔われている。 
その後，戦後の地⽅⾃治の理念に⽀えられ，全国で建設された多くの⾃治体の庁舎や⽂化
会館等の敷地には，しばしば“市⺠広場”と称される屋外空間が設けられるようになった。し
かし，公共施設の敷地内に設けられた市⺠広場は，市⺠の活動の場にはならなかった。欧⽶
における市⺠広場が⻑い歴史の中でつくられ，公共施設だけでなく様々な⽤途の建物に囲
まれ実⽣活の中⼼として築き上げられたものであったのに対し，⽇本では庁舎をはじめと
する公共施設が市⺠の⽣活と殆ど関係のないものであった。 
⾼度経済成⻑期に⼊ると，全国で⼀⻫に公共施設の建設が増加したが，1980 年代後半か
らは公共施設の建設⾃体が⽬的化した所謂ハコモノ⾏政が社会問題として認識され始めた。
施設を何に利⽤するか，或いはどのように活⽤するか，について⼗分に検討されないまま事
業が進められた。現在，公共施設が⼀⻫に⼤規模改修・更新時期を迎えている中，イベント
利⽤・にぎわい創出等を掲げた“広場”が主に庁舎等の公共施設敷地内に再整備される事例が
増えてきている。また，建替え等で新たに建設される公共施設にも，名付けられた広場が設
けられる事例も多く，⽇本における建築ジャーナリズムの代表である新建築誌に 2000 年〜
2017 年までに掲載されただけでも 106 件にのぼる 12）。 
 
図 2-4 広島ピースセンターと広場の全景 
（出典：丹下都市建築設計ホームページ https://www.tangeweb.com/works/works_no-4/） 
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③近年の規制緩和 
・2006 年「⾏政財産の貸付範囲の拡⼤」，改正地⽅⾃治法 
 
公共施設及びその屋外空間の使⽤・利活⽤に関わる法律は地⽅⾃治法である。他のパブリ
ックスペースとは異なり，公共施設及びその屋外空間の使⽤・利活⽤を規制する法律はこの
地⽅⾃治法のみであるといってよく，地⽅⾃治法の内容に基づき各⾃治体で条例・規定等を
設けている。ここでは，地⽅⾃治法における公共施設の位置づけと，その使⽤・利活⽤に関
わる内容について整理していく。 
 
まず，地⽅⾃治法では，公共施設を⾃治体の財産として捉え，その財産の範囲と管理につ
いて定められている。⾃治体の所有する財産には，公有財産・物品・債権及び基⾦，がある。
このうち，「公有財産」とは⼟地・建物等を指し，その使⽤⽬的によって「⾏政財産」と「普
通財産」に分類される。⾏政財産とは，⾃治体が⾏政⽬的で⽤いる財産のことであり，庁舎・
⽀所等の⾃治体が直接使⽤する「公⽤財産」と，学校・公⺠館・道路・公園等の住⺠が⼀般
的に利⽤する「公共⽤財産」の 2 つに区分される。原則として，これら「⾏政財産」は貸
付・売却・譲与・出資⽬的の信託・私権の設定等は禁⽌されている。⼀⽅，「普通財産」に
ついては⾏政財産以外の公有財産のことであり，⾏政財産とは異なり特定の⽤途⼜は⽬的
を持たないため，貸付・交換・売却・譲与や私権を設定することができる。また，⼀般に，
公共施設とは⾏政財産のことを指すが，⼀部の普通財産についてもその⽤途等から公共施
設に含めている場合がある。 
公共施設の使⽤⽅法の⼀つとしては，⽬的外使⽤の許可制度がある（地⽅⾃治法第 238
条の 4）。つまり,「⾏政財産は，その⽤途の⽬的を妨げない限度においてその使⽤を許可
することができる」のである。⽬的外使⽤の許可制度が整備された 1956 年の地⽅⾃治法
改正の議論の中では，当時の政府は⽬的外使⽤の範囲を次のように例⽰した。1 つ⽬は，
庁舎・病院・学校・公会堂・体育館・公園等の⾏政財産に，⾷堂・売店・理髪その他の厚
⽣施設を設ける場合であった。2 つ⽬は，学校の講堂もしくは運動場，試験研究所等を講
演会，研究会のため臨時に試⽤させる場合である。3 つ⽬は，応急施設として⾏政財産を
⼀時的に使⽤させる場合である。これらの 3 つの例⽰は現代においても個々の⾃治体が⾃
ら規定する財務規定や公有財産管理規定等で，ほぼ同範囲を⾃ら規定し，引き継がれてい
る 13）。 
⼀⽅，もう⼀つの使⽤⽅法は貸付制度である。2006 年の改正においては，従来，国及び
地⽅公共団体並びに⼀部の公的団体に限られていた⾏政財産の貸付けの相⼿を拡⼤してい
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る。これは，⾏財政改⾰や市町村合併等により，余剰となった⾏政財産の有効活⽤を進め
やすくするためのものであり，PFI 法の制定や地⽅からの要望に対応するためのものであ
る。また，この改正により，特に⺠間の第 3 者に⾏政財産を使⽤させ，その財産の効⽤を
⾼め，⼜は効率的利⽤に資するための唯⼀の⼿段であった⽬的外使⽤許可制度との使い分
けが容易となり，なおかつ，使⽤する側の権利も保護することによる⼀層の有効活⽤が望
めるものとなった 14）。 
 これら 2 つの制度上の選択肢の選択基準は，主に 2 つあると⾔われている。まず，⼀つ
⽬の基準は，⽤途である。上述の「公⽤」「公共⽤」による使い分けを鑑みると，⾏政財産
本来の使⽤⽅法である限定的な「公⽤」の場合には⾏政財産本来の⽤途を維持するべきとい
える。それに対し，より広く使⽤される「公共⽤」の場合には⽬的外使⽤の許可制度となり，
そして，余剰空間をもとに⺠間的な使⽤が年頭にある場合には貸付制度と，⽤途の⽬的で選
択が異なることが考えられる 15)。 
 もう⼀つの基準は，時間である。これは，⻑期と短期という区分である。⾏政財産は，恒
久的な使⽤を前提とする。しかし，「公⽤」以外の使⽤では，その使⽤が⼀時期である場合
には⽬的外使⽤許可をとる。恒久的ではないものの，⻑期的・安定的に使⽤する場合は貸付
制度が考えられる 16）。 
 例えば，⾏政財産の⽬的外使⽤許可及び貸付の状況について公共されている⾃治体の資
料 17）によると，⽤途別の⽬的外使⽤許可状況は，件数が多い順に電柱・電話柱，倉庫・物
置，携帯電話無線基地局や ATM 等の機器，事務所，⾃動販売機，看板・標識，⾷堂・売店，
駐⾞場，イベント等会場，観覧・展⽰場，等となっている。また，許可期間別でみると，1
年を超え 3 年以内のものが最も多くその主なものは電柱・電話柱である。次いで，⼀般的な
許可の範囲内である半年を越え 1 年以内の使⽤期間のものが多く，その主なものは倉庫・
物置，⾃動販売機である。許可期間が最も短いものは，1 カ⽉以内の区分であり，ここには
イベント等会場，観覧・展⽰会場等が含まれるものと推察できる。このような⽬的外使⽤許
可の範囲となる⽤途や期間については，⾃治体毎の規定により定められており，多様である
のが現状となっている。 
 ＦＭの要諦は，⾏政財産をいかに有効活⽤するかにある 18）という指摘があるが，まだ取
組み事例の蓄積は薄い。 
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ここまでの内容に基づき，道路（ストリート），公園，⽔辺／河川，広場／駅前広場・公
開空地，と本研究で扱う公共施設の屋外空間の類似点及び相違点について整理する。 
 まず，パブリックスペースとしての特徴に関しては，道路（ストリート）や⽔辺／河川に
ついては交通や物流の結節点としての役割や，聖域としての位置づけがあったことから，制
度に依らずに都市の中で古くから存在してきたパブリックスペースであり，それらと⼀体
の場として成熟していったのが広場であるといえる。⼀⽅，公園は制度が設けられて初めて
その空間の概念ができ，都市の中のパブリックスペースとして認識されるようになったと
いえる。公共施設の屋外空間に関しては，都市から失われていった広場的な空間を建築敷地
の中で回復しようという考えが戦後建築界でのテーマとなり，本研究で整理してきた道路・
公園・河川・駅前広場が使⽤され変化してきた流れの中で，それぞれに関する公物管理法が
定められ，また急激な都市化の中でパブリックスペースの需要が⾼まり，公的な敷地である
公共施設の屋外空間にその機能が求められたといえる。 
 近年ではそれぞれの管理法の規制緩和が⾏われ，都市再⽣や活性化のツールの⼀つとし
て着⽬されており，パブリックスペースの活⽤の機運が⾼まっている。⼀⽅で，公共施設の
屋外空間に関してはその使⽤・利活⽤に関する規制や基準の設定は殆どが⾃治体に委ねら
れているものの，まだ本格的な活⽤の取組みは⾒られないのが現状である。 
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2.3 パブリックスペースに関する各種マネジメント手法の概要と位置づけ 
 
2.2 では，⽇本における各種パブリックスペースの変遷及び特徴等について整理した。 
本項では既往研究 19)20)21)22）や⽂献 23)24)25)を⽤いて各種パブリックスペースに関するマネ
ジメント⼿法の特徴を整理していく。 
近年，パブリックスペースに関するマネジメント⼿法は多様化している。それらマネジメ
ントの種別について既往の研究や⽂献をもとに，ストリートマネジメント，パークマネジメ
ント，⽔辺マネジメント，広場マネジメント，エリアマネジメント，の 5 つに整理すると共
に，本研究で提⽰する PSFM のベースとなる FM との⽐較を⾏った。これらは主にマネジ
メント対象とする空間の特性やスケールにより特徴づけられているが，事例によっては相
互補完的な場合や，マネジメントを継続する過程で対象とする空間のスケールが拡⼤して
いく場合もある。 
 まず，各マネジメント⼿法の概要について表 2-1，表 2-2 に整理する。 
5 つの⼿法のうち，ストリート・パーク・⽔辺・広場マネジメントについては，近年のパ
ブリックスペース活⽤に対するニーズの⾼まりと，それに伴う各種法制度の規制緩和によ
り，社会実験の多発，⺠間の多様な主体によるマネジメント，補助⾦を当てにしない財源の
多様化，等の共通する特徴が⾒て取れる。また，ストリートや⺠地の広場に⽐べて活⽤への
取組みが遅れていた公園については，2017 年の都市公園法改正により従来的な公園管理か
ら資産運⽤へと観点が変化し，公募設置管理制度（Park-PFI）が創設される等，⺠間と⾃治
体の連携が推進されている。 
 対象とする空間スケールが最も⼤きいエリアマネジメントについては，「特定のエリアを
単位に，⺠間が主体となって，まちづくりや地域経営（マネジメント）を積極的に⾏おうと
いう取組み」26）と定義されており，これまでの⽇本のパブリックスペースが⾃治体等によ
り管理されてきたことに対し，⺠間が主体的にマネジメントを⾏うという点において⼤き
く異なるものである。なお，ストリート・⽔辺・広場マネジメントはエリアマネジメントの
⼀部もしくはエリアマネジメントの拠点となる場のマネジメントとなっている事例 27)28)も
多い。また，パークマネジメントの事例としては先述の Park-PFI 制度を初めて活⽤した事
例となった久屋⼤通公園においてエリアマネジメントの考え⽅が盛り込まれている。それ
に対し，FM については周辺地域との連携・拡⼤が求められているが，明確にエリアマネジ
メントとの連携が位置付けられ，実施されている事例は⾒られない。 
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表 2-1 各種パブリックスペースのマネジメント⼿法の概要 
 
表 2-2 各種パブリックスペースのマネジメント⼿法の関連主体及び財源 
 
  
エリアマネジメント
Area Based Management ⼀定のエリア
まちづくりビジョン・ルール設定，情報発信，
防災・防犯，環境維持，⺠間施設の公的活⽤，
イベント・アクティビティ，公共施設・公共空
間の整備・管理（指定管理等）
ハード整備中⼼の都市再⽣や補助⾦依
存の中⼼市街地活性化から、各種法制
度緩和及び社会実験等による公共空間
活⽤へ
PR不⾜，⼈材不⾜，財源不⾜
ストリートマネジメント
Street Management
道路空間・⺠地・
景観（低層部）
交通マネジメント，街路整備デザインマネジメ
ント，沿道空間修景マネジメント，使い⽅・管
理運営マネジメント
メインストリートの歩⾏者空間化から
地域における「広場的活⽤」へ，法制
度緩和による社会実験・活⽤の空間へ
⺠間組織・道路管理者及び交通管理者への負
担，利活⽤⽅法の多様化限界
パークマネジメント
Park Management 公園・緑地
⽣態系・環境保全，防災，イベント・アクティ
ビティ，公共空間の整備・管理（指定管理等）
指定管理者⼀辺倒から法制度改正によ
り⺠間との連携加速，「柔軟に使いこ
なす」，Park-PFI
施設の⽼朽化・魅⼒の低下，従来的な画⼀的管
理，税収減による維持管理・運営費の削減
⽔辺マネジメント
Waterfront Management 河川敷・河川
流域保全，⽣態系・環境維持改善，防災，イベ
ント・アクティビティ，
法改正・規制緩和による活⽤へ，「ミ
ズベリング」，エリアマネジメントへ
の発展
⾃治体・⺠間・住⺠へのPR不⾜，⾃治体の縦割
りによるまちづくり計画への反映の遅れ
広場マネジメント
Openspace Management 広場
イベント・アクティビティ，⺠間施設の公的活
⽤，修景，都市環境改善
使われない公開空地からエリアマネジ
メントの拠点となる広場へ，地域貢
献・企業PR・集客の場へ
ファシリティマネジメント
Facility Management
建築・設備，
敷地内屋外空間
公共施設・公共空間の整備・管理，イベント・
アクティビティ
⾃治体全体の施設の現状把握から，ま
ちの将来を⾒据えた施設の再編計画
へ，まちづくりとの連携の必要性
施設の⽼朽化・魅⼒の低下，従来的な画⼀的管
理，税収減による維持管理・運営費の削減，進
まない再編計画と計画実⾏の困難さ
主な内容対象マネジメント種別 現状の課題近年の変化の特徴
マネジメント組織 関連組織
補助的組織
（助成・後援，委託，
ボランティア等）
税⾦・補助
⾦・助成⾦ 委託費
会費・
出捐⾦ 事業収⼊
エリアマネジメント
Area Based Management
⺠間企業，NPO/社団/財
団法⼈，TMO等まちづく
り会社，任意団体，他
地権者，⾃治体，町内
会，商⼯会等 ⾃治体 □ □ □ □
ストリートマネジメント
Street Management
⺠間企業，NPO/社団/財
団法⼈，TMO等まちづく
り会社，任意団体，他
地権者，⾃治体，町内
会，商⼯会等 ⾃治体，⺠間企業 □ □ □ □
パークマネジメント
Park Management ⾃治体
⺠間企業，NPO/社団/財
団法⼈，TMO等まちづく
り会社
任意団体 □ □ □
⽔辺マネジメント
Waterfront Management
⺠間企業，NPO/社団/財
団法⼈，TMO等まちづく
り会社，任意団体，他
⾃治体，⺠間企業，NPO/
社団/財団法⼈，TMO等
まちづくり会社等
任意団体 □ □ □
広場マネジメント
Openspace Management
⺠間企業，NPO/社団/財
団法⼈，TMO等まちづく
り会社，任意団体，他
⺠間企業，NPO/社団/財
団法⼈，TMO等まちづく
り会社，任意団体，他
⾃治体 □ □ □ □
ファシリティマネジメント
Facility Management ⾃治体
⺠間企業，NPO/社団/財
団法⼈ □
マネジメント種別
マネジメント組織の財源マネジメント関連主体
64 
 
2.3.1 ストリートマネジメント 
 
ストリートマネジメントにおいて，空間の観点からは，主にメインストリートと⾔われる
ような通りがある中⼼市街地や商店街が形成されている地域で取組みが⾏われている点が
特徴である。⾞両交通の影響⼤きい「道路」とは別に，歩⾏者⽤の空間と沿道を合わせた街
路・ストリートの概念が重要視されており，沿道及び歩⾏者空間を⼀体的にマネジメントし
たストリート空間づくりに関する研究 29）や，街並みの歴史的景観の保全・再⽣に取り組む
事例や研究 22）が近年は⾒られるようになっている。 
また，アクティビティの観点からは，⼈やモノが⾏き交う交通・交流機能を持つからこそ，
道路／街路では⽂化や交流が⽣まれ，ユーザーがそれらを体験するメディアとしての役割
を果たしてきた。そのため，他のパブリックスペースよりも情報の発信⼒があり，政治的使
⽤がみられること 2），交通の⽤途があることから安全性に重点が置かれており，規制緩和が
進んではいるものの，マネジメントによるあらゆるアクティビティのためには許可を取る
ことが必要であることが道路の特徴であるといえる。 
更に，地域運営の観点からは，商店街を形成する商店会等多様な地元組織が連携してマネ
ジメントに関わる事例も多く，マネジメント対象となる空間の拡がりがあることからも，ス
トリートマネジメントが地域活動のプラットフォームになる傾向があるといえる。沿道や
商店会等といった関係主体がある程度明確であることから，地域の運営組織でもある商店
会組織がマネジメントを担うことが多く，意思決定等の流れが円滑になり，多くの地権者の
参加につながる等，パブリックスペースのマネジメントが地域運営に直結しているといえ
る。具体的には，アーケード撤去や⼟地区画整理事業時の建物除却など，官⺠（道路・沿道）
同⼠で合意の必要な「接点」が沿道整備参画の契機となっており，この接点が「みち空間」
を⼀体的に検討するための仕組みに活⽤されているという。また，沿道を含めて⼀体的に事
業を進めるには(1)官⺠各主体のイメージ共有，(2)各主体のモチベーション向上，(3) 実施
に向けての技術的な知識の獲得と⽀援等が必要となり，これらを解決するために，官⺠とも
に頻度⾼く丁寧に実施した勉強会は，参加者の満⾜度及びイメージ共有効果も⾼く，有効で
あったとしている 22）。 
最後に，継続性の観点からは，近年は社会実験等の取組みの⼀環として，期間限定でオー
プンカフェスペースや休憩スペース等を設置し，簡易な設えでありながら空間の魅⼒度を
増す取組みが多く⾏われている。例えば，パークレットを「道路のリデザイン」として位置
付け，⾞道（停⾞帯）などにウッドデッキを敷き，憩いや賑わいの場を創出する物で，歩⾏
者のための空間に変化する段階的な整備として実施している事例がある 30)。常設的な空間
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を⽬指しながらも，道路という空間の特性上，仮設的・⼀時的な取組みが現在は主となって
いる。 
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2.3.2 パークマネジメント 
 
パークマネジメントに関して，空間の観点からは，特に都市部においては貴重な緑の空間
であることが重要である。その空間と緑の資源を活かした設えとしてのコミュニティガー
デンや⾃然観察，掻い掘り，⼿⼯芸等のアクティビティに結び付け，多様な⼈々を公園に引
き寄せることが可能となった点がパークマネジメントの特徴であるといえる。また，⼈⼯芝
を敷く，本棚と本を⾃由に読めるスペースを設ける，卓球台を置く，ハンモックやイス・テ
ーブル等のファニチャーを配置する等といった簡易な⽅法で従来的な公園の空間のイメー
ジを変える取組み 31)や，屋内で⾏われてきた活動を公園で⾏えるように設える取組みが⾒
られる。 
地域運営の観点からは，パークマネジメントによって地域住⺠との協働が積極的に進め
られており，公園ボランティアや公園友の会等に⾒られるように地域で活動する⼩規模な
団体や個⼈等が活動できる場としてプラットフォーム的な役割を果たしている点が特徴で
あるといえる。パークマネジメントは指定管理者制度の導⼊により始まることが多いが，導
⼊後は指定管理者が⾃主事業により収⼊を得るだけでなく地域との関係構築と協働により
マネジメントを進めていく事例も多いことから，地元主導の地域運営の⼀部として機能し
得るものであるといえる。また，パークマネジメントにおいては防災公園としての役割を反
映した防災拠点としての事例があり，公園で⾏う事業で地域の多世代交流の機会を設けた
り，地域の⾃治会の⾃主防災事業と関連付けたりすることで緊急時の避難活動に役⽴てる
取組みや，公園周辺の⾃治会との連絡協議会を設置する取組みがある 32)。 
継続性の観点からは，特に東京都等で⾒られる取組みであるが，複数の企業・NPO 等の
団体がパートナーシップを組み，公園のハード⾯の維持管理・⾃然環境保全・環境解析・ス
ポーツ・イベント・広報等の様々なマネジメントを効果的に⾏う事例 33)や，広域で緑を捉
え複数の公園を⼀元的にマネジメントする事例 34)が特徴的であるといえる。 
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2.3.3 水辺マネジメント 
 
 ⽔辺マネジメントに関して，空間の観点からは，川沿いと⽔上という性質の異なる空間が
⽔辺を構成していることが⼤きな特徴である。⽔質汚濁の社会問題化を経て，現在は親⽔性
や多⾃然といった考え⽅に基づく⽔辺空間が実現され始めており，既存の堤防ではなくグ
リーンインフラストラクチャの概念も着⽬されている。また，特に川沿いの空間である河川
敷については，⼤阪の北浜テラスでのオープンテラスの取組み等の成果を踏まえて規制緩
和 35)が⾏われたこともあり，⺠間事業者が空間を占⽤して地域の魅⼒向上に活⽤できる空
間となった。また，近年は全国各地で市街地を中⼼に，川沿いと⽔辺を⼀体的にマネジメン
トする社会実験等の取組みが⾏われている 36)37)。 
また，アクティビティの観点からは，江⼾時代以前から⾏われてきた⽔遊び・釣り等とい
った個⼈の楽しみ・レジャーのアクティビティが現在も継続してみられることに加え，空間
の観点の特徴でもある川沿いと⽔上の両⽅を関連付けたアクティビティ 38)が⾒られるよう
になり，多様な主体及び事業により⼀体的かつ戦略的に活⽤されるようになっていること
が特徴として挙げられる。 
地域運営の観点からは，2011 年の河川敷占⽤許可準則の改正に⾒られるように，地域の
合意形成と⾃治体のバックアップが必要であるという点が特徴である。北浜テラスの構想
はもともと市⺠創発で始まり，NPO や地元の不動産オーナー等とのコミュニケーションを
図って連携していたことと，その動きを⽔都⼤阪という⼤きな政策のもと⾏政が応援する
体制を敷いたことで実現にこぎつけたという 39)。 
継続性の観点からは，⽔辺マネジメントの取組みは，利活⽤と環境改善を合わせて⾏う点
に特徴がある。従来は川に向けて背を向けていた建築が河川敷にテラスを出す 40)，川沿い
の空地を活⽤して社会実験の拠点とする 36)，等といった取組みも⽔質改善等の活動と連携
しており，その結果として「かわまちづくり計画」等の上位の施策が実現していくといえる。 
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2.3.4 広場（公開空地）マネジメント 
 
 空間の観点からは，歩道状公開空地と広場状公開空地があるが，現在の総合設計制度の⾯
積緩和要件を東京都総合設計許可要綱にみると，緩和の有効係数で最も⾼いのが都⼼部の
歩道状空地とされている。つまり，都⼼部では歩道状空地を設けることが容積緩和で有効に
機能することになるが，地域に必要とされる空地の状況は開発地の条件によるものが⼤き
いものの，何がその地域に求められるのか，きめ細やかな⽅法を設定することは難しく，⼀
律となっている 41)ことが指摘されている。また，公開空地では空間の維持管理の質が課題
となっている⼀⽅，東京都では「公開空地等のみどりづくり指針」が策定され，緑のネット
ワーク，景観，緑陰による快適性等について記載され，公開空地の空間価値向上だけでなく
都市環境の改善も期待されている。 
 アクティビティの観点からは，個⼈の⽇常的な通⾏や休憩等とは別に，都市の賑わいの創
出という観点から，公開空地におけるイベントやカフェ等，特定の⽬的を持った占⽤⾏為が
どの程度許可されるか，という⾃治体毎の考え⽅によるところが⼤きい。⼀部の⾃治体では
占⽤⾏為は基本的に認められておらず，それに対し東京都や⼤阪市，横浜市，等⼤都市を中
⼼に占⽤実績が多いことを明らかにしている研究がある 7)。また，⼀⽅で使われない公開空
地も問題になっており，総合設計制度の容積率緩和の在り⽅には，海らされる公開空地の持
つ質や価値が関係していないことから，⾏政と事業者との協議段階で，公開空地の利⽤を想
定した協議・誘導がなされることの必要性について指摘されている 41)。また，東京都にお
いては「東京都しゃれたまちなみ推進条」が設けられ，活⽤に対する⼀層の取組みが期待さ
れている。 
 地域運営の観点からは，公開空地は⾃治体が直接的に関与しにくい⺠有のパブリックス
ペースであることから，官⺠協働のマネジメントの事例は少ない 7)。そのような中にあって，
横浜市では 2013 年からエリアマネジメント組織が横浜市と連携して取り組む場合において
のみ，公開空地での商⽤利⽤を含む占⽤が認められるようになった。この占⽤⾏為に関する
運⽤基準の設定では，みなとみらい地区の賑わい創出・集客⼈⼝増加を⽬指す社会実験の⼀
環として公開空地の占⽤⾏為の規制緩和の検討を⾏い，実現したことでその後のエリアマ
ネジメントへとつながっていった事例である。このように，公開空地はその特性上都⼼に⽴
地していることから，エリアマネジメントの⼀環として⾏われることが多いことが特徴で
あるといえる。 
  
 
69 
 
2.3.5 エリアマネジメント 
 
 空間の観点からは，まず，マネジメントの対象となるエリアの規模や広がり⽅が事例によ
って⼤きく異なることが特徴であるといえる。先進的な事例の中でも，福岡天神地区におい
ては 17.1ha，東京都中央区⽇本橋においては 270ha と，⼤きな差がある。また，⼤阪御堂
筋の事例は全⻑ 4km・幅 44m・⾯積約 17.6ha の範囲で線状に拡がることに対し，先述の福
岡天神地区は天神駅を中⼼とした 17.1ha のエリアの外側に半径 500〜800m の圏内をまち
づくり連携エリアとして定めている。⼀⽅，スケールの差はあるものの，現在のところ取組
みが⾏われている対象地は⼤都市の都⼼部や地⽅都市の中⼼市街地である。既存のエリア
の再開発に伴い，エリアマネジメントの取組みが⾏われる事例も多いことから，開発の時点
から管理・運営を関連づけることの重要性があり，エリアでマネジメントを⾏うには，特⾊
ある空間配置を実現すべきであると指摘されている 24)。⼤都市都⼼部であれば，「⼀つの通
り」を魅⼒的に活⽤するためには，「つくる」段階から，その後のまちを「育てる」ことを
考え，空間配置，例えば公開空地やアトリウム，更にそれら空間と歩道との関係等を考える
必要がある。具体的な事例としては，⼤⼿町・丸の内・有楽町地区のエリアマネジメントと
活動の中，「仲通り」をガイドラインに基づき賑わい空間として整備している事例，或いは
⾼松市丸⻲町商店街におけるデザインガイドラインによる道路空間の整備等がある。 
 アクティビティの観点からは，対象とする空間の中にここまでに整理してきたストリー
ト・公園・⽔辺・広場等のパブリックスペースが含まれ，それぞれの特徴を活かした活動・
⼀体的に活⽤した活動が⾒られる。 
地域運営の観点からは，まず，これまでの⽇本のパブリックスペースが⾃治体等により管
理されてきたことに対し，エリアマネジメントでは⺠間が主体となってまちづくりや地域
経営（マネジメント）を積極的に⾏う点において，⼤きく異なるものである。⼀般的には都
市を「つくる」段階では開発事業者を⾃治体（官）が規制しコントロールするが，都市を「育
てる」段階では⺠間（エリア関係主体）と官との関係は「つくる」段階とは異なるものとし
て関係構築をすることが必要とされている。官側がパブリックスペースの管理という従来
型の対応をすると，⺠間側の考えている「エリア」内のパブリックスペースの利活⽤とは考
えの⾷い違いが⽣じやすい 24)。また，「つくる」段階においての関係主体の関係は契約的関
係が中⼼となるが，「育てる」段階での主体及び主体間の関係は多様であり，そのような多
様な主体を巻き込んでエリアを育てるには既存の地域組織では対応が難しいとされる。そ
のため，まちづくり協議会などの柔らかな組織が⾏政区画等に限定されずに存在しており，
主体間はガイドラインや憲章などと呼ぶ⾃主的な協定に近い関係を結んでいるのが⼀般的
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6)となっている。エリアマネジメントの組織は多⽤であり，その特徴は現在プラットフォー
ム型と事業体型の両義性を持ち合わせており，この住み分けが模索段階であることが指摘
されている 42)。 
 継続性の観点からは，他のマネジメント⼿法と同様にエリアマネジメントでも財源の⾯
が課題となっているといえる。⼤阪の BID 制度を例外とすれば，マネジメント主体の⾃主
財源のみに頼っている場合が多い。エリアマネジメントでは積極的に事業収益を上げるこ
とに取組み財源を確保している事例も⾒られはじめた。その中⼼はエリアマネジメント広
告事業と道路・公開空地等の活⽤事業である。エリアマネジメント広告事業はまちづくり組
織が公道上や私有地の屋外広告などを企業や個⼈に販売することにより，⾃⽴的に財源を
確保する仕組みである。また，道路・公開空地等の活⽤では，オープンカフェやイベント等
の利潤が上がる事業 24)，出店者の賃料の実施等から収益を上げる財源確保の⽅法である。  
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2.3.6 各種パブリックスペースのマネジメント手法からみたＰＳＦＭの位置づけ 
 
 ここまでに整理した内容を踏まえ，各種パブリックスペースのマネジメント⼿法と，本研
究で提⽰する PSFM の位置づけについて明確化する。両軸マトリクスを⽤いて，①空間の
観点，②アクティビティの観点，③地域性の観点，④継続性の観点，のそれぞれについて⽰
す（図 2-5〜図 2-8）。 
 
①空間の観点 
 まず，空間の観点からは，縦軸については広域を対象としたマネジメントなのか或いは敷
地単位が基本となっているか，という視点で捉えることができる。そして，横軸については，
都⼼部で⾏われるか或いは郊外や農村部で⾏われるかという視点を設定した。例えば，主に
都⼼部或いは地⽅都市の中⼼市街地で取組みが⾏われているエリアマネジメントやストリ
ートマネジメントに対し，PSFM は公共施設を対象としているので都⼼から郊外農村部ま
で広く分布すること，しかし，従来の FM が敷地内に限って⾏われていることに対し，PSFM
は地域のパブリックスペースの在り⽅や地域運営との関わりまで検討するという点で図 2-
5 のように位置づけられる。 
 
図 2-5 空間の観点による両軸マトリクス 
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②アクティビティの観点 
 次に，アクティビティの観点からは，縦軸についてはそのパブリックスペースで何か活動
をするということに対して規制が強いか弱いか，という視点で捉えることができる。横軸に
ついては，そこで⾏われる活動がイベント的なものか或いは恒常的なものかという視点で
整理できる。例えば，近年の規制緩和はあるもののやはり交通の安全が最優先されて規制の
強いストリートに対し，公共施設の屋外空間での活動を規制する法制度は殆ど無いという
ことから，図 2-6 のように位置づけられる。しかし，従来の FM では，法制度はないものの
施設管理者側の都合から，安全性や管理性が最優先され，事実上飲⾷ができない等，強い規
制が働いているため，PSFM と FM は異なった位置づけとなる。 
 
 
図 2-6 アクティビティの観点による両軸マトリクス 
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③地域運営の観点 
 更に，地域運営の観点からは，縦軸についてはそのマネジメントが⾏政主体で⾏われるの
か或いは地元等の⺠間主体で⾏われるのかという視点で捉えることができる。そして，横軸
については，その運営形態が多様な主体の参加・連携によるプラットフォーム的なのもので
あるか，マネジメントを⾏う組織が明確化されていて事業体的なのかという視点で整理で
きる。例えば，ストリートマネジメントについては商店街を形成する商店会等多様な地元組
織が連携してマネジメントに関わる事例も多く，マネジメント対象となる空間の拡がりが
あることからも，地元主導であるほどストリートマネジメントが地域活動のプラットフォ
ームになる傾向があるといえる。また，パークマネジメントについては，従来は公園ボラン
ティア等の⼩さな組織が事業体的に活動していたものの，指定管理者制度の導⼊等により
マネジメントとしての側⾯が強まるにつれ，それで個別で活動を⾏ってきた個⼈や団体間
及び⾏政との連携・協働のプラットフォームとしての機能が発揮されるようになってきて
いるといえる。それらに対し，PSFM については，ファシリティマネジメントの中に位置づ
けていることから⾏政主体の側⾯が強くなる。しかし，従来の FM では建築や設備に関す
る専⾨性が⾼く地元との連携・協働が困難であることに対し，積極的に地元との連携を指向
し，プラットフォーム的な役割を担うもであることから，図 2-7 のように位置付けている。 
 
図 2-7 地域運営の観点による両軸マトリクス 
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④継続性の観点 
 最後に，継続性の観点からは，縦軸についてはそのマネジメントの契機となるもの或いは
⽅向性が開発・拡⼤なのか，或いは再編や縮⼩なのかという視点で捉えることができる。そ
して，横軸については，マネジメントの主な財源が事業収益的なものなのか或いは税⾦や補
助⾦的なものなのかという視点で整理できる。殆どのパブリックスペースのマネジメント
においてはその財源が課題として挙げられるが，⺠間主導で⾏われるエリアマネジメント
や広場マネジメントにおいては事業収益を得る仕組みを最初から模索していることに対し，
公共施設や公園，河川等といったもともと⾏政が管理していたものに関してはマネジメン
トの主体に⺠間が⼊っても税⾦や補助⾦でその財源が賄われることが多いといえる。その
点については PSFM も同様であるが，完全に税⾦で⾏われてきた従来の FM に対し，継続
性の観点からある程度事業収益を上げることも指向するのが PSFM であると位置づけ，図
2-8 のように整理している。 
 
 
図 2-8 継続性の観点による両軸マトリクス 
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第 3 章 PSFM の目標とコンヴィヴィアル空間の評価視点の設定 
 
3.1 研究の枠組み 
3.1.1 本章の背景と目的 
  
公共施設の屋外空間はこれまで「外構」と呼ばれ，積極的に利活⽤する対象とはなってこ
なかった。公共施設は地⽅⾃治法によって⾏政財産として位置付けられており，施設の設置
当初に定められた⽬的以外に使⽤する場合，⾏政財産の⽬的外使⽤許可に関する⼿続きを
取ることが基本となっている。あるいは，施設によっては設置管理条例によって想定される
利活⽤を位置付けることで許可を可能としている事例もある。しかしながら，これらの許可
を取ることで利活⽤が可能であるということ以前に，管理者である⾃治体側の安全性への
過剰な配慮や，空間の利活⽤によって⽣じる⾳・臭いなどに対する市⺠からの苦情等への懸
念からか，公共施設の屋外空間におけるパブリックスペースとしての利活⽤の幅は限定さ
れてきており，パブリックスペースとしての機能が⼗分に発揮されているとは⾔い難い。 
 更に，近年はパブリックスペースに求められる機能が多様化しており，道路や公園では空
間の持つ機能と市⺠の潜在的な要求とのマッチングを試みるような社会実験等も⾏われ，
その結果に基づく整備や運⽤が開始される事例も増えてきている。 
そこで，公共施設の屋外空間は，パブリックスペースの中でも公園・緑地や道路等とは異
なる特有の機能も併せ持つという仮説のもと，本章では「コンヴィヴィアル」な空間の概念
において重要である，パブリックスペースとしての公共施設の屋外空間の機能を整理する。 
第 1 章で提⽰したように，本研究では「PSFM はパブリックスペースの機能を発揮する
ことを意図した組織的・継続的な取組み」とし，「パブリックスペースの機能が発揮された
状態をコンヴィヴィアルという概念で捉える」ことから，本章で整理した機能は即ち PSFM
を⾏う上での⽬標であり，コンヴィヴィアルな空間になっているかどうかの評価の視点で
あると位置付けることができる。 
よって，本章ではパブリックスペースの機能に基づき PSFM の⽬標を設定するとともに，
コンヴィヴィアルな空間を評価する視点を明確化することを⽬的とする。 
本章の構成を図 3-1 に⽰す。 
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図 3-1 本章の構成 
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3.1.2 研究の方法と対象 
 
本章では⽂献調査を⾏い，第 1 章で提⽰した PSFM の分析のフレームを⽤いて以下の整
理を⾏う。 
まず，都市公園や道路等も含むパブリックスペース総体としての機能を整理する。次に，
パブリックスペースの中でも建築の屋外空間の機能について整理することで，他のパブリ
ックスペースとの違いや共通点を明確化し，将来の公共施設の屋外空間が地域のパブリッ
クスペースとして発揮していくべき機能を提⽰する。ここまでの内容については，PSFM の
分析のフレームのうち，①空間の観点，③地域運営の観点，④継続性の観点に関連づけて整
理する。 
更に，公共施設の屋外空間におけるアクティビティに関する機能を整理し，この内容につ
いては，PSFM の分析のフレームのうち②アクティビティの観点に関連づけて整理する。 
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3.2 パブリックスペースの機能の整理 
 
 パブリックスペースの多機能性については，進⼠ 1)や藤⽥ 2)によって整理がなされてきた。
これらは主に緑地としての機能に着⽬したものであったが，近年の活⽤の流れを受けて，そ
の空間概念が緑地からオープンスペースやパブリックスペースといった⾔葉に置き換えら
れるとともに，より多様な機能・効果が認められるようになってきている 3)-7)（表 3−1）。  
これらの整理によりパブリックスペースの機能としては主に，【環境維持・改善】【歴史⽂
化伝承】【景観向上】【⽣理・⼼理】【経済性向上】【防災・減災】【環境教育】【レクリエーシ
ョン空間提供】【コミュニティ形成】の 9 つがあるといえる。 
 
 
 
表 3-1 緑地・パブリックスペースの機能  
 
  
⾼原
（1974）
進⼠
(1975)
藤⽥
（2006）
⽇本公園
緑地協会
（2012）
Konijnen
dijk他
(2013)
武⽥
（2015）
堀江
（2016）
国交省
（2016）
市街地形態規制、交通の安全と快適性 ● ● ● ●
気象調節、防⾵防塵、⼤気浄化、騒⾳振動防⽌ ● ● ● ● ● ● ●
地球環境問題への対応、⼆酸化炭素固定 ● ● ● ● ● ●
⽣物の⽣息空間、⽣物多様性維持 ● ● ● ● ● ● ●
⽔循環の維持 ● ● ●
歴史⽂化伝承 歴史⽂化資産の保全活⽤、⽂化財保護 ● ● ●
景観形成、修景 ● ● ● ● ●
地域性の創出 ● ●
季節感の演出 ● ●
⼼理・⽣理 癒し、安らぎ、精神安定 ● ● ● ● ●
経済的効果、周辺地域の価値上昇 ● ● ● ●
観光振興 ● ●
防災 ● ● ● ● ● ●
減災 ● ●
環境教育 環境教育、学術教化 ● ● ● ●
医療費等の軽減 ●
動的レクリエーション（健康づくりの場、スポーツ） ● ● ● ● ● ● ● ●
静的レクリエーション（休養・休息・教養・⽂化） ● ● ●
⽂化・教養 ● ●
コミュニティ形成 地域コミュニティの形成 ● ● ● ●
レクリエーション/にぎわい
著者（年）
環境維持・改善
景観向上
経済
防災・減災
具体的な内容本研究で⽤いる機能名
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3.3 公共施設における屋外空間の機能の整理 
3.3.1 建築の屋外空間の特徴 
 
建築敷地内に⾮建蔽空間を確保することは古くから求められ，建蔽率規制，再開発事業に
おける空地率の要請，総合設計制度・特定街区・⾼度利⽤地区などの空地確保に応じた容積
率の緩和等が⾏われてきた。⼈びとの活動を豊かにするために求められるパブリックスペ
ースの機能を明らかにする必要があるという視点に⽴ち，建築の屋外空間の機能について
整理を⾏う。 
都市の屋外空間については芦原 8)やヤン・ゲール 9)によって，その空間の在り⽅が都市及
び都市の⽣活者に対して与える効果・影響について⼀連の⽂献で述べられてきた。また，⽥
村 10)は建築の屋外空間を広さ及び機能により，設計上やむなく⽣じた「残部空間」，建築を
敷地境界線だけでとらえず他の都市的空間との接合を図った「機能的・景観的付属空間」，
都市空間の⼀部として建築の外部空間が位置付けられた「開放的広場空間」に分けて提⽰し
ている。建築の設計に関する図書としては「建築の外部空間」11)が刊⾏され，公共施設をは
じめとした建築の屋外空間の機能及び設計時における留意点についてまとめられている。
近年では，都市の景観や快適性，環境配慮に対する社会的要求の⾼まりにより，公共施設で
も屋外空間に対する緑化が求められるようになり，⾃治体毎のガイドライン整備が進めら
れているが，⼤阪市では緑化にとどまらず屋外空間全般の在り⽅，まちに対して果たす役割
までを踏まえた「公共施設の外部空間デザインマニュアル」12)が定められ，現在まで運⽤が
継続されていることは全国においても珍しい。更に，⽇本建築学会によりコンパクト建築設
計資料集成・都市再⽣版 13)が出版され，パブリックスペースは都市空間を⼤きく決定づけ
る役割を担うものと位置付けられている。  
上述の⽂献に基づき，都市におけるパブリックスペースのなかでも，建築の屋外空間の機
能として特徴づけられるものを抽出した結果，【建築・都市の機能補完・拡張】，【空間接続】，
【都市の回遊性創出】，【アメニティ表出】，の 4 つに整理することができた（表 3−2）。 
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表 3-2 建築の屋外空間の特徴 
 
 
例えば【建築・都市の機能補完・拡張】については，ヤン・ゲール 9)は「使いやすい屋外
空間が建物内部の空間を補い，パブリックスペースが⼗分に機能する可能性がずっと⾼い」
と述べている。また，【空間接続】について芦原 8)は「外的秩序の成⽴」「都市的 P スペー
ス」と表現し，⽥村 10)は「第 3 空間の創造」，⽇本建築学会編建築設計資料集成都市再⽣で
は「インターフェース」と記述されている。また⼤阪市のガイドライン 12)では，【都市の回
遊性創出】に関しては「道路などとの⼀体化・連続化による快適な歩⾏者空間創出」と表現
され，【アメニティ表出】に関しては当該ガイドライン⾃体が都市の「アメニティアップ計
画」具体化の着⼿第 1 弾の取組みであるとして記載されている 
  
区
分
参考⽂献
芦原義信
（1962）
⽥村明
（1976）
⼤阪市
（1996）
志⽔他
（2001）
ヤン・
ゲール
（2011）
建築設計資料
集成都市再⽣
（2015）
環境維持・改善 〇 〇
歴史⽂化伝承 〇
景観向上 〇 〇 〇
⼼理・⽣理
経済性向上
防災・減災
レクリエーション／にぎわい 〇 〇
コミュニティ形成 〇 〇 〇 〇
建築・都市の機能補完 ■ ■ ■ ■
空間接続 ■ ■ ■ ■ ■ ■
都市の回遊性創出 ■ ■ ■ ■ ■
アメニティ表出・向上 ■ ■ ■
パ
ブ
リッ
ク
ス
ペー
ス
の
機
能
建
築
屋
外
空
間
の
機
能
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3.3.2 公共施設における屋外空間としての外構 
 
従来から建築の屋外空間を指す場合において外構という語が⼀般的に使⽤されているが，
⾨扉や塀・柵等の構築物の意味合いが強く空間の概念は薄い。しかし造園⽤語事典には「①
建築敷地内の建物の周辺，各種構造物および植栽，②建物周辺の外部空間を各種構造物や植
栽によりしつらえること」14)とあり，⾨扉や塀等の構築物だけでなく，建築周囲の空間を含
んだ意味も与えられている。 
また，外構に関して⽥村 10)は「普通これらは建築⼯事の付属物に過ぎず，最⼩限経費が
あてられる。建築が都市空間であるよりも，敷地境界線という財産権思想が優先した外部空
間であることが多いが，敷地の外構的空間は建築が都市に向かって⼀歩踏みだす最初のス
テップであることは確かであろう」と述べている。2.2 で整理した機能を発揮するためには，
部位の総称としての外構という位置づけから，今後の都市空間の在り⽅を担うものへと転
換することが重要だといえる。また，⾔い換えればこの外構というものの在り⽅が他の道路
や河川等のパブリックスペースと建築の屋外空間との差異を⽣み，建築の屋外空間を特徴
づけるものと位置づけることができる。 
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3.3.3 外構の機能の整理 
 公共施設の FM において扱われている屋外空間を①⾨扉・フェンス・塀等の囲障系，②舗
装・排⽔・地盤系，③植栽・ファニチャー系，④構造物・設備系，の 4 つに分類してその機
能を整理した（表 3−3）。 
囲障系については，敷地境界や出⼊り⼝を⽰し領域を明確化するものであるが，現在では
塀が巡らされ⾨扉を有する従来の外構と対⽐させた「オープン外構」という⾔葉も使われる
ようになり，その在り⽅は多様化している。これらを踏まえたうえで囲障系の担う機能とし
ては，都市と建築敷地の境界としての【空間接続】，出⼊りのし易さや出⼊り⼝となる⾨扉
等の位置，都市空間への⾒通し等，囲障の設えにより市⺠の活動が変化する可能性を有する
という点における【都市の回遊性創出】，意匠による敷地内の建築及び都市のイメージに与
える影響から【アメニティ表出】に整理できる。 
舗装・排⽔・地盤系については，主に屋外空間の「地」となるものであり，屋外空間の安
全性にも⼤きく関わる。舗装の仕様や排⽔のための敷地勾配，排⽔状況，⾼低差等により屋
外空間での⼈々の過ごし⽅に影響を与え，都市のアクティビティを敷地内に取り込むまた
は建築の屋内での活動を屋外へ拡⼤させるといった【都市／建築の機能補完・拡張】の機能
を有する。 
 植栽・ファニチャー系のうち植栽については，2−1 及び 2−2 で分析したように主に緑の
多機能性に依るものが⼤きく，それらは【都市／建築の機能補完・拡張】，【アメニティ表出】
の機能に分類することができる。また，囲障を⽣垣にする等により都市空間に潤いを与える，
敷地内外の⾒通しの確保といった【空間接続】の機能も有しているといえる。また，ファニ
チャーについてもその数量や配置，仕様等により建築の屋内で⾏われる活動の屋外への展
開，屋外で⾏うことで新たな価値の提供等が期待できることから【都市／建築の機能補完・
拡張】や【アメニティ表出】の機能を有している。 
 構造物・設備系については含まれる対象が多様であり⼀概に結論づけることは難しいも
のの，主に駐輪場や外灯等が都市空間及び建築の安全性や利便性，景観に寄与していること，
更に近年では公共施設の敷地内における防災・減災の機能に対するニーズの⾼まりからも
【都市／建築の機能補完・拡張】の機能を有するといえる。 
外構として捉えられてきた部位の機能を，都市における⽴地や建築の⽤途，周辺地域の特性，
地域及び建築の⽬標像に沿って発揮させることで，建築の屋外空間は他のパブリックスペ
ースが持ちえない役割や魅⼒を備えるものとなると考えられる。  
特に公共施設は地域における拠点となる場所にまとまった敷地をもって⽴地する，また
は複数の公共施設や公園等が隣接・近接して⽴地することも多いことから，第 2 章で定義
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した【空間接続】の機能を意識した計画・設計や，【都市の回遊性創出】【アメニティ創出】
の機能を発揮できるようマネジメントを⾏うことで地域・都市におけるまちづくり活動の
拠点となる空間として位置付けることができる。今後の公共施設再編の動きを⾒据えると，
公共施設の屋外空間において空間の機能を発揮させることが，地域のコミュニティ形成や
⽣活空間の充実に寄与することに繋がると考えられる。 
近年の公共施設では多様な市⺠が利⽤できる多機能複合型や，⺠間の飲⾷店を併設する
等の新たな取り組みが全国各地で⾒られるようになり，そこでは主に公共施設利⽤者の増
加と多様化，滞在時間が延びる等の効果が⾒込まれているが，【建築・都市の機能補完・拡
張】の機能をマネジメントにより発揮させることで，従来は施設内部で⾏っていた活動を屋
外で⾏う，屋外を活⽤することでより多様な活動が可能になる，公共施設の潜在的利⽤者で
ある市⺠に施設利⽤のきっかけを与える等の様々な効果が期待できるのではないかと考え
られる。⼀⽅，従来の公共施設では清掃や安全等の管理上の都合から飲⾷やスポーツ等様々
な⾏為が禁⽌されている場合が多く，管理者側・利⽤者側双⽅の意識において公共施設の屋
外空間は活⽤できる場として捉えられていない。これら禁⽌事項の多くは条例・規則等には
通常規定のない事項のため，施設管理者の決定だけで飲⾷を可とすることは通常可能であ
ると考えられる。更に，屋外空間のベンチ等について飲⾷可能のスペースとするかは施設設
置時に検討されるのが通例であり，後からの予算確保は難しい。しかし低額での設置も可能
と思われ，管理者の意欲次第で対応できると考えられることから，施設利⽤者のニーズ把握
と管理者側の公共施設の効⽤・市⺠サービス向上に対する意識醸成が課題となると考えら
れる。 
 
表 3-3 外構の持つ機能の整理 
 
  
都市/建築の
機能補完・拡張 空間接続
都市の回遊性
創出 アメニティ表出
囲障系 ⾨扉・フェンス・塀 ■ ■ ■
舗装・排⽔・地盤系 舗装・駐⾞場・排⽔溝・擁壁 ■
植栽・ファニチャー系 樹⽊・花壇・ベンチ・サイン等 ■ ■ ■
構造物・設備系 駐輪場・倉庫・外灯等 ■
建築の屋外空間の機能
分類 主な対象
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3.4 公共施設の屋外空間におけるアクティビティの整理 
 
ヤン・ゲール 9)はパブリックスペースで⾏われる活動は必要活動・任意活動・社会活動に
分けられるとし，これらが互いに結び付き，建物のあいだのアクティビティとしてパブリッ
クスペースを意味深く魅⼒的にすると論じている。 
国内における研究に⽬を向けてみると，奥平ら 15)が千葉市パラソルギャラリーを対象と
し仮設環境におけるアクティビティの⽣成について検証しており，空間を⾒る⼈が通⾏⼈
の邪魔にならずに空間の様⼦を観察でき，視野の中にはいこうと思えば⾏くことのできる
広い空間が⼊る構成が⼼理的にも物理的にも落ち着いて滞留するのに必要な要素であるこ
とを明らかにしている。 また，三浦ら 16)はヤン・ゲール 9)らの⽂献を基に歩⾏者専⽤道路
が担うべき 5 つの活動の観点を提⽰している。 
以上から，公共施設の屋外空間が地域のパブリックスペースとして担保すべきアクティ
ビティを以下の 5 項⽬に整理し，本研究における定義を与えた（表 3-4）。 
 
表 3-4 本研究におけるコンヴィヴィアル空間のアクティビティ 
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3.5 パブリックスペースの機能に基づく PSFM の目標設定 
 
 ここまでに，まず 3.2 において⼀般的なパブリックスペースが持つ 9 つの機能につい
て整理をした。次に，3.3 においてはパブリックスペースのなかでも建築の屋外空間が持つ
特有のものとして 4 つの機能を位置づけたうえで，現状の公共 FM において⼀般的に⽤い
られる外構という語に着⽬しその機能について把握した。更に，3.4 では公共施設の屋外空
間におけるアクティビティに関する機能を整理した。 
3.2 及び 3.3 の内容については，PSFM の分析のフレームのうち，①空間の観点，③地域
運営の観点，④継続性の観点に関連づけて整理し，3.4 の内容については，PSFM の分析の
フレームのうち②アクティビティの観点に関連づけて整理する。 
第 1 章で提⽰したように，本研究では 1．PSFM はパブリックスペースの機能を発揮する
ことを意図した組織的・継続的な取組み，であり，2．パブリックスペースの機能が発揮さ
れた状態＝コンヴィヴィアルな状態，とすることから，本章で捉えた機能は PSFM を⾏う
上での⽬標と位置付けることができる。よって，上記においてコンヴィヴィアルな空間の各
観点について関連づけられる機能を PSFM における⽬標として設定する（表 3-5）。 
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表 3-5 パブリックスペースの機能に基づく PSFM における⽬標設定 
 
  
PSFMの
分析のフレーム パブリックスペースの機能 PSFMの⽬標 具体的な内容
市街地形態規制・交通の安全と快適性
気象調節、防⾵防塵、⼤気浄化、騒⾳防⽌
地球環境問題への対応、⼆酸化炭素固定
⽣物の⽣息空間、⽣物多様性維持
⽔循環の維持
景観形成、修景
地域性の創出
季節感の演出
3．⽣理・⼼理 3．癒し・安らぎ・精神安定に資する 癒し・安らぎ・精神安定
4．防災・減災 3．防災・減災に資する 防災・減災
5．建築・都市の機能補完・拡張 4．建築・都市の機能補完・拡張に資する 使いやすい屋外空間
6．空間接続 5．空間接続に資する 隣接する屋内空間と都市空間のバッファー
7．都市の回遊性創出 6．都市の回遊性創出に資する 隣接するパブリックスペースとの⼀体化・連続化
8．アメニティ表出 7．アメニティ表出に資する 快適な⽣活空間の⼀部となる
1．必要活動 1．必要活動を妨げない
当該パブリックスペース以外の⽬的地へ⾏く
ための通り抜け、⽴ち⽌まり、屋内ではでき
ない活動を⽌むを得ず屋外で⾏う
2．任意活動 2．任意活動を創出する
利⽤者⼀⼈でも楽しむことができる、地域や
パブリックスペースの雰囲気、植栽や景観等
を感じる活動
3．社会活動 3．社会活動を創出する
パブリックスペースに複数の利⽤者がいるこ
とによるコミュニケーションや出会いによっ
て発⽣する活動
4．⾔論表現活動 4．⾔論表現活動を創出する 社会活動のうち特に、芸術的・政治的等の⽬的を持った活動
5．ハレの活動 5．ハレの活動を創出する 社会活動のうち特に、⾮⽇常的に⾏われるイベントや災害に関連する活動
1．歴史⽂化伝承 1．歴史⽂化伝承に資する 歴史⽂化資産の保全活⽤、⽂化財保護
経済的効果、周辺地域の価値上昇
観光振興
3．防災・減災 3．防災・減災に資する 防災・減災
医療費等の軽減
動的レクリエーション
（健康づくりの場、スポーツ）
静的レクリエーション
（休養・休息・教養・⽂化）
⽂化・教養
5．コミュニティ形成 5．コミュニティ形成に資する 地域コミュニティの形成
1．歴史⽂化伝承 1．歴史⽂化伝承に資する 歴史⽂化資産の保全活⽤、⽂化財保護
経済的効果、周辺地域の価値上昇
観光振興
3．防災・減災 3．防災・減災に資する 防災・減災
4．コミュニティ形成 4．コミュニティ形成に資する 地域コミュニティの形成
④継続性の観点
4．レクリエーション・にぎわい
2．経済性向上
2．経済性向上
1．環境維持・改善に資する1．環境維持・改善
①空間の観点
②アクティビティ
   の観点
③地域運営の観点
4．レクリエーションや
   賑わい創出に資する
2．経済性向上に資する
2．経済性向上に資する
2．景観向上に資する2．景観向上
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第Ⅱ部 
第 4 章  
公共施設屋外の緑化施策と利⽤者評価の関係からみた 
緑によるコンヴィヴィアリティ向上の可能性 
 
 
4.1 研究の枠組み 
 4.1.1 本章の背景と⽬的 
 4.1.2 研究の⽅法と対象 
 4.1.3 既往研究 
4.2 公共施設の緑化ガイドライン等の記載内容の特徴 
4.3 公共施設の緑化ガイドライン等の策定背景と運⽤の実態 
4.4 緑化された公共施設屋外空間に関する利⽤者評価 
4.5 満⾜度の評価特性 
4.6 緑のよるコンヴィヴィアリティ向上の可能性 
 4.6.1 空間の観点 
 4.6.2 アクティビティの観点 
 4.6.3 地域運営の観点 
 4.6.4 継続性の観点 
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第 4 章 公共施設屋外の緑化施策と利用者評価の関係からみた緑によるコンヴィ
ヴィアリティ向上の可能性 
 
4.1 研究の枠組み 
4.1.1 本章の背景と目的 
 
都市における緑の重要性の認識が⾼まるにつれ，全国の⾃治体は様々な施策により⺠間
建築物に対する緑化指導等を通じて緑化を推進してきた。建築敷地内の緑化は，公園緑地な
どの⼤規模緑地に取って代わるには不⼗分だが，広場等を含めた総体的な空間を提供し，都
市に質的向上をもたらしており 1)，それらに街路空間等も含めた連続性を持たせることで気
象緩和や⽣物の⽣育空間，景観性の向上にもたらす効果 2)があることが明らかにされてい
る。近年では各種再開発事業の実施により，緑豊かなオープンスペースを備えた魅⼒ある都
市景観が⽣み出されつつある 3)。⼀⽅，⺠間を先導する⽴場にあるはずの公共施設の緑化に
ついては，緑の基本計画等で⾔及している⾃治体があるものの，本格的な取り組みが⾏われ
ている⾃治体は少ない。 
第 3 章で整理したパブリックスペースの機能のうち，本章では緑の多⾯的機能に着⽬し，
公共施設の緑化に関する⾃治体の⽬的や取組みを把握すると共に，それらに対する市⺠の
評価の実態を明らかにする。その内容を踏まえ，公共施設の屋外における緑によるコンヴィ
ヴィアリティの向上について考察することを⽬的とする。 
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4.1.2 研究の対象と方法 
 
本章の構成を図 4-1 に，研究の対象を表 4-1 に⽰す。公共施設の緑化に特化したガイドラ
インやマニュアル等（以下，緑化ガイドライン等と記載）が策定され緑化に関する⽅針が明
確であり，且つその内容が公開されている市は 4 市あり，当該⾃治体の緑化ガイドライン
等及びその内容に沿って緑化された施設の屋外空間を対象としている。 
本章の構成は，（1）緑化ガイドライン等の内容に関する⽂献調査及びそれらの策定された
背景や運⽤に関する聞取り調査，（2）緑化ガイドライン等に沿って整備が⾏われた公共施設
の屋外空間に関するアンケートに基づく利⽤者意識調査によって構成される（図 4-1）。 
公共施設の緑化ガイドライン等の対象施設は⾃治体により様々であり，公共建築物だけ
でなく公園，河川，港湾等まで多岐に渡るが，本研究で扱う公共施設とは，第 1 章での整理
に基づき，不特定多数の市⺠が⾃由に利⽤できる公共建築物とする。 
図 4-1 本章の構成 
 
表 4-1 対象⼀覧 
 
 
市 緑化ガイドライン等名称 策定年⽉
さいたま さいたま市公共施設緑化マニュアル 2015.6
所沢 公共施設緑化ガイドライン 2013.5
横須賀 公共施設の緑化及びみどりの育成に配慮した維持管理ガイドライン 2013.4
新潟 新潟市公共施設緑化ガイドライン 2010.9
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4.1.3 既往研究 
 
 緑化施策に関する研究としては，主に環境保全或いは⽣物多様性に関する観点からの研
究 4)5)がある。また，全国の緑化制度の⽐較と類型化を⾏いその特性を把握し，「保全」と「緑
化」の視点から今後の都市緑化施策の可能性について述べた研究 6)※⼩林がある。公共施設
の緑化に関しては，北海道の事例として公共建築の緑化が都市緑化に寄与していることを
⽰す研究 7)がある。 
緑に関連する利⽤者評価に関する研究としては，公園を対象とした研究の蓄積が進んで
いる 8)9)。また，商業施設の屋上緑化を事例とした緑の効⽤に関する利⽤者評価の研究 10)※
那須がある他は研究の蓄積が薄い。 
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4.2 公共施設の緑化ガイドライン等の記載内容の特徴 
（１）調査概要  
 緑化ガイドライン等を策定している⾃治体の緑化に関する認識や⽬標，内容を把握する
ために，対象各⾃治体の緑化ガイドライン等の記載内容について調査した。 
（２）調査結果 
結果の概要を表 4-2 に⽰す。いずれの⾃治体も敷地⾯積に対する緑化⾯積を緑化率等で
規定する「量的基準」を定めていた⼀⽅，緑の質を担保する「質的基準」を定めていた⾃
治体は 2 つであった。また，緑化整備を⾏う際に参考とすべきであるとして，地域性のあ
る樹種のリストはすべての⾃治体が設けており，加えて 2 ⾃治体では施設⽤途毎に適した
緑化の⼿法を⽰す等の記述がみられた。なお緑化後の維持管理については，植物に関する
維持管理⼿法を 3 ⾃治体が⽰していたが，緑化を構成する⼀部である設備や⼟壌等に関す
る内容については 2 ⾃治体，中⻑期的な計画の内容は 1 ⾃治体のみの記載であった。ま
た，緑化に期待する効果として環境負荷低減や⽣物多様性等の効果のみならず，景観や防
災，集客・宣伝等の効果を期待していることが明らかになった。 
 
表 4-2 緑化ガイドライン等記載内容 
  
●；該当，△；一部該当，－；対象外または記載なし
維持管理 緑化対象箇所 緑化に期待する効果
敷地面積 区域 緑化率
商業地域・
近隣商業地域 敷地面積の5%
中高層建築物；敷地面積の20%
中高層以外の建築物；敷地面積の15%
商業地域・
近隣商業地域
(1-建蔽率)×0.5の数値，または
敷地面積の5%のいずれか大きい値
商業地域・
近隣商業地域
(1-建蔽率)×0.5の数値，または
敷地面積の5%のいずれか大きい値
その他の用途，
市街化調整区域 敷地面積の25%
商業地域・
近隣商業地域 敷地面積の5%
その他の区域 敷地面積の20%
用途地域有
の区域
(1-建蔽率)×0.5の数値，または
敷地面積の5%のいずれか大きい値
その他の区域 敷地面積の25%
③3,000㎡以上
横須賀 新築・改修・建替 - - 10% － ● ● － － － － ● ● － △ ● － ● － － ● － ● ● ● ● ●
新潟 新築・改修 1,000㎡以上 - 25% － ● － － － － － ● ● ● ● ● － ● － ● ● － ● ● ● － ●
●●
その他用途，市街
化調整区域
基準
新築・改築・
増築
新築・改築・
敷地拡張を伴う
増築
所沢
さいたま
①500㎡以
上1,000㎡未満
②1,000㎡以上
3,000㎡未満
埼玉県の緑化計画届出制度による
量的基準
市
●●●●●●●●△
②3,000㎡
以上
①3,000㎡
未満
△－●●●●●
緑
化
協
議
対
象
と
な
る
整
備
省
エ
ネ
ル
ギー
生
物
生
息
空
間
環
境
改
善
・
資
源
循
環
プ
ラ
ン
ター
等
公
害
・
災
害
対
策
樹
種
選
定
調
査
点
検
中
長
期
計
画
土
壌
設
備
植
物
集
客
・
宣
伝
・
活
用
生
理
・
心
理
平
面
緑
化
ベ
ラ
ン
ダ
等
屋
内
屋
上
緑
化
レ
ク
リ
エー
ショ
ン
景
観
質
的
基
準
●●●●●● ● ● ● ● ● ● ●
壁
面
緑
化
駐
車
場
生
垣
・
フェ
ン
ス
●●●－－
●－ － － －● ● － ● ●
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4.3 公共施設の緑化ガイドライン等の策定背景と運用の実態 
（１）調査概要 
緑化ガイドライン等の策定背景や運⽤の体制，運⽤に係る課題等，⽂献調査では読み取る
ことのできない内容について各⾃治体の担当者へのインタビュー調査を⾏った。調査期間
は 2016 年 7 ⽉〜8 ⽉であり，さいたま市・所沢市・横須賀市については直接⾯接，新潟市
については電話で実施した。 
（２）調査結果 
結果の概要を表 4-3 に⽰す。緑化に係る事前協議や緑化計画書の確認までは全ての⾃治
体で⾏われていたが，実際の緑化後の検査については緑化担当課が現地での完了検査を実
施しない⾃治体があり，更に竣⼯後に緑が適切に維持管理されているか否かの確認や検査
についてはいずれの⾃治体も⾏っていないことが確認された。また，緑化を推進し基準を
設けているものの，その緑の整備及び維持に係る予算についてはいずれも施設の所管課に
任されており，緑化の担当課は関与していないことが明らかになった。  
 
表 4-3 インタビュー調査結果 
  
●；該当，△；一部該当，－；対象外または記載なし
他
部
局
審
議
会
市
民
2016/7/29 45 ● ● ● ● ● ● ● － ・既存改修の場合は緑化基準を達成できない場合が多い・現実的に達成可能となるよう運用で対応の必要あり
2016/8/9 2 ● ● ● ● ● ● ● △ ・対象事業の件数が少ない・今後、老朽化施設の建替え・改修時に多数の緑化協議に対応が必要となる見込み
横須賀 2016/8/2 1 ● ● ● ● ● ● － － ・庁内でのガイドライン認識拡大・予算面の理由で緑化が実施されない場合が多い
新潟 2016/7/29 77 ● ● ● ● ● ● ● － ・既存改修等の事業や施設によって予算面や構造面から基準を達成できない場合が多い・達成できない場合はプランター設置しているが抜本的対策に至っていない
所沢
さいたま
市
緑
化
の
事
前
協
議
運用策定
緑
化
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
等
策
定
体
制
運
用
の
課
題
緑
化
計
画
・
設
計
確
認
緑
化
完
了
の
検
査
緑
の
維
持
管
理
状
況
確
認
計
画
書
（
協
議
書
）
確
適
用
件
数
(
協
議
件
数
）
調
査
実
施
日
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4.4 緑化された公共施設屋外空間に関する利用者評価 
（１）調査概要 
先述の⽂献調査により，⾃治体が緑化ガイドライン等で設定していた緑化に期待する効
果は環境⾯だけでなく利⽤者や地域にもたらす影響もあることから，そのようなガイドラ
インに基づいた緑化に対する実際の利⽤者による評価を把握する必要があると考えた。そ
こで，緑化ガイドライン等により緑化された施設の屋外空間に対する利⽤者の満⾜度を把
握するため，市⺠を対象に表 4-4 の通りアンケートを⾏った。対象⾃治体については，⽂献
調査及びインタビュー調査対象とした 4 ⾃治体のうち，緑化ガイドライン等による整備の
件数が多く緑化に対するコンセンサスが得られている⾃治体としてさいたま市（緑化協議
件数；45 件），新潟市（同；77 件）とした。広く市全体から多様な属性の対象者を抽出する
必要性から，ネットリサーチを⾏う⺠間企業を通してインターネット上でアンケートを実
施し，さいたま市・新潟市の各⼈⼝規模から信頼レベル 95％のサンプルサイズを設定し各
400 名の市⺠から回答を得た。対象施設については，さいたま市・新潟市の各担当者に照会
し，緑化ガイドライン等により整備された施設のうち不特定多数の市⺠が⾃由に利⽤でき
る各 3 箇所を選定した。さいたま市の，のびのびプラザ⼤宮，南区役所，緑区役所及び，新
潟市の⾷育・花育センター，秋葉区⽂化会館，アグリパークである。 
 
表 4-4 アンケート概要 
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まずアンケートでは調査対象とした各 3 施設の中から，「利⽤したことがあり，且つ⾃
宅から最寄りの施設」を選択してもらい，以降対象施設に対する質問に答えてもらった。
結果は，選択した施設について各々の満⾜度に関する評価項⽬の値を集計し，施設ごとの
評価特性を概観した。なおアンケートで選択された施設は，さいたま市においてはのびの
びプラザ⼤宮が 24 票，南区役所が 67 票，緑区役所が 42 票であり，新潟市においては⾷
育・花育センターが 167 票，秋葉区⽂化会館が 20 票，アグリパークが 23 票であった。 
次に，満⾜度の評価結果について，より具体的に特性を把握するため，それぞれの評価の
結果に因⼦分析を適⽤して代表する因⼦を抽出した。 
 
（２）調査施設の概要 
 表 4-5，表 4-6 はアンケート対象調査施設の概要である。 
のびのびプラザ⼤宮は⼤宮駅から徒歩 5 分程度に位置し，⼦育て⽀援機能を中⼼とした
複合施設である。周囲には商業施設やマンションが⽴ち並び，敷地内のグラウンドレベル
における屋外空間は広くはないものの⾼⽊が列植され周囲の景観に潤いをもたらしてい
る。また，壁⾯緑化や各階のバルコニーにはプランターが設置され，屋内から緑を眺める
ことができる。南区役所は図書館等併設の複合施設であり，武蔵浦和駅からペデストリア
ンデッキで直結し， 駅前ロータリーや⼤規模マンションに囲まれている。緑化は主に敷
地⻄側・北側の中⾼⽊・低⽊の植栽と外壁⾯である。壁⾯緑化は設備等の⽬隠しの役割も
果たしており周囲の景観への配慮が窺える。緑区役所は住宅街に位置し，駅から離れた⽴
地のため敷地内に広い駐⾞場を有している。建物周囲に低⽊・⾼⽊植栽が⾏われており，
住宅街に対する建物の圧迫感を軽減している。 
 ⾷育・花育センターは潟と⽔⽥に囲まれ⼤規模スポーツ施設に隣接している。敷地境界
や駐⾞場の緑化，施設⽤途の特性から花壇や畑が整備され多様な植栽が⾏われている。秋
葉区⽂化会館は住宅地に囲まれており，敷地境界は歩道から緩やかに繋がる芝⽣広場を有
していることが特徴である。アグリパークは⽔⽥に囲まれた⽴地であり，敷地内には宿泊
施設や⾷品加⼯等体験施設，圃場等を有する広⼤な敷地である。主に敷地境界や駐⾞場の
低⽊による緑化の他，まだ苗⽊の状態だが様々な樹種が植えられている。 
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表 4-5 さいたま市 アンケート対象施設概要 
 
表 4-6 新潟市 アンケート対象施設概要 
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（３）−１ 満⾜度調査結果 
表 4-7 は満⾜度についての評価項⽬である。項⽬は既往研究 9)を参考に施設・環境・安全
⾯から捉えた項⽬と共に緑化に関する項⽬を加えた 20 項⽬から成る評価とした。表 4-8・
4-9 はさいたま市及び新潟市における対象各施設を評価した結果である。以下，施設毎に評
価項⽬における満⾜度（「満⾜」と「やや満⾜」の和），不満度（「不満⾜」と「やや不満⾜」
の和）の割合で整理した。 
 
表 4-7 最寄り施設の満⾜度に関する評価項⽬ 
 
  
No. 項⽬ No. 項⽬
A1 屋外空間全体の管理状況 A11 広場の安全性
A2 広場の管理状況 A12 広場の広さ
A3 駐⾞場の管理状況 A13 駐⾞場の安全性
A4 樹⽊や植栽の⼿⼊れ状況 A14 駐⾞場の広さ
A5 屋外空間の清潔感 A15 利⽤者のマナー
A6 清掃状況 A16 施設と周辺の景観の調和度合い
A7 休憩施設（ベンチ等）の場所 A17 樹⽊や植栽の量の多さ
A8 休憩施設（ベンチ等）の数 A18 樹⽊や植栽の種類の多さ
A9 歩道の歩きやすさ A19 緑とのふれあい
A10 運動のしやすさ A20 屋外空間の総合評価
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１）さいたま市における満⾜度評価の特徴 
 のびのびプラザ⼤宮では，「A4;樹⽊や植栽の⼿⼊れ状況（満⾜度 95.7％）」「A2;広場の管
理状況（満⾜度 91.3％）」「A5;屋外空間の清潔感（同）」の満⾜度が⾼く，「A14;駐⾞場の広
さ（不満度 34.8％）」「A15;利⽤者のマナー（不満度 34.7％）」について不満度が⾼い。南区
役所では，「A6;清掃状況（満⾜度 91.0％）」「A5;屋外空間の清潔感（満⾜度 88.1％）」「A4;
樹⽊や植栽の⼿⼊れ状況（満⾜度 85.1％）」の満⾜度が⾼く，「A10;運動のしやすさ（不満
度 43.3％）」「A14;駐⾞場の広さ（不満度 38.8％）」「A18;樹⽊や植栽の種類の多さ（不満度
31.3％）」の不満度が⾼い結果となり，南区役所は 3 施設中最も樹種数が多いがメインの出
⼊り⼝と反対側の⻄側空地に主に緑化が施されているためと考えられる。緑区役所では
「A5;屋外空間の清潔感（満⾜度 100％）」「A6;清掃状況（同）」「A4;樹⽊や植栽の⼿⼊れ状
況（満⾜度 97.6％）」の満⾜度が⾼く，「A10;運動のしやすさ（不満度 42.9％）」「A19;緑と
のふれあい（不満度 28.6％）」の不満度が⾼い。 
以上から，さいたま市の対象施設の満⾜度評価に関して施設管理の満⾜度が⾮常に⾼い
ことが共通点していた⼀⽅，不満度としては，市街地⽴地で⽤地の制約から広場や駐⾞場の
広さに関するものが⾼いこと，緑化された施設であるものの緑の量や種類，ふれあいに関す
るものが⾼いことが共通していた。対象 3 施設の緑化は壁⾯緑化等修景に寄与するものが
主であり，直接的に利⽤者の満⾜度に結びつき難いと考えられる。また，南区役所・緑区役
所では運動のしやすさに関する不満度が最も⾼い結果となった。 
表 4-8 満⾜度の評価結果（さいたま市） 
施設名称 のびのびプラザ⼤宮 南区役所 緑区役所
No. 項⽬ 不満 満⾜ 不満 満⾜ 不満 満⾜
A1 屋外空間全体の管理状況 21.7 78.3 17.9 82.1 11.9 88.1
A2 広場の管理状況 8.7 91.3 26.9 73.1 16.7 83.3
A3 駐⾞場の管理状況 13.0 87.0 31.3 68.7 19.0 81.0
A4 樹⽊や植栽の⼿⼊れ状況 4.3 95.7 14.9 85.1 2.4 97.6
A5 屋外空間の清潔感 8.7 91.3 11.9 88.1 0.0 100.0
A6 清掃状況 17.4 82.6 9.0 91.0 0.0 100.0
A7 休憩施設（ベンチ等）の場所 17.4 82.6 28.4 71.6 23.8 76.2
A8 休憩施設（ベンチ等）の数 21.7 78.3 29.9 70.1 26.2 73.8
A9 歩道の歩きやすさ 17.4 82.6 22.4 77.6 21.4 78.6
A10 運動のしやすさ 17.4 82.6 43.3 56.7 42.9 57.1
A11 広場の安全性 21.7 78.3 22.4 77.6 26.2 73.8
A12 広場の広さ 21.7 78.3 31.3 68.7 23.8 76.2
A13 駐⾞場の安全性 21.7 78.3 29.9 70.1 16.7 83.3
A14 駐⾞場の広さ 34.8 65.2 38.8 61.2 26.2 73.8
A15 利⽤者のマナー 34.8 65.2 19.4 80.6 16.7 83.3
A16 施設と周辺の景観の調和度合い 21.7 78.3 19.4 80.6 11.9 88.1
A17 樹⽊や植栽の量の多さ 21.7 78.3 29.9 70.1 23.8 76.2
A18 樹⽊や植栽の種類の多さ 26.1 73.9 31.3 68.7 26.2 73.8
A19 緑とのふれあい 26.1 73.9 28.4 71.6 28.6 71.4
A20 屋外空間の総合評価 13.0 87.0 22.4 77.6 21.4 78.6
（%）満⾜度90％以上・不満度30％以上, 満⾜度80〜89％・不満度20~29％
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２）新潟市における満⾜度評価の特徴 
⾷育・花育センターでは，「A11;広場の安全性（満⾜度 92.2％）」，「A5;屋外空間の清潔
感（満⾜度 91.0％）」「A6;清掃状況（同）」に関する満⾜度が⾼く，「A8;休憩施設（ベンチ
等）の数（不満度 33.5％）」「A14;駐⾞場の広さ（不満度 29.9％）」「A7;休憩施設（ベンチ
等）の場所（不満度 26.3％）」に関する不満度が⾼い結果となった。秋葉区⽂化センター
では，「A1;屋外空間全体の管理状況（満⾜度 90.0％）」「A13;駐⾞場の安全性（同）」をは
じめ，施設管理状況に関する項⽬全般において満⾜度が⾼く，⼀⽅で「A14;駐⾞場の広さ
（不満度 40.0％）」「A8;休憩施設（ベンチ等）の数（不満度 35.0％）」「A10;運動のしやす
さ（同）」，加えて A17 〜A19 の緑に関する項⽬に関する不満度が⾼い結果となった。ア
グリパークでは「A1;屋外空間全体の管理状況（満⾜度 95.7％）」「A2;広場の管理状況
（同）」「A4;樹⽊や植栽の⼿⼊れ状況（同）」に関する満⾜度が⾼く，「A7;休憩施設（ベン
チ等）の場所（不満度 34.8％）」「A8;休憩施設（ベンチ等）の数（同）」に関する不満度が
⾼い。対象施設のうち最も緑化率が⾼いものの樹種数が少ない秋葉区⽂化会館では緑の
量・種類・ふれあいに関する 3 項⽬の不満度が⾼く，⼀⽅で⾮常に樹種数の多い⾷育・花
育センターでは緑の種類やふれあいに関する満⾜度が⾼く，アグリパークでは緑の量・種
類・ふれあいに関する 3 項⽬全ての満⾜度が⾼い結果となった。ここでは緑化率よりも樹
種の多様さが利⽤者の緑に対する満⾜度に影響していると考えられる。また，3 施設共通
して屋外空間全般の管理状況の満⾜度は⾼いものの，運動のしやすさに関する不満度，ベ
ンチ等の休憩施設の場所と数に関する不満度が⾼く，敷地内に広い屋外空間を有し基準を
⼗分に満たす緑化率を確保しているが，市⺠の活動や休憩のためのスペースとはなってい
ないことが⽰唆されている。 
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表 4-9 満⾜度の評価結果（新潟市） 
 
 
 
  
⾷育・花育
センター 秋葉区⽂化会館 アグリパーク
No. 項⽬ 不満 満⾜ 不満 満⾜ 不満 満⾜
A1 屋外空間全体の管理状況 13.2 86.8 10.0 90.0 4.3 95.7
A2 広場の管理状況 15.6 84.4 20.0 80.0 4.3 95.7
A3 駐⾞場の管理状況 17.4 82.6 15.0 85.0 13.0 87.0
A4 樹⽊や植栽の⼿⼊れ状況 10.8 89.2 15.0 85.0 4.3 95.7
A5 屋外空間の清潔感 9.0 91.0 20.0 80.0 8.7 91.3
A6 清掃状況 9.0 91.0 15.0 85.0 8.7 91.3
A7 休憩施設（ベンチ等）の場所 26.3 73.7 20.0 80.0 34.8 65.2
A8 休憩施設（ベンチ等）の数 33.5 66.5 35.0 65.0 34.8 65.2
A9 歩道の歩きやすさ 9.6 90.4 20.0 80.0 17.4 82.6
A10 運動のしやすさ 24.6 75.4 35.0 65.0 30.4 69.6
A11 広場の安全性 7.8 92.2 15.0 85.0 17.4 82.6
A12 広場の広さ 16.8 83.2 15.0 85.0 17.4 82.6
A13 駐⾞場の安全性 17.4 82.6 10.0 90.0 21.7 78.3
A14 駐⾞場の広さ 29.9 70.1 40.0 60.0 17.4 82.6
A15 利⽤者のマナー 16.8 83.2 30.0 70.0 30.4 69.6
A16 施設と周辺の景観の調和度合い 14.4 85.6 15.0 85.0 8.7 91.3
A17 樹⽊や植栽の量の多さ 20.4 79.6 30.0 70.0 17.4 82.6
A18 樹⽊や植栽の種類の多さ 18.6 81.4 30.0 70.0 17.4 82.6
A19 緑とのふれあい 16.2 83.8 30.0 70.0 17.4 82.6
A20 屋外空間の総合評価 13.8 86.2 15.0 85.0 8.7 91.3
満⾜度90％以上・不満度30％以上, 満⾜度80〜89％・不満度20~29％ （%）
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4.5 満足度の評価特性 
 
調査対象 6 施設の具体的な特性を探るため，表 4-7 に⽰した A1 から A19 までの項⽬の
評価結果について因⼦分析（重み付けのない最⼩⼆乗法，固有値 1 以上の基準で因⼦数を
決定，プロマックス回転）を適⽤し，表 4-10 の通り代表する 3 因⼦を抽出した(閾値
0.5)。既往研究 9)を参考に，第 1 因⼦は「A14;駐⾞場広さ」「A13;駐⾞場安全性」「A8;休憩
施設数」等の負荷量が⾼いため「休養・便益」の因⼦，第 2 因⼦は「A5;屋外空間の清潔
感」「A6;清掃状況」「A4;樹⽊や植栽の⼿⼊れ状況」等で負荷量が⾼く「施設管理」の因
⼦，第 3 因⼦は，「A17;樹⽊や植栽の量の多さ」，「A18;樹⽊や植栽の種類の多さ」，「A19;
緑とのふれあい」で負荷量が⾼く「緑整備」の因⼦とした。「A9;歩きやすさ」「A16;景観
調和度」についてはどの因⼦についても特性が表れなかったため除外した。 
図 4-2,4-3 は，因⼦分析により得られた因⼦得点について⾃治体別・施設別に平均値を
算出し，因⼦別にレーダーチャートにまとめたものである。さいたま市の結果において
は， のびのびプラザ⼤宮では 3 因⼦共通して⼤きな値が⽰され，南区役所， 緑区役所で
は，緑整備よりも休養便益や施設管理に評価が影響されていると読み取れる。新潟市の結
果においては，⾷育・花育センターとアグリパークでほぼ同じ評価特性が⾒られ，緑整備
の状況が利⽤者の評価に影響していることが窺える。⼀⽅で秋葉区⽂化会館では，屋外空
間の満⾜度において緑整備による影響は⼩さく，施設管理の因⼦が⼤きな値を⽰す特性が
あるといえる。 
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表 4-10 満⾜度の評価における因⼦分析の結果 
 
図 4-2 各施設の満⾜度の評価特性（さいたま市） 
図 4-3 各施設の満⾜度の評価特性（新潟市）  
評価項⽬ 因⼦名称休養・便益 施設管理 緑整備
駐⾞場広さ 0.910 -0.081 -0.102
駐⾞場安全性 0.895 -0.010 -0.048
休憩施設数 0.662 0.093 0.020
利⽤者マナー 0.636 0.128 -0.023
休憩施設場所 0.567 0.191 0.077
広場安全性 0.564 0.035 0.226
広場広さ 0.552 -0.120 0.421
運動しやすさ 0.527 -0.051 0.262
駐⾞場管理状況 0.507 0.383 -0.144
清潔感 -0.068 0.973 -0.039
清掃状況 0.044 0.904 -0.109
植栽⼿⼊状況 -0.087 0.746 0.202
全体管理状況 0.167 0.636 0.054
広場管理状況 0.091 0.576 0.251
植栽量 -0.103 0.051 0.992
植栽種類 -0.066 0.003 0.980
緑ふれあい 0.106 -0.015 0.811
歩きやすさ 0.313 0.320 0.219
景観調和度 0.323 0.255 0.327
回転後の負荷量平⽅和 9.655 9.153 8.894
※表中の数値は因⼦負荷をあらわす
‐0.5
‐0.3
‐0.1
0.1
0.3
休養・便益
施設管理緑整備
のびのびプラザ大宮 南区役所 緑区役所
‐0.5
‐0.3
‐0.1
0.1
0.3
休養・便益
施設管理緑整備
食育・花育センター 秋葉区文化会館 アグリパーク
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4.6 緑によるコンヴィヴィアリティ向上の可能性 
 
本章では，公共施設の屋外空間の緑化について現在⾃治体で策定されている緑化ガイド
ライン等の内容を把握すると共に，緑化ガイドライン等に基づき緑化された空間について
市⺠意識から捉えて評価した。 
第 1 章で設定した PSFM の分析のフレーム①空間の観点，②アクティビティの観点，③
地域運営の観点，④継続性の観点，に基づき，緑によるコンヴィヴィアリティの向上の可能
性について考察する。 
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4.6.1 空間の観点 
 
分析のフレーム ①空間の観点 
PSFM の⽬標 
(本章と関連が強い項⽬：
⿊⾊，関連が弱い項⽬：灰
⾊で表記) 
1．環境維持・改善，2．景観向上，3．防災・減災，4．⽣理・⼼
理，5．建築・都市機能の補完・拡張，6．空間接続，7．都市の
回遊性創出，8．アメニティ表出 
 
緑化ガイドライン等に基づいた公共施設の緑化に関する取り組みについては，緑化の担
当課にて策定が⾏われ，その内容に基づき緑化担当課と施設所管課で事前協議や緑化計画
書の確認が調査対象とした全ての⾃治体で⾏われていた。しかしながら，実際の緑化後の検
査については緑化担当課が現地での完了検査を実施しない⾃治体があり，更に竣⼯後に緑
が適切に維持管理されているか否かの確認や検査についてはいずれの⾃治体も⾏っていな
いことが確認された。また，緑化ガイドライン等の運⽤に関する課題については，既存施設
の改修の場合には敷地内に緑化のための場所を確保することが困難であり，壁⾯緑化での
対応や，プランターを置く等の対応に留まる場合が多いことを挙げる⾃治体があった。…関
連する PSFM の⽬標【1．環境維持・改善】【2．景観向上】 
⼀⽅，緑化に対する利⽤者の満⾜度評価は緑化率よりも樹種数に影響を受けやすく，利⽤
者の⽬に触れやすく⾝近に感じることのできる場所に多様な樹種による緑化を施すことが
利⽤者満⾜につながると考えられ，このことは緑化ガイドライン等で位置づけられている
緑化の効果のうち「⽣理・⼼理」に寄与すると考えられる。…関連する PSFM の⽬標【4．
⽣理・⼼理】 
また，利⽤者評価では樹⽊や植栽の量の多さ，樹⽊や植栽の種類の多さに次いで，緑との
ふれあいが満⾜度に与える影響が⼤きいことが明らかになった。…関連する PSFM の⽬標
【8．アメニティ表出】 
コンヴィヴィアリティ向上のためには，緑の多⾯的機能は緑化されただけで発揮される
ものではなく，それらの維持管理及び運⽤の状況によって左右されることから，緑化担当課
が緑の専⾨家として整備の完了検査や維持管理状況の確認をすることや，施設所管課及び
施設管理者へ意義を伝え，運⽤⾯で利⽤者が緑と触れ合うことへの対応可能性を広げるこ
とが重要であると考えられる。 
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4.6.2 アクティビティの観点 
 
分析のフレーム ②アクティビティの観点 
PSFM の⽬標 
(本章と関連が強い項⽬：
⿊⾊，関連が弱い項⽬：灰
⾊で表記) 
1．必要活動，2．任意活動，3．社会活動，4．⾔論表現活動，
5．ハレの活動  
  
まず，アクティビティの発⽣状況を表 4−11 に整理する。 
 
表 4-11 アクティビティの発⽣状況 
  
アクティビティの観点においては，利⽤者の満⾜度評価の結果から，今回評価対象とした
6 施設全てにおいてベンチの数，6 施設中 5 施設においてベンチの場所に関する不満度が⾼
いという結果となった。更に，運動のしやすさに関しても，6 施設中 5 施設において不満度
が⾼いことが把握できた。…関連する PSFM の⽬標【1．必要活動】【2．任意活動】 
  
  
活動 発⽣している活動
1．必要活動 通り抜け，
2．任意活動 休憩，植物観察，
3．社会活動
4．⾔論表現活動
5．ハレの活動
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4.6.3 地域運営の観点 
 
分析のフレーム ③地域運営の観点 
PSFM の⽬標 
(本章と関連が強い項⽬：
⿊⾊，関連が弱い項⽬：灰
⾊で表記) 
1．歴史⽂化伝承，2．経済性向上，3．防災・減災，4. レクリエ
ーション・にぎわい，5．コミュニティ形成  
 
 地域運営の観点に関しては，緑化ガイドラインの調査結果から，⾃治体が⾏うべき取組み
内容や基準に関しては明確に記載されていたが，地域との協働に関して⾔及しているもの
は⾒当たらなかった。…関連する PSFM の⽬標【2．経済性向上】【5．コミュニティ形成】 
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4.6.4 継続性の観点 
 
分析のフレーム ④継続性の観点 
PSFM の⽬標 
(本章と関連が強い項⽬：
⿊⾊，関連が弱い項⽬：灰
⾊で表記) 
1．歴史⽂化伝承，2．経済性向上，3．防災・減災，4．コミュ
ニティ形成 
 
調査対象とした緑化ガイドライン等には緑化の計画・設計段階の内容として緑化率の設
定や樹種選定等に関する事項が詳細に記載されており，施設の所管課へ公共施設の緑化の
意義や具体的な緑化内容を伝えるものとなっていた。 
⾃治体では既存施設で緑化改修が⾏われる場合のコストや緑化可能な場所確保の難しさ
を課題としていることが確認されたことに加え，緑化実施や維持に係る予算確保は施設の
所管課に委ねられていることが明らかになった。…関連する PSFM の⽬標【2．経済性向上】 
また，緑化後の完成検査や維持管理の段階において緑化担当課によるチェックが⾏われ
ていない実態があった。緑化ガイドライン等に緑の適切な維持管理に必要な内容を⽇常管
理から中⻑期計画まで明確に⽰すと共に，施設所管課と緑化担当課が維持管理段階におい
ても連携することが緑の維持に対する動機付けとなると考えられる。また，緑化ガイドライ
ンに関する認識を施設所管課へ広めることも⾃治体内部の課題であると捉えられていたこ
とからも，施設所管課と緑化担当課がコミュニケーションを図ることでより良好な緑が創
出・維持されることに繋がるといえる。…関連する PSFM の⽬標【4．コミュニティ形成】 
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第Ⅱ部 
第 5 章  
複数公共施設の隣接事例にみる 
コンヴィヴィアリティをもたらす多主体連携と地域運営 
 
 
5.1 研究の枠組み 
 5.1.1 本章の背景と⽬的 
 5.1.2 研究の対象と⽅法 
 5.1.3 既往研究 
5.2 ⾼須公⺠館⼀帯のパブリックスペースの特徴 
5.3 ⾼須⼩学校を拠点とした地域運営 
5.4 ⾼須公⺠館の整備に伴う地域活動の拡⼤と地域住⺠による施設運営 
5.5 新たな主体との関係構築に伴う地域運営の変化 
5.6 公共施設を拠点とした多主体の連携と地域運営 
 5.6.1 空間の観点 
 5.6.2 アクティビティの観点 
 5.6.3 地域運営の観点 
 5.6.4 継続性の観点 
 
補注及び引⽤⽂献 
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第 5 章 複数公共施設の隣接事例にみるコンヴィヴィアリティをもたらす多主体連
携と地域運営 
 
5.1 研究の枠組み 
5.1.1 本章の背景と目的 
  
 第 4 章では，単⼀の公共施設の⽴地する敷地の屋外空間について扱い，緑の多機能性に
よるコンヴィヴィアリティの向上の可能性について考察を⾏った。 
⼀⽅，我が国の公共施設は複数が隣接して⽴地し，よりまとまった広さのパブリックスペ
ースを有する場合も多い。そこで本章では，⼈⼝減少，少⼦⾼齢化，公共施設の廃⽌・活⽤
等，現代⽇本における⼀般的な諸課題を抱えた都市近郊農村である取⼿市⾼須地区を対象
とし，地域の空間やコミュニティの特徴を活かした取組みの実態を明らかにしていく。屋内
外のパブリックスペースを拠点とした多主体の活動と地域運営の特徴，及びそれらが展開
されている空間の構成や使われ⽅を明らかにし，パブリックスペースのマネジメントの在
り⽅の考察を通し，地域がその特徴を活かして存続していくための⽰唆を得ることを⽬的
とする。 
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5.1.2 研究の対象と方法 
 
本章の構成を図 5-1 に⽰す。研究の対象として選定する取⼿市⾼須地区は，取⼿市と合併
した旧藤代町のエリアにあり地区全体が市街化調整区域である。⾼須地区は⼤字押切・神
浦・⼤留の 3 区と⼤字⾼須の本⽥・⻑⽥・下の 3 区を合わせた 6 区から成る。⼟地利⽤と
しては，利根川の⽀流である⼩⾙川の堤防沿いを中⼼に住宅が並ぶ以外はほぼ全域に⽥圃
が広がり，明治時代から⼤きな変化は無い 1)。⾼須地区の⻄側に隣接する桜が丘地区では
1990 年代にかけて宅地開発が⾏われ，分譲住宅が⽴ち並ぶ市街化区域となっており，⼈⼝
流⼊により 1993 年には新しく桜が丘⼩学校が開校した。その後 2005 年には⾼須地区の⼩
学校が桜が丘⼩学校と統合される形で閉校となっている。⾼須⼩学校や公⺠館等複数の公
共的施設（表 5-1）とそれらの⽴地する⼀帯のパブリックスペース（以下，「⾼須公⺠館⼀
帯」と記載）を拠点として，住⺠が 3 つの新たな主体（表 5-2）と共に主体的に地域運営を
⾏ってきた点に着⽬する。 
まず⾼須公⺠館⼀帯の空間と出来事の変遷を整理する（5.2）。次に，関連する多主体の活動
の実態と連携，それらが地域運営にもたらした変化について明らかにする（5.3，5.4, 5.5）。 
最後に，調査で得た知⾒に基づき都市近郊農村におけるパブリックスペースのマネジメン
トの在り⽅を考察する（5.6）。⽅法としては⽂献・資料調査 2)〜9)，現地踏査，関係者へのヒ
アリング 10)を⾏った。 
 
 
図 5-1 本章の構成 
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表 5-1 ⾼須公⺠館⼀帯の施設概要 
 
 
表 5-2 ⾼須地区で活動する新たな主体の概要 
 
 
  
117 
 
5.1.3 既往研究 
 
本研究に関連する研究としては，地域の公共施設の位置づけの変化，地域公共施設の管理
運営，住⺠主体による地域運営，パブリックスペースのマネジメント等がある。地域公共施
設とりわけ公⺠館の位置づけの変化については，施設の再編を⾒据えた公⺠館機能の多様
性 11)，公⺠館のまちづくり拠点化に関する研究 12)がある。地域公共施設の管理運営につい
ては，指定管理者制度に関する研究が多い他，学校と地域まちづくり組織の連携による学校
施設の管理運営 13)に関する研究がある。また，地域運営に関しては農村部における NPO の
活動の展開と住⺠参加に関する研究 14)がある。パブリックスペースのマネジメントについ
ては，主に中⼼市街地の道路 15)，公園 16)等の多主体の連携に関する研究が⾏われている。
これらに対し，本研究は多主体の活動や住⺠主体による公共施設の管理運営に関して地域
の変遷から読み解く点，空間的な視点も併せて把握する点において既往の研究を発展させ
る独⾃性を有すると共に，都市近郊農村におけるパブリックスペースのマネジメントの⽅
向性について知⾒を加える点においても意義を持つものとして位置付けることができる。 
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5.2 高須公民館一帯のパブリックスペースの特徴 
 
（１）パブリックスペースの変遷と現代につながる特徴 
⾼須公⺠館⼀帯の変遷を表 5-3 に⽰す。寺院に隣接して⾼須村役場や⾼須⼩学校が構え
られた⼀帯の敷地が，時代を経て拡張・分割され様々な⽤途の公共的施設⽤地となってきた
ことが分かる。 
⾼須地区は古くからの農村地帯であり，何事にも隣近所が助け合う暮らしが営まれてき
た。住⺠同⼠の顔はだいたい覚えており，「地域家族」という意識があった 17)という。この
ような地区において中⼼となっていた⾼須公⺠館では「農村社会教育」や「⻘年教養講座」
が⾏われた 18)。⼩学校と公⺠館の間の敷地に農協の⽀所も構えられ，⾼須公⺠館⼀帯は農
と教育の接点としてのパブリックスペースであったといえる。2005 年に閉校となった⾼須
⼩学校校舎は既に解体され，農協⽀所も同時期に閉鎖となったが，2013 年からは取⼿アー
トプロジェクト（以下，TAP と記載）の⼀環として⾏われている「半農半芸」の拠点であ
る TAKASU HOUSE（以下，⾼須ハウスと記載）が旧農協事務所棟に構えられたことで，
現在再び地域の農と社会教育をつなぐ場として機能し始めている。 
  
表 5-3 ⾼須公⺠館⼀帯における公共空間の変遷及び周辺図 
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（２）出来事の変遷の整理 
⾼須地区の出来事及び関連する事業の変遷について表 5-4 に整理した。⼤きくは，⾼須⼩
学校の⽣徒が増え PTA が発⾜する等，⼩学校を中⼼に地区運営が⾏われていた第Ⅰ期，⾼
須村を含む 1 町 4 村が藤代町に編⼊され，⾼須公⺠館の新築で地域活動がより活発化した
時期から，藤代町と取⼿市の合併に伴い⼩学校が閉校となるまでの第Ⅱ期，⼩学校・幼稚園
の閉校・閉園により⾼須公⺠館⼀帯の活動が⼤きく変化した第Ⅲ期，新たな主体 TAP が⾼
須に⼊ってから現在までの第Ⅳ期に分けられる。 
この時代区分に合わせ，公⺠館⼀帯のパブリックスペースの活動を，図 5-2・5-3 に整理
した。第Ⅱ期に各種⾏事が⾼須公⺠館⼀帯で活発に⾏われるようになった後，第Ⅲ期にはパ
ブリックスペースでの活動の種類が減少し，屋内での活動が主となった。第Ⅳ期には活動主
体・活動空間共に多様化し，⾼須ハウスの屋外空間でのブルーベリー等の栽培や社会福祉法
⼈が⼿芸サロン等に施設を開放していることが確認された。 
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表 5-4 ⾼須地区の出来事及び関連事業の変遷 
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図 5-2 ⾼須公⺠館⼀帯と周辺地域の活動の変遷 
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図 5-3 第Ⅳ期における⾼須公⺠館⼀帯の空間の様⼦ 
 
  
123 
 
5.3 高須小学校を拠点とした地域運営 
 
本項では，主に⾼須⼩学校を拠点として育まれた地域の活動と運営の様⼦に着⽬し，第Ⅰ
期以前の⼩学校開校から閉校となる第Ⅱ期の終わりまでの変遷について整理する。 
 
（１）第Ⅰ期：地域の拠点の⼩学校〜PTA 黎明期  
⾼須⼩学校は 1882 年に開校式が⾏われて以降，⾼須公⺠館⼀帯の中でも地域コミュニテ
ィの拠点として存在してきた。1910 年の新校舎建設の際は住⺠が各⼾から⽊を持ち寄り敷
地内に植えたという 19)。1948 年，終戦後の混乱の中⾼須⼩学校 PTA が発⾜し，1954 年に
は活発な活動が⾼須村教育委員会から表彰された。 
 
（２）第Ⅱ期： PTA 活動全盛期〜創⽴ 100 周年〜閉校 
 1955 年，⾼須村の藤代町への編⼊と共に藤代町⽴⾼須⼩学校となった。PTA 活動は更に
活発化し，1958 年には業績が極めて顕著であるとして⽇本 PTA 全国協議会と⽂部⼤⾂か
らの表象を受けている。⼩学⽣のいない家庭も賛助会員として PTA に加⼊し，地区毎の
PTA 組織も⽣まれ，⾼須地区全体で熱⼼な活動が営まれた 21)。1973 年，⾼須⼩学校の校庭
に藤代町で最初の公⽴幼稚園として，⾼須幼稚園が併設された。開園前は⾼須⼩学校 PTA
設置就学前教育の場として隣接する寺院や⼩学校校舎を使⽤して運営され，運営費は全て
廃品回収で賄ったという 20)。 
1982 年には⼩学校創⽴ 100 周年記念事業が⾏われた。事業費 358 万円のうち⾏政の補
助⾦は 20 万円のみであり，殆どが地区の⼈々の寄付⾦によって賄われた 20)。地区をあげ
た⼤事業であったことが窺える。その後， 2005 年の藤代町と取⼿市の合併と同年に⼩学
校・幼稚園共に閉校・閉園となった。 
 
  
124 
 
5.4 高須公民館の整備に伴う地域活動の拡大と地域住民による施設運営  
 
本項では高須公民館が新築され地域活動が活発化した第Ⅱ期以降について整理していく。 
 
（１）第Ⅱ期：高須公民館の整備による新たな地域の拠点化 
高須地区の公民館は，小学校に隣接していた旧高須村役場の建物を高須分館として使っ
ていた 22)頃に始まる。取手市の公民館については主に中学校区毎に配置され，一般的な市
直営の運営形態であることに対し，旧藤代町エリアの公民館については藤代町になる以前
の旧町村単位に配置されたものが現在も維持されている。 
旧藤代町の公民館は本館・分館制となっており，分館は地域住民による運営が行われてき
たという特徴がある。現在の高須公民館は高須分館を建て替えるかたちで，1954 年に「高
須コミュニティ農村集落センター」として竣工した。当初から現在の公民館と同様に地域住
民の交流・地域活動の拠点としての位置づけであったが，農村集落センター建設のための旧
自治省の補助金活用によって建設された 21) 24) 25)。かつては地域の冠婚葬祭の会場，地域の
こども文庫としても使用されていた 24)。 
 
（２）第Ⅲ～Ⅳ期：住民主体の公民館運営と近年の変化 
（２）－１．地元住民による館長と公民館運営委員会 
取手市との合併後も，旧藤代町エリアでは藤代公民館が中央公民館の役割を担っている。
藤代公民館には，市の職員が公民館担当者として配置され各公民館との連絡調整を行う。各
公民館の館長は市から委嘱を受ける形で地域住民から選出されているが，新住民の増えた
地区では地元に館長の担い手がおらず，市の職員が館長となった事例も出ている 26)。高須
公民館については現在 9 代目の館長がおり，他に市の非常勤職員一般職として雇用される
3 名の地元住民が交代で勤務している。 
公民館の運営については高須地区内の 6 区の区長による区長会，公民館で活動する団体
代表者，PTA 等の地域住民と公民館館長及び非常勤職員らで構成される高須公民館運営委
員会が組織されている。高須小学校が閉校となる以前は小学校の校長等の教員も名を連ね，
2007 年までは委員の数は 40 名以上，2018 年度は 28 名の委員がいる 8)。公民館運営委員
会では，毎年 7 つ程度の公民館事業の日程・概要の企画が行われ，各事業の詳細企画及び実
施を委員がグループに分かれて担っている。高須地区は他公民館と比較すると規模が小さ
く地域住民も少ないが，独自性のある事業を毎年継続して行っている 26)。 
高須公民館の運営のうち，草刈りや屋外の清掃については毎月 1 回のペースで区長会が
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持ち回りで行い，屋内の清掃については館長及び非常勤職員にて行われている。公民館の維
持管理活動が住民主体で行われているのは，旧藤代町エリアでも現在は高須公民館のみで
ある。地域の中にはこのように住民が公民館に関わり続けないと，高須公民館が廃止されて
しまうのではという危機感を持つ者もいるという 24)。実際，高須公民館を拠点として活動
している団体は現在 5 団体，他地区の団体の活動も受け入れているが，稼働率は約 12％と
市内公民館で最も低い 27)現状がある。 
 
（２）－２．イベント・年中行事を通した多様な主体との連携 
高須公民館一帯では小学校と公民館を中心として様々なイベント・年中行事が行われて
きた。かつて藤代町エリアにおける公民館では「四大イベント」と呼ばれるものがあり，春
の球技大会，盆踊り，秋の運動会，早春の文化祭（公民館祭り）がそれに当たる。しかし，
現在は文化祭以外のイベントは既に廃止されている。 
 一方，盆踊りが廃止されたことで 2007 年から始まったのが「高須フェスティバル」であ
り，毎年 100～200 名もの地域住民が集まる。お盆の時期，夕方から夜にかけて行われた盆
踊りと異なり，学校が夏休みに入った後の最初の日曜日の昼間に開催されるイベントであ
り，主に地域の子供たちの参加を促すような出店やゲーム・流しそうめんなどが行われてい
る。特に流しそうめんについては高須フェスティバルの開始当初から 10 年以上継続して行
われており，楽しみにしている住民が多いという。流しそうめんに使用する竹については，
地域住民の所有する竹林にて区長会を中心としたメンバーが伐採し，運搬し，組み立てて行
われる。 
 
（２）－３．公民館運営費に関する行政と地域の役割分担 
 各種イベントが廃止となったのは，参加者の減少等で運営側住民の負担が大きかったこ
とに加え，取手市との合併により藤代町当時と比べて公民館運営に関する予算が大幅に削
減され，継続が困難になったことが要因であるという 26)。現在，イベントに係る費用のう
ち一部謝礼金や賞品・消耗品購入については市で予算計上されている。一方，食糧費等の予
算計上されない費用や市の予算の不足分については，イベント参加費や住民からの寄付・ご
祝儀等を公民館運営委員会が管理し費用に充てている。なお，平常時の公民館運営に係る費
用は全て市の予算にて賄われている。 
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5.5 新たな主体との関係構築に伴う地域運営の変化 
 
 ⾼須公⺠館⼀帯では現在，社会福祉法⼈，環境系 NPO 法⼈，TAP 等，新たな主体の活動
が⾏われ始めている。中でも，2013 年から⾼須地区に拠点を構えた TAP が地元住⺠と他の
新たな主体との間を繋ぐ役割も担っているため，本項では第Ⅳ期における TAP と他の新た
な主体や地域との関係構築に伴うプロセスや地域運営の変化を整理する。 
 
（１）⾼須ハウス整備のプロセスと地域の反応 
 ⾼須ハウスは TAP のコア・プロジェクト「半農半芸」の拠点である。2011 年のプロジェ
クト開始時においては取⼿市内の別の地域で活動していた。2013 年度に新たな拠点を探し
たところ，取⼿市より TAP 事務局へ⾼須地区の旧農協事務棟が紹介された。既に⾼須地区
には環境系の NPO 法⼈や社会福祉法⼈が活動拠点を持っており，TAP が⼊ることで新た
な主体間及び公⺠館等の地元と連携し，地区の活性化を期待する意図があった 35)36)こと
が⽰唆されている。 
 ⾼須ハウスができるにあたり，区⻑会，⾼須公⺠館⻑，⾼須公⺠館運営委員会，取⼿市，
TAP 事務局同席のもと説明会が⾏われた。説明会では，TAP の活動に関して特に出席者か
らはネガティブな反応は出なかった 24)29)30)。元々，TAP は取⼿市で⾏われてきたプロジェ
クトであり，旧藤代町エリアの⾼須では馴染みが薄く，⾼須でどのような活動が⾏われるの
かよくわからなかった 24)という意⾒が確認された。⼀⽅，旧来の⾼須地区は住⺠同⼠の結
びつきが強く，外部の者を容易に受け⼊れない雰囲気があった 24)30)という。そのような地
区において，よく分からない主体が⼊ることに反対意⾒等が出なかったということは，かつ
ての地域の強い結びつきが失われてきていたとも読み取れる。 
 
（２）⾼須ハウスの運営の特徴と課題 
⾼須ハウスの建物については，農協と市が協定を結んでおり，農協から市が，市から TAP
事務局が借⽤し使⽤している。建物については外壁からの漏⽔や内部仕上げの劣化等，⽼朽
化が進んでいるが，農協にとっては事業上は不要な資産であり劣化の改修に投資する理由
を持ち合わせておらず，⼀⽅の TAP としては⾼須ハウスの⼤規模改修に投資する財源を確
保することは困難である。取⼿市としても，限られた予算の中での効率的な施設マネジメン
トが重要とされている現在，新たに⾼須ハウスに投資することは難しいという実態がある。
そのため，⾼須ハウスの運営にあたり現在の建物を使い続け，⾼須における中⻑期的ビジョ
ンを持ってプロジェクトを計画・実施していき難いという課題がある 29)。 
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旧農協を⾼須ハウスとして使⽤するにあたり，TAP 事務局及びアーティストが⽼朽化し
ていた建物をリノベーションし，アトリエやギャラリー，活動に必要な⽔回りの設備を整備
した。リノベーション費⽤や運⽤に係る光熱⽔費については TAP から⽀出されている。⾼
須ハウスの運営については取⼿市や⽂科省等による補助⾦が活⽤されているが，それらは
主にアート制作等に関するものであるため，活動に必要な場とはいえ建物の修繕費に充て
ることはできない。そこで，⾼須ハウス内部のアート作品については，壁の漏⽔跡補修を兼
ねた壁画や，階段の⼿摺を兼ねた彫刻等の制作に補助⾦を活⽤し，空間と⼀体化したアート
でありながら実質的な効果も発揮されるような運営上の⼯夫が確認された 29)。 
 
（３）TAP の活動を契機とした⾼須地区内の多主体の関係構築 
 ⾼須公⺠館⼀帯で活動する主体間の関係を図 5-4 に⽰す。TAP をはじめとする新たな主
体と地域住⺠との関わりは主に，1．⾼須ハウスができる以前から地域住⺠によって⾏われ
てきたイベントに新たな主体が参加することによる関わり，2．イベント以外の⽇常時にお
ける関わり，3．TAP の特徴を⽣かしたアート関連の活動を通した関わりの 3 つに整理する
ことができる。 
 
図 5-4 第Ⅳ期における関連主体の関係 
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（３）−１．イベントを通した新たな主体と地域との関わり 
盆踊りに代わり始まった⾼須フェスティバルには TAP，環境系 NPO，社会福祉法⼈も
協⼒している。2013 年に⾼須公⺠館の第 8 代館⻑が⾼須フェスティバルへの参加・出店を
持ちかけたことから始まり，TAP が間を繋ぐかたちで環境系 NPO や社会福祉法⼈も参加
することとなった。出店の内容については各団体の特徴を⽣かすものとなっており，TAP
は市内の中学校の美術部と連携したフェイスペインティングや敷地内で栽培しているブル
ーベリーを使⽤したドリンクの販売，環境系 NPO については搾油した油で揚げたポテ
ト，社会福祉法⼈については事業所で製造したパンやお菓⼦の販売等である。 
TAP らが参加する以前の⾼須フェスティバルについては，毎年殆ど同じ内容で実施され
ており形骸化していた部分もあった 30)というが，新たな主体が⼊ったことで，アートのワ
ークショップ等これまで⾼須地区に無かった体験が得られる点，近隣にありながら⾼須フ
ェスティバルとは接点が無かった中学校の参加が始まった点，形骸化していた部分に対し
て新たな視点からの改善意⾒が得られる点について，地元住⺠からは歓迎する意⾒が聞か
れた 30)。TAP が参加し始める以前，社会福祉法⼈の運営する障碍者福祉サービス事業所
が⾼須にできた際にも当時の公⺠館⻑よりフェスティバルへの参加依頼がなされ，1 度は
参加が実現したものの翌年以降継続しなかったという。その後 TAP を通じ改めて参加を
呼び掛けたところ，社会福祉法⼈の運営が安定し始めていたこともあり毎年の参加が実現
している。 
 ⾼須地区では古くから地域住⺠間の結びつきによってイベントや年中⾏事が継続されて
きた。近年では廃⽌されたものも多いが，盆踊りが形を変えて継続されている⾼須フェス
ティバルは地域にとっての⼤きなイベントであり，新たな主体が地域に⼊ると，まず⾼須
フェスティバルへの参加を促すということからも地域のコミュニティ形成と維持において
重要な場になっているといえる。 
 
（３）−２．⽇常における新たな主体と地域との関わり 
 TAP が⾼須ハウスで活動開始してから 5 年が経過し，現在では⽇常的に地元住⺠や公⺠
館等との関わりも⽣まれている。2017 年のアーティスト滞在プロジェクトをきっかけに地
元⼩学⽣が⽇常的に⾼須ハウスに遊びに来るようになり，アーティストとの交流が現在も
継続している 29)こと，アーティストの持つ道具や技術を⽣かして地区のゴミ集積カゴ作成
や公⺠館の破損修繕が⾏われた 29)こと等が確認された。また，現在の⾼須地区には商店や
公共交通が無く，2013 年からスーパーの移動販売が週 2 ⽇間⾼須公⺠館に来ており，買い
物も地域との交流の場となっているという。 
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 半農半芸の⼀環として，⾼須ハウスの敷地内にある既存花壇でブルーベリーの栽培，⾼
須公⺠館⼀帯の向い側にある農地で綿花や野菜の栽培が⾏われている。ブルーベリーにつ
いてはオリジナルのインクを作る，⾷材として遊びに来た⼩学⽣と実を摘む，⾼須フェス
ティバルで実を使ったドリンクを提供する，更には⾼須ハウスのパンフレットにブルーベ
リーのイラストが描かれる等，⾼須ハウスでの TAP の活動全般に活かされている。 
綿花や野菜の栽培については，農地を所有する住⺠から申し出があり 2015 年から共同
耕作という形で活動が⾏われている。⾼須ハウスで活動するアーティスト達の様⼦が地域
住⺠の⽬に触れる機会が増え，野菜の栽培に関するアドバイスや苗の提供を受ける等の交
流が⽣まれている 29)。地域の空間を活かし農という住⺠に馴染みの深い接点を持ったこと
が，アートだけでは交流を持ちにくい住⺠との間の関係構築に寄与していると考えられ
る。 
更に，新たな主体の TAP・社会福祉法⼈・環境系 NPO との間にも連携がみられる。社
会福祉法⼈の活動ではパンやお菓⼦の製作が⾏われていることから，半農半芸プロジェク
トの⼀つである⾷堂でそのパンを仕⼊れて提供する，TAP のアーティストが環境系 NPO
の商品ラベルのデザインを⾏いラベル貼り作業を社会福祉法⼈で⾏う等，相互の特徴を⽣
かした連携が模索されている 29)。 
 
（３）−３．アート関連活動を通した新たな主体と地域の関わり 
 ⾼須ハウスでは活動内容の地元への発信として，2016 年よりかわら版 9)を作成してお
り，2018 年 8 ⽉現在までに 19 回発⾏している。⽉ 1 回⾏われる⾼須地区の区⻑会会議へ
出席する際に印刷したかわら版を持参することで，各地区の回覧版と共に地区内へ配布し
ている。内容としては滞在しているアーティストの紹介やイベント告知，アート制作に関
する材料提供の呼びかけ等であり，内容によって異なる年齢・職業の住⺠が反応を⽰すと
いう 29)。 
 アートのワークショップに参加した地元住⺠との交流をきっかけに，新たな活動も⽣ま
れた。⾼須地区や近隣市に住む主婦の活動グループ「ひだまりのまちプロジェクト 31)（以
下，ひだまりと記載）」と TAP が連携し，マルシェを 2016 年から毎年⾼須ハウスを中⼼
とした公⺠館⼀帯の屋内外で開催しており，2016 年には 300 名以上，2017 年には 500 名
以上もの来場者を集めている。連携における役割分担としては，出店者選定についてはひ
だまりが担い，⼀⽅の TAP はチラシ作成，会場デザイン及びセッティングに加え，パー
トナーアーティストの中から現代舞踊のグループを選定しマルシェとアートのコラボレー
ションを実現させた。マルシェの際，⾼須公⺠館では出店者及び出演者の休憩所，⼦連れ
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の来場者⽤のオムツ交換スペース，マルシェで提供する⾷事の調理等，施設の⽴地と特徴
を⽣かした連携が⾏われた。ひだまりとの連携はマルシェ以外にも発展しており，ひだま
りの主催するワークショップ会場として⾼須ハウスを提供する，⾼須ハウスでのイベント
へのひだまりのメンバーの参加等が継続している。ひだまりはアートの専⾨ではないグル
ープであるものの，TAP と価値観を共有し相互の連携だけでなく地域との関わりを構築で
きている点において貴重な存在となっている 9)29)。 
 
 （４）新たな主体の活動の展開に伴う地域運営の変化 
 従来，⾼須地区は住⺠同⼠の強固な関係から，外部の者を容易には受け⼊れない地区で
あったというが，現在では住⺠が TAP をはじめ新たな主体に対して積極的に地域の重要
なイベントへの参加を求め，新たな活動や体験を楽しむ様⼦が確認された 30)。また 2018
年度からは⾼須公⺠館運営委員会に TAP も参加している。公⺠館運営委員会は，実質的
には公⺠館にとどまらず⾼須地区の運営を担っており，その⼀員として新たな主体が参画
することは今後の地域運営において⼤きな意義を持つ。社会福祉法⼈及び環境系 NPO と
地元住⺠を繋ぐ役割をしている TAP がまず参加することで，今後更に他団体も地域運営
に加わる契機となることが期待されている。TAP が⾼須で活動を開始して 5 年が経過し，
お客様的存在としてイベントへの参加が求められていた状態から，共に地域を運営する仲
間として受け⼊れられたことの表れであると考えられる。更に 2018 年 8 ⽉，区⻑会会議
へ TAP・社会福祉法⼈・環境系 NPO の 3 団体が招かれ，今後の地域運営における連携に
ついての最初の話合いが⾏われた 32)。地域運営を担う住⺠側が新たな主体を受け⼊れ，連
携が深まっていく様⼦が確認できる。 
TAP の活動ではかわら版やマルシェ等，地域との関係構築を主眼にしたものが⾒られる
ようになり，社会福祉法⼈も⾼須地区の地域住⺠との積極的な関わりが始まっている。施
設の⼀部を地域住⺠へ開放し地域の居場所づくりに寄与するサロンの定期開催や，学校の
⻑期休暇中の⼦供たちへの昼⾷提供等が⾏われている 33)。ここでは，新たな主体の活動内
容や地域住⺠との関わり⽅に関する位置づけの変化が表れているといえる。 
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5.6 公共施設を拠点とした多主体の連携と地域運営 
 
本章では⾼須公⺠館⼀帯の調査を踏まえ，複数の公共施設が⽴地し地域の拠点となって
きた⼀帯の空間の変容と，それと共に変遷してきた地域運営について整理し，関連する多主
体の活動の実態とそれぞれの活動を通した連携，それらが地域運営にもたらした変化につ
いて明らかにした。 
第 1 章で設定した PSFM の分析のフレーム①空間の観点，②アクティビティの観点，③
地域運営の観点，④継続性の観点，に基づき，多主体の活動の連携と地域運営の観点から，
コンヴィヴィアルなパブリックスペースのマネジメントの在り⽅に関して考察を⾏う。 
  
132 
 
5.6.1 空間の観点 
 
分析のフレーム ①空間の観点 
PSFM の⽬標 
(本章と関連が強い項⽬：
⿊⾊，関連が弱い項⽬：灰
⾊で表記) 
1．環境維持・改善，2．景観向上，3．防災・減災，4．⽣理・
⼼理，5．建築・都市機能の補完・拡張，6．空間接続，7．都市
の回遊性創出，8．アメニティ表出 
 
多様な活動と連携の場となるパブリックスペースの維持 
⾼須のような郊外における公共施設は，地域の貴重なパブリックスペースである。⾼須で
は複数の公共施設が⼀帯のまとまった敷地に集まっており，敷地境界で空間が区切られて
いないことから，各施設の屋内外の空間の特徴及び⼀体的なパブリックスペースとしての
拡がりを活かしたイベントや年中⾏事が多主体の連携により⾏われていた。…関連する
PSFM の⽬標【5．建築・都市の機能の補完・拡張】 
また，パブリックスペースに地元の⼈々を引き込むきっかけになり得るブルーベリーの
栽培やスーパーの移動販売，アートの展⽰等があり，住⺠同⼠や新たな主体を交えた交流や
⽇常の愉しみが発⽣していた。 …関連する PSFM の⽬標【6．空間接続】 
公共施設の敷地内に様々な活動が可能な広さを持った空間を確保できることは郊外にお
ける特徴でもある。その空間を活かす植栽やファニチャー等の装置，囲障等の素材や配置，
イベントの企画等によって多様な活動が展開されることが共愉を⽣み，多様な⼈々がパブ
リックスペースに集うきっかけとなることが⾃⽴共⽣的な地域の運営にもつながると考え
られる。…関連する PSFM の⽬標【5．建築・都市の機能の補完・拡張】 
 
地域におけるパブリックスペースの役割を⾒据えた⽅向性検討 
⾼須公⺠館は利⽤率が低く，公共施設の効率的な再配置が求められる現在においてはこ
の数字だけを⾒ると存続の有無を検討する必要性があるといえる。しかしながら，⼩学校が
閉校となり⾼須公⺠館が地区で唯⼀の公共施設であること，住⺠は少ないものの独⾃性の
ある公⺠館事業や新たな主体と連携した活動が⼀帯のパブリックスペース及び⺠地を関連
づけながら⾏われていること，⾼須公⺠館⼀帯が古くから地区の拠点としての機能を担っ
てきたこと等を鑑みると，現在の場所に公共施設を含むパブリックスペースが存続するこ
との意義は⼤きい。…関連する PSFM の⽬標【5．建築・都市の機能の補完・拡張】 
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5.6.2 アクティビティの観点 
 
分析のフレーム ②アクティビティの観点 
PSFM の⽬標 
(本章と関連が強い項⽬：
⿊⾊，関連が弱い項⽬：灰
⾊で表記) 
1．必要活動，2．任意活動，3．社会活動，4．⾔論表現活動，5．
ハレの活動  
 
まず，アクティビティの発⽣状況を表 5−に整理する。 
 
表 5-5 アクティビティの発⽣状況 
 
⺠間敷地のパブリックスペース化 
⾼須公⺠館⼀帯には複数の公共施設と⺠間の施設が隣接して⽴地しているが，敷地境界
で空間が区切られていないことから，各施設の屋内外の空間の特徴及び⼀体的なパブリッ
クスペースとしての拡がりを活かした年中⾏事やイベントが多主体の連携により⾏われて
きた。…関連する PSFM の⽬標【3．社会活動】【5．ハレの活動】 
⼀⽅でパブリックスペースにおける活動主体の減少や活動に係る費⽤⾯の問題から，活
動の多様性や主体間の連携が乏しくなった時期もあった。その後，TAP や社会福祉法⼈等
の新たな主体によってパブリックスペースに再び地元の⼈々を引き込むきっかけになり得
るブルーベリーの栽培やアートの展⽰，⼿芸サロン等が⾏われていた。パブリックスペース
における植栽や囲障の選定・配置，空間の特徴を活かしたイベントの企画等が多様な活動を
誘発し，多様な⼈々がパブリックスペースに集うきっかけとなっているといえる。…関連す
る PSFM の⽬標【3．社会活動】【4．⾔論表現活動】【5．ハレの活動】 
加えて，TAP が⾼須ハウスに隣接する農地で地元住⺠と共同耕作を始めたことで，地域
の⽬に触れる機会が増え，次第に他の住⺠らと TAP の間に交流が⽣まれたことが確認され
活動 発⽣している活動，（ ）内はかつて発⽣していた活動
1．必要活動 通り抜け，
2．任意活動 移動販売での⾷料購⼊，アート製作，野菜やブルーベリーの⼿⼊れ，
3．社会活動
植栽の維持管理，清掃活動，畑の共同耕作，野菜栽培へのアドバイス，野菜の苗交換，
ペタンク⼤会，⼿⼯芸サロン，リハビリ体操，忘年会，サークル活動，移動販売を待つ
時間の交流，イベント参加者同⼠の交流，同年代の⼦供を持つ親同⼠の交流，等
4．⾔論表現活動 アートの展⽰，アートのワークショップ
5．ハレの活動 ⾼須フェスティバル，ワークショップ，マルシェ，（盆踊り，運動会，）
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た。新たな主体に理解を持つ住⺠が活動の場を提供したことを発端に，他の住⺠にも公的な
活動に関与する機会が広がった。また，TAP にとってはアートと地域を結びつける空間を
得たことで，活動の公共性が向上したとも捉えられる。所謂公共施設だけでなく⺠地もパブ
リックスペースになり得ることを地域住⺠が認識することで，次の活動の展開にもつなが
ることが期待できると考えられる。…関連する PSFM の⽬標【2．任意活動】【3．社会活動】
【4．⾔論表現活動】 
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5.6.3 地域運営の観点 
 
分析のフレーム ③地域運営の観点 
PSFM の⽬標 
(本章と関連が強い項⽬：
⿊⾊，関連が弱い項⽬：灰
⾊で表記) 
1．歴史⽂化伝承，2．経済性向上，3．防災・減災，4．レクリ
エーション・にぎわい，5．コミュニティ形成  
 
地元住⺠による施設の運営の延⻑線としての地域運営 
 ⾼須公⺠館には公⺠館⻑を筆頭に，公⺠館利⽤団体の代表や PTA 等，地域住⺠で組織さ
れた「公⺠館運営委員会」があり，この委員会が実質的には⾼須地区の運営を担ってきたこ
とが明らかになった。そして，近年は地域に⼊った新たな主体がこの委員会の委員として加
わったことで，地域運営の担い⼿の多様性向上，地域住⺠と新たな主体の関係構築につなが
り，公⺠館という施設運営にとどまらず，地域運営の組織としての機能が⾼まっているとい
える。…関連する PSFM の⽬標【5．コミュニティ形成】 
 
近接する⺠地への活動展開と情報発信 
⾼須地区においては，⾼須ハウスが設置された当初は全く TAP の活動に馴染みが無く，
ネガティブな反応こそ出なかったもののほとんどの地元住⺠は無関⼼であったという実態
が確認された。しかしながら，TAP によりかわら版を通して継続的な情報発信が⾏われて
いることや，隣接する農地で地元住⺠と共同耕作を⾏い始めたことで，地域の⽬に触れる機
会が増え，次第に交流が⽣まれたという実態が確認された。…関連する PSFM の⽬標【5．
コミュニティ形成】 
地域に新たに⼊る主体の活動については，パブリックスペースを拠点としながらも周辺
への情報発信とそこに近接する⺠地への展開を併せて⾏うことで，地域の住⺠と接触する
機会を増やし，共愉の発⽣する可能性・共⽣の実現する可能性を⾼めることができると考え
られる。 
 
地域の⽣業や歴史を踏まえたパブリックスペースの機能設定 
⾼須地区においては，明治期から⼩学校が置かれた敷地を拡張・分割しながら⼀帯のパブ
リックスペースが形成された。パブリックスペースの機能としては地域の⽣業である「農」
と，幼稚園による就学前教育から現在の公⺠館における⽣涯学習に⾄るまでの「教育」の接
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点として存在し続けてきたことに加え，最近では TAP という新たな主体によって半農半芸
というプロジェクトがもたらされた。地元住⺠にとって「芸（アート）」の部分は関⼼が薄
い或いは馴染みが無いものの，「農」については馴染み深く，経験や知識を有する住⺠も多
いため，地域にとっての新しいことと馴染みのあることの双⽅があることで受け⼊れられ
易かったのではないかと推察できる。また，⼀体の空間では 5.6.2 アクティビティの観点で
も述べたように，年中⾏事やイベントが多主体の連携により⾏われてきた。学校が閉校とな
り「教育」の機能が⼀部失われた後も，公⺠館や新たな主体により地域のコミュニティの維
持に寄与するイベントが形を変えながら継続されている。…関連する PSFM の⽬標【1．歴
史⽂化伝承】【4．レクリエーション・にぎわい】【5．コミュニティ形成】 
このことから郊外の⽣活における共愉や⾃⽴共⽣を⾼めるためには，多様な世代の地元
住⺠はもとより多様な主体が関与すること，地域の歴史や⽣業との関係をつなぐことが可
能となるような機能をパブリックスペースに付与し，地域の拠点として設定することが重
要であると考えられる。 
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5.6.4 継続性の観点 
 
分析のフレーム ④継続性の観点 
PSFM の⽬標 
(本章と関連が強い項⽬：
⿊⾊，関連が弱い項⽬：灰
⾊で表記) 
1．歴史⽂化伝承，2．経済性向上，3．防災・減災，4．コミュ
ニティ形成 
 
新たな主体を含めた地域と⾏政の役割分担とパブリックスペースの存在意義の認識共有 
⾼須公⺠館⼀帯の運営においては，公⺠館の代々の館⻑が地元から選出されている点，新
たな主体を加えた地元住⺠で構成される公⺠館運営委員会による運営が継続して⾏われて
いる点に⼤きな特徴がある。また，公⺠館⾃体の稼働率は低い⼀⽅で，公⺠館⼀帯の⺠間の
施設・敷地でも公共的・地域貢献的な活動が展開されていた点も特徴的である。マネジメン
トの観点から公共施設の効率化が重要視される現在において，最低限の費⽤やマンパワー
での管理運営により公共サービスの質低下が懸念される事例も多い。それに対して⾼須公
⺠館⼀帯では，パブリックスペースで⾏われる活動や施設の運営に携わるメンバー及び空
間の供出を⾏政に頼らず，住⺠主体で⾏われていた。パブリックスペースの存在意義に関す
る認識が，新たな主体も含めた地域全体で共有化されているといえる。…関連する PSFM
の⽬標【2．経済性向上】【4．コミュニティ形成】 
 
⾃治体の部局間での施策的ニーズ共有による資産活⽤ 
ここで⾏政が果たしていた重要な役割は，公共的な・地域貢献につながる活動を⾏うこと
に意義を持つ複数の主体の当⾯の活動の場として TAP，環境系 NPO，社会福祉法⼈等の新
たな主体に公共施設を提供し，新たに地域と結びつけたということである。しかし，⼀⽅で
活⽤している公共施設は市からの貸与という形態であり，貸与期間の後の中⻑期的な施設
活⽤の⽅向性が明確化されていないことから，借⽤側の新たな主体としては活動の中⻑期
的なビジョンの策定が困難であるという課題がある。…関連する PSFM の⽬標【2．経済性
向上】 
 
近接する⺠地への活動展開と情報発信による⺠地の活⽤促進 
今後の公共施設のマネジメントを鑑みると，⾏政の所有・管理する狭義の公共施設だけで
なく⺠間の施設や敷地を含めた空間を，住⺠⾃らがパブリックスペースとして使い・維持し
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ていくことを⽬指した地域と⾏政の役割分担が重要であるといえる。⾼須地区では，畑の共
同耕作やかわら版の回覧を通して，近接する⺠地への活動展開と情報発信による⺠地の活
⽤促進がなされていることが明らかになった。…関連する PSFM の⽬標【2．経済性向上】
【4．コミュニティ形成】  
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第 6 章 都市公園と公共施設の隣接事例にみるマネジメントと空間の在り方によるコン
ヴィヴィアリティの拡がり 
 
6.1 研究の枠組み 
6.1.1 本章の背景と目的 
 
第 5 章では， 複数の公共施設が隣接する事例に着⽬し，パブリックスペースが連続している
空間の特徴や，そこで展開されている多様な主体の活動の連携が地域運営に結びつきコンヴィ
ヴィアリティをもたらしていることについて考察を⾏った。 
⼀⽅，我が国における公共施設の⽴地としては都市公園内に⽴地する，或いは都市公園に隣接
するという特徴を持つ事例も多く存在する。都市公園については，それ⾃体が緑のパブリックス
ペースとしての機能を果たすだけでなく，隣接する河川や道路，公共施設等と連携して⼀帯に良
好な都市空間を形成すると共に，市⺠や⺠間事業者等との連携・協働によるマネジメントを強化
し都市公園のストックを⼀層利活⽤していくことが求められている 1)。都市公園と様々な施設と
の連携⽅策としては，1．都市公園の中に施設を設置，2．都市公園に隣接する施設との⼀体的な
利⽤を想定した公園整備，3．隣接する施設との⼀体的な整備・管理運営の実施等の⽅法がある
2)。⼀⽅，多くの公共施設の屋外空間は建築と囲障との間の「外構」とされ積極的に利活⽤され
ない傾向にあり，膨⼤な空間ストックがあるものの，都市のパブリックスペースとして賑わい，
交流，憩い等の機能に乏しいものが少なくない。 
そこで，本章では多主体と連携したマネジメント強化により都市公園と公共施設のストック
効果を⾼めるという観点からこれらの隣接事例に着⽬し，計画から運⽤段階までのマネジメン
トの実態を明らかにすると共に，利活⽤を促進するマネジメントの特徴及びそれを実践する空
間の在り⽅について考察することを⽬的とする。  
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6.1.2 研究の対象と方法 
 
本章の構成を図 6-1 に⽰す。本章で対象とする「武蔵野市⽴ ひと・まち・情報創造館 武蔵野
プレイス（以下，武蔵野プレイスと記載）」及び隣接する「武蔵野市⽴境南ふれあい広場公園（以
下，公園と記載）」は，都市公園と様々な施設との連携⽅策の中でも，近年着⽬されている前述
の「3．隣接する施設との⼀体的な整備・管理運営の実施」の事例 2)である。武蔵野プレイス（敷
地⾯積 2166.20 ㎡，延床⾯積 9809.76 ㎡，地上 4 階地下 3 階）及び公園（2162.10 ㎡）は JR 武
蔵境駅の南⼝に⾯し，農⽔省の⾷料倉庫跡地に武蔵野市の市街地活性化事業として計画され，
2011 年 1 ⽉に竣⼯，7 ⽉にオープンした。武蔵野プレイスと公園及び周辺の様⼦を図 6-2 に⽰
す。 
武蔵野プレイスは，2011 年度末に閉館した武蔵野市⽴⻄武図書館を引き継いだ図書館機能に
加え⽣涯学習⽀援，市⺠活動⽀援，⻘少年活動⽀援の機能とカフェを併せ持った施設である（表
6-1，図 6-3）。⼀⽅の公園は武蔵野市唯⼀の駅前商業地域に整備された公園であり，周囲にはフ
ェンス等は無く沿道や武蔵境駅ビルの歩⾏空間と連続性のある空間となっている。多くの既存
樹⽊を活かした中⾼⽊が緑陰を形成し多数のベンチが配置されている。また，公園中央部には
様々なイベントで活⽤できる芝⽣広場が設けられている。 
 
 
 
図 6-1 本章の構成 
 
144 
 
 
図 6-2 敷地周辺図 
 
表 6-1 武蔵野プレイス及び公園の概要 
 
 
 
 
 
概要 武蔵野プレイス 公園
所在地
竣⼯年度
設置者
⽤途地域
防⽕地域
敷地⾯積 2166.20㎡ 2162.10㎡
建築⾯積 1571.47㎡ -
延床⾯積 9809.76㎡ -
階数 地上4階・地下3階 -
最⾼⾼さ GL+19.9m -
構造 SRC造、RC造 -
武蔵野市境南町2丁⽬3番地
商業地域
防⽕地域
2010
武蔵野市
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図 6-3 武蔵野プレイスのフロア構成 
（出典：武蔵野プレイス公式 HP http://www.musashino.or.jp/place/_1203.html） 
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⽂献調査 3)~13)及び聞き取り調査，質問紙調査，観察調査を⾏い（表 6-2），（1）対象地及び周
辺地域の計画段階から現在までの変遷過程を整理し，武蔵野プレイスと公園の連携に関する状
況を把握し，周辺地域にもたらした影響を明らかにする（6.2）。（2）マネジメントにおける官⺠
の組織の活動内容と空間の利活⽤状況を整理し，連携に関する特徴と課題を把握する（6.3，6.4）。 
本研究において「マネジメント」の⽤語は既往の研究 14)を参考に，研究対象の計画・設計段階
から整備実施及び現在の維持管理・活⽤に関する主体の組織的取組みを⽰し，「連携」の⽤語は
研究対象に関わる主体がその活動において他の主体と情報を共有し協⼒してマネジメントを進
めることを⽰す概念として使⽤する。 
表 6-2 研究⽅法 
⽅法 調査時期
2015.6-8
2015.6-8
2015.6-8
2015.6-8
2015.6-8
2015.6-8
2015.6-8
2015.6-8
2015.6-8
2017.7
2017.9
2015.6.11
2015.7.24
2015.7.24
2015.8.4
2016.10,7
2017.6.8
2017.6.21
2017.8.24
2017.9.7
質問紙調査 2016.8.25
⽅法 調査⽇ 時間 イベント名
2014.12.7 16:00-17:30 なし（平常利⽤）
2015.6.7 11:00-19:00 なし（平常利⽤）
2015.6.11 14:30-17:30 なし（平常利⽤）
2015.7.19 15:00-18:00 なし（平常利⽤）
2016.10.10 15:00-16:30 ⻘空おはなし会(絵本読み聞かせイベント)
2016.10.13 15:00-16:00 なし（平常利⽤）
2016.12.11 17:00-19:30 ⼤⼈のための天⽂学⼊⾨講座
2017.6.8 11:00-17:00 なし（平常利⽤）
2017.6.9 11:30-15:30 なし（平常利⽤）
2017.6.17 11:00-12:00 芝⽣植付けイベント”芝⽣を元気に！”
2017.6.27 15:30-17:00 なし（平常利⽤）
2017.7.16 10:30-12:00 さかいマルシェ
2017.7.29 15:00-16:30 ⻘少年サマーライブ
2017.8.9 13:00-18:00 境南盆踊り
2017.8.19 17:00-17:30 さかい夜市2017
2017.8.24 15:00-17:00 なし（平常利⽤）
㈱JR中央ラインモール 業務推進本部
対象
(公財)武蔵野⽣涯学習振興事業団
(公財)武蔵野⽣涯学習振興事業団
（仮称）武蔵野プレイス基本設計修正版
プレイス年報（2011〜2016年度）
フリーペーパー iisakai vol.1,2,3,8,9,10,11,15,21
武蔵境活性化委員会
（仮称）武蔵野プレイス基本設計概要版
聞取調査
さかいマルシェ出店者
観察調査
武蔵野市議会農⽔省跡地利⽤計画検討特別委員会報告書
新公共施設基本計画策定委員会 これまでの議論まとめ
新公共施設基本計画策定委員会報告書
農⽔省跡地利⽤施設建設基本計画策定委員会最終報告書
武蔵野プレイス（仮称）専⾨家会議 議事録
武蔵野プレイス（仮称）専⾨家会議報告書
武蔵野プレイス（仮称）管理運営基本⽅針
⽂献調査
武蔵野市環境部緑のまち推進課
武蔵野市環境部緑のまち推進課
武蔵野市財務部施設課
(公財)武蔵野⽣涯学習振興事業団
(公財)武蔵野⽣涯学習振興事業団
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6.1.3 既往研究 
 
パブリックスペースのマネジメントにおける官⺠多主体の連携の側⾯に関しては，歩⾏者専
⽤道路のマネジメントや利活⽤について⻑期間にわたる変遷を整理した研究 14)15)，⼤学と地域
の連携による地域まちづくり主体の活動を分析した研究 16)，⼤学キャンパスと公園の⼀体的整
備に関する研究 17)がある。また公共施設及び公園については近年のストック活⽤の流れを受け，
⾃治体におけるファシリティマネジメント（FM）の重要性が⾼まり，主に公共施設の再編・再
整備に関する研究 18)や，利活⽤に関する研究 19)がなされている。しかし⾃治体所有の公共施設
と⼟地やインフラのマネジメントにおける連携について論じた研究は殆どみられず，それらを
⾃治体の資産として総合的な視点でマネジメントを⾏う必要性について論じた研究 20)があるが，
具体的な事例の分析を通したマネジメントにおける連携⽅法等に関する研究の蓄積は薄い。美
術館や図書館，体育館等の公共施設が公園の中や隣接地に⽴地する事例は多いが，障壁の存在や
建物バックヤードの位置等，景観⾯・利⽤⾯共に問題があるにも関わらず，公共施設と公園を対
象とし，マネジメントの連携について論じた研究は殆どみられない。 
武蔵野プレイスについては，まちの活性化の観点から論じた⽂献 21)，利⽤⾏動の観点から施
設機能を類型化した研究 22)がある。マネジメントの観点からは指定管理者による管理運営に関
して論じた⽂献 23)24)があるが，いずれも隣接する公園に関する記述は薄く武蔵野プレイスと公
園の関係や連携に関する研究はみられない。 
本研究はこれまで⾏政が縦割りの組織体制により計画・整備・運⽤してきた公共施設及び公園
とは異なり，多主体の連携でマネジメントされてきた事例に着⽬し変遷と現状を明らかにする
点で，既往の研究を発展させる独⾃性を有すると共に，公共施設と公園 
についてパブリックスペースとしての利活⽤を志向するマネジメントに関する考察を⾏う研究
として意義を持つものと位置づけられる。 
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6.2 周辺地域の変遷と武蔵野プレイス及び公園の事業経過 
 
 武蔵境地域における都市整備の概要・変遷と，武蔵野プレイスと公園の事業経過を整理した
（図 6-4，表 6-3）。事業経過は条件整理期と計画・設計期，整備期，運⽤期に分けられる。 
 
図 6-4 武蔵境地域の主な都市整備事業 25)26） 
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表 6-3 周辺地域の変遷と武蔵野プレイス・公園の事業経過 
 
 
 
  
主
体
区
分
／年
度
市 全 体 武 蔵 境
上 位 計 画 で の
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報 告 書 ・
基 本 計 画 等
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条
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整
理
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～
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≪
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備
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10
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用
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武 蔵 野 市
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20
00
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05
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計
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・
設
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蔵
境
駅
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政
全
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園
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地
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計
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イ
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地
利
用
施
設
建
設
基
本
計
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家
会
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野
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イ
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線
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舎
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施
設
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ぽ
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〇
19
73
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書
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◇
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計
画
▼
東
京
食
糧
事
務
所
長
に
農
水
省
食
糧
倉
庫
払
下
げ
の
要
望
書
提
出
▼
東
京
都
知
事
に
「東
京
都
長
期
計
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▽
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▼
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超 ◎
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◎
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超 ◎
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超
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▽
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境
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〇
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／
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計
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／
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ス
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報
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に
作
成
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（１）周辺地域の変遷における多主体の関わりと現況 
武蔵野プレイスと公園の他にも都市再⽣整備計画等により鉄道連続⽴体交差化に合わせた都
市基盤整備が⾏われ，主に JR グループと武蔵野市，まちづくり関連団体との連携が寄与してい
る。武蔵境地域は武蔵境駅の南北が線路により分断され，南北⽅向の⼈の移動は制限されていた
が，2009 年鉄道⾼架化完了によりその分断が解消され，その 2 年後に武蔵野プレイス及び公園
がオープンした。施設規模の⾒直し 27)等により計画開始以来オープンまで 38 年間を要したが，
鉄道⾼架化による南北分断解消後にオープンしたことで，鉄道利⽤で訪れる周辺地域からの利
⽤者は元より，武蔵境地域南北の住⺠が平等に利⽤できる施設となった 28)。 
鉄道⾼架化と合わせ武蔵野市では南北駅前広場の整備が⾏われ，駅と駅前広場⼀体の「地域
の顔」づくりに取り組んだ。⾼架化完了後には JR 東⽇本による⾼架下活⽤事業として商業施
設等によるモール「ののみち」及び⾼架下の歩⾏空間の整備が進められた。⾼架下活⽤事業の
コンセプトは「街の回遊や交流を促進する」ことであり，その対応として武蔵野市による歩道
（市道）と JR 東⽇本による⾼架下歩道を⼀体的に整備し歩⾏空間を確保したこと，地域の⾃
⽣植物によるコミュニティガーデン（図 6-5）を設け住⺠参加の植替えワークショップを⾏え
るようにしたこと，地域の名所や歴史を紹介するサイン（図 6-6）等を設置していることが確
認された 29)。 
 
図 6-5（左）⾼架下のコミュニティガーデンの様⼦ 
図 6-6（右）地域の名所や歴史を紹介するサイン 
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なお⾼架下には新たに JR グループ整備の「憩いの広場」約 350 ㎡と武蔵野市整備の「遊び
の広場」約 200 ㎡を合わせ，鉄道をテーマとした都市公園「ぽっぽ公園」が整備され（図 6-
7，図 6-8），2017 年 4 ⽉に供⽤開始された。JR グループと市の連携の体制が継続していると
いえる 30)。また，JR グループにおいては後述の武蔵境活性化委員会（以下，活性化委員会と記
載）や武蔵境駅舎広場街づくり協議会に参加し，周辺地域の住⺠及び事業者と⾼架化事業を始
め⾼架化後の開発の将来計画において周辺地域との連携が図られている。JR グループと武蔵野
プレイス・公園のマネジメントとの連携については公園を会場として JR グループ主催のイベ
ントを開催する，イベントチラシを武蔵野プレイスに配架する等が確認された。 
  
図 6-7 ぽっぽ公園 配置図 
（出典：東⽇本旅客鉄道株式会社⼋王⼦⽀社，㈱JR 中央ラインモール
https://www.jreast.co.jp/hachioji/info/20170309/20170309_info3.pdf より） 
図 6-8 ぽっぽ公園の様⼦ 
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また，武蔵野プレイス・公園オープンの翌年に市が実施した来街者調査 31)によると，ほぼ半数
が直近の 2 年間で武蔵境を訪れる機会が増えたと回答しており，武蔵境での利⽤施設では，⼤⼿
流通系百貨店（46.4％）に次いで武蔵野プレイス（32.0％）が 2 番⽬に多く，平⽇昼間だけを⾒
れば武蔵野プレイス（51.5％）が百貨店（50.3％）を上回っている。  
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（２）計画・設計期における施設と公園の連携の位置づけ 
武蔵野プレイス及び公園の計画段階の基本計画等により，両施設の連携に関する事項を把握
した（表 6-4）。結果，武蔵野プレイスと公園の連携に関する内容（13 件）だけでなく，それら
とまちとの関わりについての記述も多く⾒られた（12 件）。また，複数の記載に共通していた利
活⽤に関する表現を分類したところ，「緑」「⼀体的整備」「⼀体的利⽤」「⼀体的管理」「⼈が集
まる・交流・にぎわい等」「街のシンボル」「まちづくり」が多くみられた。但し「⼀体的」とい
う語については，その前後の⽂脈によって「整備」「利⽤」「管理」のいずれに関わる内容かを読
み解き，分類した。最も多い記述は「⼀体的利⽤（16 件）」であり，「カフェを公園側のテラス
に延⻑」「イベント時に建物と公園を⼀体的に利⽤」「建物内部のラウンジと連続する緑陰読書ス
ペース」等の⽂章に加え概念図やパースで具体的なイメージが記載されている（図 6-9）。 
 
 
図 6-9 武蔵野プレイス及び公園の⼀体的な利⽤を想定したパース 
（出典：武蔵野プレイス（仮称）専⾨家会議 最終報告書（2007 年 3 ⽉）より） 
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表 6-4 基本計画等による武蔵野プレイスと公園の連携の位置付 
 
武
蔵
野
プ
レ
イ
ス
公
園
ま
ち 緑
⼀
体
的
整
備
⼀
体
的
利
⽤
⼀
体
的
管
理
交
流
・
に
ぎ
わ
い
等
街
の
シ
ン
ボ
ル
ま
ち
づ
く
り
〇 〇 〇 ■ ■ 利⽤形態としては、約半分の敷地に施設を建設。残る半分については、武蔵境駅南⼝広場との連携を念頭に⼊れ、⼤勢の市⺠が活⽤できる緑の⽣い茂る都市公園的なものが望まれる
〇 〇 〇 ■ ■ 施設のコンセプトは「知」「希望」「ふれあい」「交流」「緑」
〇 〇 〇 ■ ■ ■ 街のシンボルとなり買い物や散歩をはじめ、祭りやイベントなどで⼈がたくさん集まる駅前の緑豊かな広場公園を整備
〇 〇 〇 ■ 農⽔省⾷糧倉庫跡地は新しく⽣まれ変わる武蔵境にまちづくりの拠点として、全市的な、更には広域的なニーズに対応する利⽤・活⽤が求められる
〇 〇 〇 ■ ■ ■
⾃然との調和を図る―⾃然の多様性、緑の環境価値を重視した施設、北側の都市計画公園と⼀体的な整備、既存⼤⽊を
活かす、可能な限り緑を配置する、北側の公園と⼀体化した緑に囲まれたシンボル的空間を駅前に形成し、武蔵境駅周
辺に⾃然あふれる都市環境を創出する
〇 〇 〇 ■ ■ 「場所」を活かす―様々な⼈々が気軽に訪れて利⽤し交流できる施設、武蔵境駅周辺のまちづくりの⼀環として考え⼈や情報が集まる駅を中⼼としたにぎわいのある駅前空間の拠点
〇 〇 〇 ■ ■ 新しい公共施設は公園に隣接しているメリットを最⼤限活⽤し、公園があることによって、施設がより魅⼒あるものとなるよう、公園との⼀体化を図る
〇 〇 〇 ■ ■ ■ 公園の緑と敷地内の緑を融合させる、エントランスを公園に向けて配置し利⽤者が公園を介して出⼊する、建物が公園を含む周辺環境に対して威圧感を与えないよう⼯夫するなどである。
〇 〇 〇 ■ ■ 管理⾯においても施設間の垣根をとりはらい、利⽤者が施設を⼀体的に利⽤できるものとする
〇 〇 〇 ■ ■ 「北側の公園」に対し、「⼀体的な管理」、「まちづくりへの寄与」、「開かれた管理」の記載
〇 〇 ■ 敷地周囲には可能な限り緑を配植するとともに、屋内からも建物周囲の緑を楽しめるなど、緑の環境価値を重視する
〇 〇 〇 ■ ■ ■ 施設だけに留まることなく、周辺環境や武蔵境地区、あるいは本市のまちづくりへと積極的に結びつくものでなければならない。特に、隣接する公園との⼀体化を図り、駅前の公共空間としての機能性と存在感を ⾼めることが必要となる
〇 〇 ■ ■ 「場＝プレイス」としての建築の基本として、建物の低層化・建物と公園との⼀体化を⾏う
〇 〇 ■ 既存の⾼⽊の樹⾼よりも低くすることによって、建物が公園に対峙するのではなく、建物と公園とが融合したオープンスペースを形成する
〇 〇 ■ 公園を単に建物の前の広場としてとらえるのではなく、建物と公園を連携させ、カフェを公園側のテラスに延⻑したり、イベント時に建物と公園を⼀体的に利⽤するなど、相互に機能を補完し合うような積極的な関係をつくる
〇 〇 〇 ■ 建物と公園の⼀体化によって、建物から公園を通して駅前の公共空間の広がりをつくりだしていく
〇 〇 ■ ・コンセプト「建物と⼀体化した交流スペースとしての公園」
〇 〇 ■ ■ ・跡地としてもともと⼀体の敷地であったこの場所の魅⼒を最⼤限に活かすよう、建物と公園は分断されたものではなく連続するひとつの環境としてデザインされるべきである
〇 〇 ■ ■ 既存街路樹・建物の緑化と連続させ、建物敷地と公園を含めた敷地外周部付近を⾼⽊で囲み、建物と公園との⼀体性を⾼める。周辺部から公園中央部に向けて次第に樹⾼を減じ中央部は芝⽣等の地被類。
〇 ■ 公園の中央部には交流スペース（芝⽣の広場）を確保しイベント等への対応
〇 景観的な調和を図りながら公園内の公衆トイレの設置を検討する。半地下に配置することで上部にイベントを鑑賞するためのスペースを確保するなど、デザイン的な⼯夫を⾏う。
〇 〇 ■ ■ 公園側の施設メインエントランスと連続させ、公園内の散策路と建物へのアプローチを⼀体化
〇 〇 ■ 建物内部のカフェ機能を公園側に延⻑させ、公園と建物との機能的な連携
〇 〇 ■ 建物内部のラウンジと連続する緑陰読書スペースを⽤意し、建物と公園との機能的な連携
〇 市で⼀定規模以上の公園整備の際に設置している防災施設を、同様に整備する
〇 〇 〇 ・ふれあい広場存続。天災⼈災時には広場が有益。建設費等への税⾦投⼊の必要性を住⺠に問うべき
〇 ■ ・公園はコミュニティ広場として活⽤したい
〇 ■ ・跡地は緑の都市公園にすべき
〇 〇 〇 ■ ・駅前広場の緑を残してほしい
〇 〇 〇 ■ ・図書館は⼤歓迎だが、緑の森に囲まれたこれからの環境を重視した建物を建ててほしい
〇 ■ ・1本でも多くの⽊を植えてほしい、現在の計画より公園の⾯積を⼤幅に増やしてほしい
〇 〇 〇 ■ ・ビルより公園、壁より緑、便利より⾃然を、建設の中⽌と緑化を
〇 〇 〇 ■ ・⾃然豊かで⽊を切らない広々とした⼟地を⼤きく残してほしい
〇 〇 ■ 公園と⼀体化した市⺠の憩いの場
〇 〇 ■ 建物と公園は環境として連続するだけでなく、機能的にも相互に補完し合いながら利⽤できるよう整備
〇 〇 ■ ■ 公園との⼀体的運営、施設の知的創造の場の⼀部として活⽤
7 7 16 3 5 3 4
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6.3 官民多主体によるマネジメントの取り組み 
 
（１）組織体制及び各主体の関係 
 武蔵野プレイス及び公園の管理運営や利活⽤促進等，マネジメントに関与している主体間の
関係について図 6-10 に⽰す。 
 
図 6-10 マネジメント関連主体相互の関係 
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（２）市⾏政と指定管理者によるマネジメント 
武蔵野プレイスにおける管理運営体制の特徴として，従来の複合施設のように施設内の機能
毎に市の所管課がつくのではなく，武蔵野市教育委員会⽣涯学習スポーツ課（以下，⽣涯学習ス
ポーツ課と記載）が⼀括所管する複合機能施設である点が挙げられる。公園部分については，⽣
涯学習スポーツ課に技術職の職員がいないため緑のまち推進課が所管している。 
なお，武蔵野プレイス及び公園は，市の政策の推進に向けて市と指定管理者が密接な連携を図
りながら施設の管理運営を⾏うことが求められる施設 32)として⾮公募で選定された公益財団法
⼈武蔵野⽣涯学習振興事業団（以下，指定管理者と記載）がオープン時より継続して管理運営を
⾏っており，武蔵野プレイス部分は⽣涯学習スポーツ課，公園部分は緑のまち推進課がそれぞれ
指定管理者と協定を結んでいる。常駐する職員は管理係，⽣涯学習⽀援係，図書館係に分かれ，
施設全般の管理運営については主に管理係が担当している。管理係は 2016 年現在 4 名である。
開館時間が午前 9 時 30 分から午後 10 時までと⻑いため職員はシフト制をとっており，武蔵野
プレイスと公園で担当を分けず管理係の全員が双⽅の管理を担うことで，武蔵野プレイスと公
園は管理運営の規定上は別の施設であるが現場職員の意識では⼀体のものと捉えていることが
確認された 33)。なお，公園の緑の維持管理における技術的側⾯については指定管理者の職員に
は緑に関する専⾨の技術者がおらず，所管課である緑のまち推進課の主導により⾏われる場⾯
もあり，指定管理者側の技術向上の⽅策が求められていることが把握された 34)。 
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（３）指定管理者と周辺地域⺠間組織間の連携 
 武蔵野プレイスでは年間を通して⼤学や市⺠団体，企業及び研究機関等の様々な地域主体と
の連携事業が⾏われ，その件数は毎年 20 件以上，参加者数は 4,500〜7,000 名程度で推移してお
り，最も多かった 2015 年には 30 件・参加者数 11,107 名にのぼる 13)。これらの連携事業は主に
武蔵野プレイス内で⾏われているが，内容によって地域の企業を会場として実施されることも
ある。 
周辺地域で活動する組織として，活性化委員会の果たす役割も⼤きい。活性化委員会は 2009
年に発⾜し武蔵境地域の事業者及び住⺠，⼤学職員，学⽣等が構成員となっているまちづくり団
体である。武蔵野プレイス及び公園の利活⽤においてはこの活性化委員会の活動を核とした指
定管理者との連携体制が構築されている。活性化委員会の多様な活動のうちの⼀つとして地元
の情報を掲載するフリーペーパー35)を発⾏しており，その紙⾯には武蔵野プレイス関連の記事が
2017 年春号（Vol.21）までの期間に累計 12 回掲載されている。このフリーペーパーは武蔵野プ
レイス館内にも配架されており，フリーペーパーそのものと活性化委員会の認知度向上にもつ
ながっている。また，活性化委員会としては武蔵野プレイス及び公園を会場としたイベントを
2012 年から継続して実施していること，武蔵野プレイスにて⾏われる指定管理者主催イベント
の広報も受託していることが確認された。単発的なイベントのみではなく定常的な関わりがあ
ること，関わり⽅が活性化委員会から指定管理者への公園使⽤許可の申請，取材協⼒依頼，配架
依頼等だけでなく，指定管理者から活性化委員会への業務委託，武蔵野プレイス及び公園の広報
といった双⽅向の連携・協⼒が⾏われていることが把握できた。 
また，指定管理者と活性化委員会という組織間の連携だけでなく，活性化委員会主催のイベン
トには地元事業者が毎回参加し，中には 2012 年当時から現在まで継続して参加をしている事業
者もおり，イベント参加を通して事業者と地元住⺠や地主との関係構築につながっている。事業
者側においては，ここで構築された関係を活かし，新たなことを武蔵境地域で⾏いたいというモ
チベーションの醸成にも寄与していることが分かった。 
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6.4 パブリックスペースとしての利活用の状況 
 
 対象地における空間利活⽤の特徴について，観察調査や聞き取り調査，武蔵野プレイス公式
HP 等の公開情報から整理した。 
 
（１）イベントの種類と実施主体 
2011 年のオープンから実施主体別のイベント件数推移を図 6-11 に，イベント内容推移を図
6-12 に⽰す。指定管理者主催のイベントとしては，⻘空ふれあいおはなし会，天体教室等があ
る。特に天体教室については武蔵野プレイスの屋内で天体に関する講座を⾏い，その後公園へ出
て実際に天体観測をするといった，屋内と屋外を⼀体的・相互補完的に利⽤しているものである。
屋内外の⼀体的利⽤については 6.2 で把握した各⽂献で多く⾔及されており，その内容を踏まえ
て空間特性を活かすことに対して積極的に取り組むという指定管理者の意識が聞き取り調査 28)
で確認されていることに加え，実際のイベント企画・実施状況にも現れているといえる。しかし
屋内外の双⽅を活⽤したイベントは指定管理者⼜は市の主催のみであり，件数は各年度 5 件未
満に留まる。   
武蔵境エリアのまちづくり団体や近隣住⺠・事業主により開催されるイベントについては，
2013 年以降は毎年 20 件以上となっている。また，公園のイベント利⽤件数は年々増加してい
ることに加え，指定管理者や⾏政以外の主催者が増え多様化していることが確認された。な
お，公園で撮影やイベント等を⾏う場合には指定管理者への事前申請が必要である。武蔵野市
⽴公園条例においては公園占⽤料⾦が設定されているが，⾯積が狭いため⼀般の利⽤者を考慮
し占⽤が発⽣しないよう撮影等の申請者と指定管理者が調整している実態 36)があり，市の⽅針
によりイベントについては公益性のあるもののみ許可となるため占⽤料は発⽣せず無料で空間
が提供されている。 
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図 6-11 公園のイベント利⽤件数の推移 
 
図 6-12 公園のイベント内容の推移 
 
  
160 
 
（２）定着したイベントに関するマネジメントの実態 
公園で⾏われるイベントのうち最も開催回数が多く定例化しているものは「さかいマルシェ
（以下，マルシェと記載）」である。活性化委員会の主催であり，武蔵野プレイス及び公園のオ
ープン 1 年後の 2012 年 8 ⽉に第 1 回が開催されて以降，毎年 4 ⽉から 10 ⽉（2014 年までは
11 ⽉）の期間に⽉ 1 回開催されている。内容の構成としては，近隣の飲⾷店や物販店等の事業
者，指定管理者，市の環境政策課等による出店と，パフォーマンスが⾏われるステージである。
公園ができる前は類似イベントは周辺地域では⾏われておらず，活性化委員会の発案による企
画開始当初からこの公園で⾏うことを前提に検討が進められ実現に⾄っている。 
2017 年 9 ⽉現在まで延べ 33 回開催されているが，その間における開催時間帯や公園の空間
の使い⽅等の変遷を整理した。開催時間帯については，図書館機能を持った武蔵野プレイスに隣
接する公園での開催のため⾳環境への配慮がなされ，第 1 回から第 15 回までは武蔵野プレイス
の開館時間前である午前 8 時から 9 時 30 分までの 1.5 時間で⾏われていた。しかし他のイベン
トの実施状況も踏まえ開館時間帯に公園でイベントを開催していても武蔵野プレイスの運⽤に
⼤きな⽀障が出ないことが確認されたことに加え，マルシェへの集客性向上を⽬的に，2015 年
4 ⽉以降は午前 9 時から 11 時までの開催に変更され，開催時間も 2 時間に延びた。 
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空間の使い⽅としては公園中央にある円形の芝⽣広場を取り囲む形の店舗配置が当初から⾏
われているが，ステージの位置は集客を考慮し現在までの間に 2 度変更されている。出店数につ
いては初年度 10 店舗程度だったが，2015 年に 20 店舗にまで増加した。先述の芝⽣を囲む円形
レイアウトを基本とし公園周囲の歩道からの動線確保の必要があるため，出店数の上限は 20 程
度となる。芝⽣広場にはテーブルとイスを配置し来場者は⾃由に飲⾷やステージのパフォーマ
ンス鑑賞が可能となっている（図 6-13〜図 6-15）。マルシェ運営については近隣に⽴地する亜細
亜⼤学の学⽣が演習の⼀環として携わる試みが 2016，2017 年に実施され多様な主体と連携した
運営の取組みが確認された。運営に係る事業費については１店舗あたり 1,000 円の出店料を徴
収しており，これにより主催者側の費⽤負担を軽減，マルシェの継続性を担保すると共に，他の
イベントの活動資⾦としても使⽤されていることを把握した。 
図 6-13（左） マルシェ開催時の公園の配置図 
図 6-14（右） マルシェ開催時の公園の全体の様⼦ 
図 6-15 マルシェ開催時の芝⽣広場の様⼦  
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（３）活動と空間の特徴を踏まえた維持管理及び整備 
公園では通年の多様なイベント開催に加え，平⽇は武蔵境駅への通り抜けや⼦供の遊び空間
として活発に利⽤され，保育園等の園庭代わりとしての利⽤も確認された。これらの活動が芝⽣
へ与える影響は⼤きく，特にイベント後には来場者の踏付けにより芝⽣が剥がれ⼟が露出する
ため，芝⽣回復の養⽣で広場が使⽤できない期間が頻繁に発⽣し，利⽤者からは広場が使⽤でき
ないことへの不満や芝⽣回復に係る費⽤を懸念する声が挙がっている。イベント利⽤が活発化
した当初は芝⽣養⽣で広場が使⽤できず計画していたイベントが中⽌されるという事象も発⽣
していたが，現在は主催者側・指定管理者側の情報共有によりイベント実施時期と芝⽣養⽣の⼯ 
程調整が図られ，重複無く運営されている。 
活発な公園利⽤が芝⽣にダメージを与えていることは，市及び指定管理者も課題として認識
している。公園の指定管理料についても，芝⽣の維持管理費が主な要因となり毎年増額されてい
る 36)。この状況を踏まえ市の緑のまち推進課による企画・主導で芝⽣植付けイベントが 2017 年
6 ⽉に初めて開催された。イベントに係る費⽤や準備及び実施に係る稼働は市が負担し，指定管
理者は当⽇の運営サポートという役割分担により⾏われた。このイベントの前⽉には地元の⻘
年会議所主催のイベントが公園で⾏われ，芝⽣への影響が懸念されていた。この芝⽣復旧をイベ
ント化し，⻘年会議所のメンバーだけでなく⼀般市⺠の参加を募ることによって，親⼦連れを中
⼼とした延 123 名が参加して芝⽣植付けを⾏った 34)。単なる復旧作業からイベントへと変える
ことで多くの参加者が集まり，芝⽣⾃体や公園に対する親しみを醸成するだけでなく，植付け前
に市の職員による芝⽣の育成に関する解説が⾏われ，参加者の理解促進にも寄与することを意
図した取り組みであった（図 6-16，図 6-17）。 
図 6-16（左） 芝⽣植付け前に説明をする武蔵野市職員の様⼦ 
図 6-17（右） 市⺠による芝⽣植付け作業の様⼦ 
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パブリックスペースに関する⽂献 14)37)を基に，公共施設の屋外空間が担うべき 5 つの活動の
タイプの観点から，必要となる空間要素を挙げ，現状の公園におけるそれらの整備状況や空間の
特徴及び公園で実際に発⽣している活動について整理した（表 6-5）。公園の設計は武蔵野プレ
イスの設計者によるものであり，平常時から武蔵野プレイスと連携した活動が⾏えるよう配慮
され，竣⼯後特に空間の構成や活動に影響するような整備・改修の履歴は無い。観察調査の結果，
任意活動としては読書や勉強，武蔵野プレイス利⽤の合間の飲⾷を伴う休憩等が確認された。社
会活動としては武蔵野プレイス来館者の待合わせや偶然居合わせた⼦供同⼠の遊び，イベント
参加者同⼠のコミュニケーション等の多彩な活動が⾒られた。 
 
表 6-5 公共施設の屋外空間が担う活動と空間要素 
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6.5 都市公園と公共施設のコンヴィヴィアリティをもたらすマネジメントと空間の在り方 
 
本章では，武蔵野プレイス及び公園の調査を踏まえ，対象地及び周辺地域の計画段階から現
在までの変遷過程を整理し，武蔵野プレイスと公園の連携に関する状況を把握し，周辺地域に
もたらした影響を明らかにした。更に，マネジメントにおける官⺠の組織の活動内容と空間の
利活⽤状況を整理し，連携に関する特徴と課題を把握した。 
第 1 章で設定した PSFM の分析のフレーム①空間の観点，②アクティビティの観点，③地域
運営の観点，④継続性の観点，に基づき，都市公園と公共施設の隣接という空間の在り⽅による
コンヴィヴィアリティの拡がりについて考察する。 
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6.5.1 空間の観点 
 
分析のフレーム ①空間の観点 
PSFM の⽬標 
(本章と関連が強い項⽬：⿊
⾊，関連が弱い項⽬：灰⾊で
表記) 
1．環境維持・改善，2．景観向上，3．防災・減災，4．⽣理・⼼
理，5．建築・都市機能の補完・拡張，6．空間接続，7．都市の回遊
性創出，8．アメニティ表出 
 
計画段階からの明確な連携の位置づけ 
武蔵野プレイス及び公園に関しては，計画段階の基本計画等で空間の利⽤やマネジメントに
おいて連携するということが明確に位置づけられており，その内容は具体的な空間の構成に関
するもの，利⽤形態・機能に関するもの，更には周辺のまちへの影響に関するもの等多岐にわた
っており，それらは⽂章で表されるだけではなく概念図やイメージパース等でも表現され，連携
ということに関してより分かりやすく伝えるものとなっていた。基本計画に記載された連携に
関する内容については，現在の指定管理者による管理運営においても意識的に取組まれている
ことから，上位計画において連携について明確に位置づけを⾏い，その内容について具体的に⽰
すことに留意することが連携の実現のために重要であると考えられる。…関連する PSFM の⽬
標【5．建築・都市の機能の補完・拡張】【6．空間接続】【7．都市の回遊性創出】 
 
屋内外の関連付け 
武蔵野プレイスと公園は計画段階から明確に関連付けられていたことが，設計や竣⼯後の施
設運営にも引き継がれている。平常時においては，屋外の⾼⽊や芝⽣広場を眺め楽しむことがで
きるような開⼝部が設けられ，家具が配置されている。また，イベント時においては，市や指定
管理者主催のイベントで，屋内外双⽅の空間特性を⼗分に⽣かした活⽤に取り組んでいること
が確認された。同⼀の指定管理者が武蔵野プレイスと公園の両⽅を管理し特徴を把握している
という利点から空間をいかすことが可能となっているといえる。しかし，公園で⾏われるイベン
トの内容や開催主体の多様性が向上しているものの，空間の活⽤は公園のみである場合がほと
んどであり，武蔵野プレイスの屋内への影響としては来場者のトイレ利⽤程度にとどまってい
る。⾳や臭い，利⽤者マナー等における図書館等の機能への悪影響が出ていないことは指定管理
者及びイベント主催者の努⼒や配慮によるものが⼤きいと考えられるが，公共施設と隣接する
パブリックスペースという特徴を⽣かす活動として，屋内外双⽅の空間特性の発揮に留意する
必要がある。例えば，6.2 で把握したように平常時から屋内外双⽅の空間を⽣かした利⽤を促す
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マネジメントを⾏うことや，6.3 で把握した多様なイベント開催主体と協議を⾏い屋内外の空間
を⽣かしたイベント内容となるようにすることで，更にパブリックスペースとしての魅⼒が向
上すると考えられる。…関連する PSFM の⽬標【5．建築・都市の機能の補完・拡張】【8．アメ
ニティ表出】 
 
都市のパブリックスペースとして周辺施設との連続性創出 
 武蔵野プレイス及び公園は周辺の都市環境における動線の中に明確に位置づけられた場であ
るといえる。武蔵野プレイス及び公園の整備と並⾏して，敷地周辺では駅前再整備の事業が⾏わ
れていた。⾼架化により駅の南北分断が解消され，住⺠・来街者のアクティビティが創出される
場としての駅前空間であることから，武蔵野プレイスと公園の位置関係は，南に武蔵野プレイ
ス・北に公園という配置となった。周辺の⼈の流れや空間の連続性を考慮せずに公園と武蔵野プ
レイスが整備されていれば，⽇照に有利な南側が公園となっていた可能性もあるが，駅前の回遊
性を創出する場として計画段階から明確化されていたことが連続性を⽣むことにつながったと
いえる。…関連する PSFM の⽬標【7．都市の回遊性創出】 
  
167 
 
6.5.2 アクティビティの観点 
 
分析のフレーム ②アクティビティの観点 
PSFM の⽬標 
(本章と関連が強い項⽬：⿊
⾊，関連が弱い項⽬：灰⾊で
表記) 
1．必要活動，2．任意活動，3．社会活動，4．⾔論表現活動，5．ハ
レの活動  
 
まず，アクティビティの発⽣状況を表 6−6 に整理する。 
 
表 6-6 各活動の発⽣状況 
 
武蔵野プレイス及び公園では 1．〜5．全ての活動が⾒られ，特に 3．社会活動が活発であるこ
とが特徴的である。また，2．任意活動で⾒られる読書や飲⾷，4．⾔論表現活動で⾒られるステ
ージでのパフォーマンス，5．ハレの活動で⾒られる多様なイベントにおいては，武蔵野プレイ
スの屋内で⾏われる活動の⼀部を補うものが⾒られる。 
具体的には，武蔵野プレイスの⻘少年活動⽀援機能として⾏われる⻘少年のダンスや楽器演
奏などのパフォーマンスの発表を公園に設けたステージで⾏うことや，市⺠活動⽀援の機能と
して⾏われるイベント時に公園では飲⾷を含む出店等が⾏われ，屋内では各団体の活動紹介の
展⽰等が⾏われるといったことである。また，図書館機能として⾏われる⼦どもへの絵本読み聞
かせ会を「⻘空おはなし会」として公園で開催するといった活動も⾒られる。 
武蔵野プレイス及び公園が同⼀の指定管理者によって管理運営が⾏われていることにより，
施設の屋内外の特徴を活かしたアクティビティ創出をもたらしているといえる。 
また，6.5.1 空間の観点でも述べたように，計画段階から武蔵野プレイス及び公園については
⼀体的に利⽤・管理されることが明確化されていたことも，多様なアクティビティを⽣み出すポ
イントとなっているといえる。 
発⽣している活動
1．必要活動 通り抜け，飲⾷，休憩
2．任意活動 飲⾷，休憩，読書，楽器や歌の練習，仕事・勉強
3．社会活動
かけっこ，バトミントン等の軽い運動，待ち合わせ，偶然居合わせた⼦供同⼠の遊び，
取材への協⼒，イベント参加者同⼠の交流，同年代の⼦供を持つ親同⼠の交流，フリー
ペーパーの撮影
4．⾔論表現活動 デモの集合場所，ステージでのパフォーマンス
5．ハレの活動 盆踊り，多様なイベント，マルシェ，
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6.5.3 地域運営の観点 
 
分析のフレーム ③地域運営の観点 
PSFM の⽬標 
(本章と関連が強い項⽬：⿊
⾊，関連が弱い項⽬：灰⾊で
表記) 
1．歴史⽂化伝承，2．経済性向上，3．防災・減災，4．レクリエー
ション・にぎわい，5．コミュニティ形成  
 
平常時からの多主体との連携 
本章では，武蔵野プレイス及び公園の指定管理者と活性化委員会の間にはイベント以外も含
めた双⽅向の連携体制が構築されていることを把握した。この活性化委員会では地元の多様な
⺠間事業者や⼤学職員，学⽣等が活動しており，その内容は公園でのイベント開催以外にもフリ
ーペーパーの発⾏等多岐にわたる。このように多主体との連携のコアになるような主体との間
でイベント時以外の平常時においても業務委託や情報共有等の様々な関わり⽅を通した連携の
継続に留意することが，活発で円滑なマネジメントや地域におけるパブリックスペースの価値
向上に寄与すると考えられる。…関連する PSFM の⽬標【2．経済性向上】【4．レクリエーショ
ン・にぎわい】【5．コミュニティ形成】 
また，活性化委員会が開催している中でも定常化したイベントとしてマルシェがある。このマ
ルシェは中⼼市街地⽴地という武蔵野プレイス及び公園の特徴を活かし，出店者は殆どが地元
商店街等からである。加えて，マルシェへの参加当初は近隣エリアで営業していた店舗が，マル
シェをきっかけに武蔵境地域とのつながりができたことで，新たな店舗を JR ⾼架下のテナント
としてオープンさせ，継続的にマルシェ及び武蔵境地域と関与していることが明らかになった。
…関連する PSFM の⽬標【2．経済性向上】【5．コミュニティ形成】 
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6.5.4 継続性の観点 
 
分析のフレーム ④継続性の観点 
PSFM の⽬標 
(本章と関連が強い項⽬：⿊
⾊，関連が弱い項⽬：灰⾊で
表記) 
1．歴史⽂化伝承，2．経済性向上，3．防災・減災，4．コミュニテ
ィ形成 
 
⾃治体内部での連携が容易となる体制構築 
 武蔵野プレイスは複数の機能を持つ「複合機能施設」であると位置づけられている。この複数
の機能は，従来であれば縦割りの体制により機能毎に異なる所管課が担当するが，本件について
は⽣涯学習スポーツ課が⼀括所管しているという点に⼤きな特徴がある。これにより，⾃治体内
部での連携が容易に可能となり，弾⼒的な施設の運営が可能となっているといえる。また，施設
の運営は武蔵野プレイス及び公園が同⼀の指定管理者によって⾏われていることで，6.5.1 空間
の観点でも把握したように，屋内外の空間的特徴を活かした管理運営・活⽤が可能となっている
といえる。…関連する PSFM の⽬標【2．経済性向上】【4．コミュニティ形成】 
 
運営管理のイベント化による市⺠意識の醸成 
イベント等による空間の利⽤が活発化すると，イベントのための装置・設備の設置や来場者の
活動により既存の設備・ファニチャー・植栽の摩耗・損傷も増える。現在，公園においては空間
活⽤によりダメージを受けた芝⽣の養⽣期間と年間のイベントスケジュールの調整・整合が図
られており，利⽤者への影響を少なくするための取組みが⾏われていた。また，維持管理費削減
のためには効率化が重要ではあるものの，公園における芝⽣植付けイベントは多くの市⺠の興
味関⼼を引いたといえる。維持管理作業とイベントスケジュールの調整・整合により維持管理作
業⾃体のイベント化が可能となり，効率化⼀辺倒ではなく，作業の意図や内容を市⺠と共有化す
ることで，公園と施設に対する市⺠の理解促進や親しみ醸成につなげる有効な取組みになり得
ると考えられる。…関連する PSFM の⽬標【2．経済性向上】 
 
マネジメントに寄与するイベントの実施 
市の条例において公園占⽤料が設定されているが，現在は市及び指定管理者による調整の結
果，無料でスペースが提供されている。主催者側の費⽤負担が無いことからイベント開催の⾨⼾
を広げ空間の利活⽤促進に寄与すると考えられるが，⼀⽅で指定管理者が公園を「稼ぐパブリッ
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クスペース」として活⽤することに留意すると，⾃主事業による収益確保や，得た収益を空間の
質向上や市⺠サービス向上のための資⾦として還元することも可能となる。また，利⽤者のマン
パワー活⽤と空間への愛着の醸成につながるような活動の重要性に留意し，マネジメント⼿法
の⼀つとして継続することが施設や公園だけでなくまちへの愛着にも繋がり，施設のマネジメ
ントからエリアのマネジメントにも発展すると考えられる。…関連する PSFM の⽬標【2．経済
性向上】 
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第 7 章 PSFM システムの検討 
 
7.1 研究の枠組み 
7.1.1 本章の背景と目的 
 
本研究ではここまで，第 1 章にて PSFM 分析のフレームとして設定した①空間の観点，②ア
クティビティの観点，③地域運営の観点，④継続性の観点，の 4 つに基づいて進めてきた。 
まず，第 2 章では各種パブリックスペースの特徴及びそれらのマネジメント⼿法の特徴を①
〜④の観点で整理し，本研究で扱う公共施設の屋外空間の位置づけを明確化した。 
次に，第 3 章ではパブリックスペースの機能の整理を⾏い，①〜④のそれぞれの観点に対応す
る，PSFM の⽬標を設定した。 
更に，第 4 章〜第 6 章では具体的な事例の分析を⾏い，①〜④の観点に基づき第 3 章で設定
した⽬標の評価及び考察を⾏った。 
ここまでに得た知⾒を踏まえ，本章では PSFM のシステムを検討していく。更に，そのシス
テムについて空間の質およびマネジメントが優れた事例として公式に評価されている 3 事例の
取組みと照らし合わせることで検証し，より妥当性の⾼いシステムとして提⽰することを⽬的
とする。 
  
175 
 
7.2 PSFM システムの定義と要求事項 
  
 本項では，PSFM システムにおける「要求事項（requirement）」を設定する。要求事項とは，
ISO マネジメントシステムにおいて⽤いられている語であり，そこでは「明⽰されている，通常
暗黙のうちに了解されている，⼜は義務として要求されているニーズ⼜は期待」として定義され
ている 1）。本研究でも同義として扱う。 
 各要求事項については，第 4 章〜第 6 章のケーススタディによって得られた知⾒に基づき設
定することから，PSFM の分析のフレーム①空間の観点，②アクティビティの観点，③地域運営
の観点，④継続性の観点，によって提⽰する。 
また，第 4 章は単⼀の敷地内における公共施設として「単⼀施設⽴地型」，第 5 章は複数の公
共施設が隣接する「複数施設隣接型」，第 6 章は都市公園と公共施設の隣接として「都市公園隣
接型」の事例を扱ったことから，それぞれの⽴地タイプの特性に応じた要求事項がある場合は特
記事項として提⽰する。 
本項で提⽰する要求事項は，PSFM システムのためのものである。ここには，「PSFM」と「PSFM
システム」という 2 つの⽤語が使われていることになるが，マネジメントシステムの中でも代表
的なものである ISO1）の定義に倣い，「PSFM システム」とは「PSFM のためのマネジメントシ
ステム」と位置付ける（図 7-1）。なお，PSFM は 1.2.3 で定義した通り，「公共施設の屋外空間
が空間的拡がりを持った⼈々の活動の場となり，パブリックスペースの機能を発揮することを
意図した組織的・継続的な取組み」であり，「PSFM システムは PSFM の⽅針，⽬標，及びそれ
らの⽬標を達成するためのプロセスを確⽴するための，相互に関連し⼜は影響し合う⼀連の要
素」と定義する。 
図 7-1 FM・PSFM・PSFM システムの関係 
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7.2.1 「①空間の観点」に関する要求事項 
  
 第 4 章では，（1）緑の量的マネジメントはガイドライン等で実施しているが質的マネジメ
ントは未対応の⾃治体が多いこと，（2）緑化対象施設であるものの充分な緑化空間が得られない
場合が多く壁⾯緑化等での対応がなされることも多いこと（3）利⽤者の評価は緑の量よりも樹
種数や緑とのふれあいに影響を受けやすいということ，が明らかになった。 
 第 5 章では，（1）多様な活動と連携の場となるパブリックスペースとして敷地の⼀体性が維
持されてきたこと，（2）植栽の選定やファニチャー等により親しみやすさの醸成が必要であるこ
と，（3）活動の発展や周辺地域の変化に即した空間の改変の必要性があることが明らかになっ
た。 
第 6 章では，（1）計画段階から空間の利⽤の様⼦を明確化・共有化することで，使われる・活
⽤される空間となること，（2）屋外の緑を⽣かした開⼝部設定がなされていること，（3）施設屋
内から屋外を魅⼒的に⾒せるファニチャーの配置がなされていること，（4）駅及び周辺市街地の
動線に組み込まれた公園・施設であることが明らかになった。 
 これらから，以下の要求事項を導くことができる（表 7-1）。 
 
表 7-1 ①空間の観点による PSFM の要求事項 
  
要求事項 特記事項 内容 発揮が期待される主なパブリックスペースの機能
❶-1 パブリックスペースに関する量的⽬標・質的⽬標の明確化
【環境維持・改善】【景観向上】
【⽣理・⼼理】【防災減災】
❶-2 多様な樹種による緑化 【環境維持・改善】【景観向上】【⽣理・⼼理】
❶-3 屋外空間が狭い場合も利⽤者の⽬や⼿に触れやすい場所への緑化
【環境改善】【景観向上】
【⽣理・⼼理】
【アメニティ表出】
❶-4 市⺠の興味を引く植栽やファニチャーの選定と配置 【景観向上】【空間接続】【アメニティ表出】
❶-5 明確な利⽤イメージを持ったうえでの空間創出
【環境維持・改善】【景観改善】
【⽣理・⼼理】【防災減災】
【建築・都市の機能補完・拡張】
❶-6 屋外空間を眺められる・容易に屋外に出られる屋内空間の計画
【⽣理・⼼理】【防災・減災】
【建築・都市の機能補完・拡張】
❶-7 敷地周辺の歩⾏者動線を考慮した空間構成 【空間接続】【都市の回遊性創出】
複・公❶-1 所管部局が異なる複数施設が隣接する場合，敷地境界を必要以上に区切らず⼀体的な空間とする
【空間接続】
【建築・都市の機能補完・拡張】
【都市の回遊性創出】
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7.2.2 「②アクティビティの観点」に関する要求事項 
 
 第 4 章では，（1）緑化ガイドラインに沿って整備された公共施設の屋外空間に関して，利⽤者
はファニチャーの数や配置に関して不満を持っていること，（2）運動のし易さに関して不満を持
っていること，が明らかになった。このことは，（3）緑化ガイドライン等では緑の量的基準を中
⼼に定められていること，（4）緑化の効果としてレクリエーションや⽣理・⼼理，集客・宣伝・
活⽤について期待しつつも，公共施設の屋外空間でのアクティビティについてはガイドライン
内で⾔及されていないこと，が要因であると考えられる。 
 第 5 章では，（1）複数のパブリックスペースが連続性を持つことで，⼀体的な空間の特徴を活
かしたお祭り等のアクティビティの場となること，（2）スーパーの移動販売をパブリックスペー
スで受⼊れ，地域の利便性向上の貢献やコミュニケーションの場の提供に寄与していること，（3）
公共施設の屋外空間に隣接する⺠間敷地を関連付けてアクティビティの場とすることで，地域
の⽬に触れやすくなりコミュニケーションを誘発すること，（4）⺠間敷地を関連づけてアクティ
ビティの場とすることで，活動⾃体の公共性が上がること，（5）所謂公共施設だけでなく⺠地も
パブリックスペースになり得ることを地域住⺠が認識することで，次の活動の展開にもつなが
ることが期待できること，を明らかにした。 
 第 6 章では，（1）公共施設と隣接する都市公園が同⼀の指定管理者によって管理運営が⾏わ
れていることにより，屋内の利⽤ルールの設定・運⽤を含めて施設の屋内外の特徴を活かしたア
クティビティ創出をもたらしていること，（2）公共施設及び公園の計画段階から⼀体的に利⽤・
管理されることが明確化されていたことも，多様なアクティビティを⽣み出すポイントとなっ
ていること，を明らかにした。 
 これらから，以下の要求事項を導くことができる（表 7-2）。 
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表 7-2 ②アクティビティの観点による PSFM の要求事項 
  
要求事項 特記事項 内容 発揮が期待される主なパブリックスペースの機能
❷-1 アクティビティを予め想定した緑化の検討による緑の多⾯的機能発揮を志向 【任意活動】【社会活動】
❷-2
公共施設と隣接する道路・公園・隣地等パブリック
スペースを⼀体的に使うアクティビティの創出・継
続
【社会活動】【⾔論表現活動】
【ハレの活動】
❷-3 パブリックスペースと⺠間敷地を関連付けたアクティビティ
【任意活動】【社会活動】
【⾔論表現活動】【ハレの活動】
❷-4
計画段階から道路・公園・隣地等のパブリックス
ペースとの連携の検討によるアクティビティの多様
性創出・安全性確保
【社会活動】【⾔論表現活動】
【ハレの活動】
❷-5
運⽤段階における道路・公園・隣地等のパブリック
スペースの管理者との連携によるアクティビティの
多様性・安全性確保
【社会活動】【⾔論表現活動】
【ハレの活動】
単・複❷-1
パブリックスペースを地域の利便性向上やコミュニ
ケーションの場として機能させるよう，⾏政財産⽬
的外使⽤許可等の弾⼒的運⽤
【社会活動】【⾔論表現活動】
【ハレの活動】
公❷-2 施設屋内と公園双⽅のアクティビティ創出の可能性を考慮したルールの設定と運⽤
【社会活動】【⾔論表現活動】
【ハレの活動】
複❷-3 パブリックスペース間・施設間の回遊性確保
【必要活動】【任意活動】
【社会活動】【⾔論表現活動】
【ハレの活動】
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7.2.3 「③地域運営の観点」に関する要求事項 
 
 第 4 章では，（1）公共施設の緑化について，地域との協働に関して⾔及しているガイドライン
が無いことが明らかになった。 
 第 5 章では，（1）公⺠館の運営委員会が実質的な地域の運営委員会であること，（2）地域運営
に新たな主体も積極的に受け⼊れる姿勢があること，（3）地域におけるパブリックスペースの役
割を⾒据えたマネジメントの必要性が⾼いこと，（4）地域の歴史や⽣業とマッチするパブリック
スペースの活⽤がなされていること，が明らかになった。 
第 6 章では，（1）平常時から地域のまちづくり関連団体をはじめ⼤学や⺠間との連携がある
こと，（2）主催者及び参加者相互にメリットのあるイベントの企画と運営によって，パブリック
スペースの管理者や周辺地域の住⺠・事業者の間の関係構築が実現していること，が明らかにな
った。 
 これらから，以下の要求事項を導くことができる（表 7-3）。 
 
 
表 7-3 ③地域運営の観点による PSFM の要求事項 
 
  
要求事項 特記事項 内容 発揮が期待される主なパブリックスペースの機能
❸-1 パブリックスペースのマネジメントに市⺠・事業者等が参加できる組織・仕組みの構築 【経済性向上】【コミュニティ形成】
❸-2 地域の⽣業や歴史，気候⾵⼟，等を考慮したパブリックスペースの機能の設定とマネジメント
【歴史⽂化伝承】
【レクリエーション・にぎわい】
【コミュニティ形成】
❸-3 平常時及びイベント時におけるパブリックスペースの管理者・市⺠・事業者等の間の相互的な連携
【経済性向上】
【レクリエーション・にぎわい】
【コミュニティ形成】
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7.2.4 「④継続性の観点」に関する要求事項 
 
第 4 章では，（1）緑化関連の担当課がガイドラインを策定，その内容に基づき施設所管課と事
前協議等を実施していること，（2）庁内でガイドラインの周知徹底が必要であること，（3）緑化
実施後は緑化担当課が関与できていないこと，（4）予算確保が施設所管課に任されているため緑
化の質確保や継続が困難であることが明らかになった。 
 第 5 章では，（1）合併以前から⾏政と地域の役割分担がありそれを合併後も継承しているこ
と，（2）施設マネジメントと芸術関連の施策が現場で融合していること，（3）部局間でのニーズ
の共有による資産活⽤の実現していること，（4）借⽤資産に関する投資が困難なため中⻑期的な
視点での活動が困難であること，（5）近接する⺠地への活動展開と情報発信による⺠地の活⽤促
進がなされていること，が明らかになった。 
  第 6 章では，（1）施設は複合機能であるが⽣涯スポーツ課が⼀括所管していること，（2）施設
と公園という 2 つのパブリックスペースは同⼀の指定管理者が運営していること，（3）活発な
利⽤により芝⽣の維持管理費増⼤により今後の⽅針検討の必要性があること，（4）財源確保とは
別のアプローチとして芝⽣植付けワークショップの実施と芝⽣に対する市⺠理解の醸成の取組
みがなされていること，（5）公園占⽤料は設定されているものの⾏政と施設管理者側のコントロ
ールにより公益⽬的のイベントのみ実施のため無償で空間が貸与されていること，が明らかに
なった。 
 これらから，以下の要求事項を導くことができる（表 7-4）。 
 
表 7-4 ④継続性の観点による PSFM の要求事項   
要求事項 特記事項 内容 発揮が期待される主なパブリックスペースの機能
❹-1
対象パブリックスペースに関してイニシアチブを取
る部局の設定とその部局による計画〜運⽤段階まで
の横断的マネジメント
【経済性向上】
❹-2 地域性（住⺠属性・地域組織の状況・関連事業者の有無等）に即した⾃治体と地域の役割分担 【経済性向上】【コミュニティ形成】
❹-3 パブリックスペースに対する⾃治体のニーズと地域のニーズの整合 【経済性向上】【防災減災】
❹-4 パブリックスペースの中⻑期的マネジメントを阻害する要因の把握と解決
【経済性向上】【防災減災】
【コミュニティ形成】
❹-5 パブリックスペースの利⽤状況に⾒合う財源の確保 【経済性向上】
❹-6 パブリックスペースのマネジメントに対する市⺠意識の醸成 【歴史⽂化伝承】【経済性向上】
複❹-1 部局間でのニーズの共有によるパブリックスペースの活⽤ 【歴史⽂化伝承】【経済性向上】
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表 7-5 各章で把握したマネジメントの特徴と課題から導いた要求事項・特記事項 
  
第4章
（単⼀施設⽴地型）
第5章
（複数施設隣接⽴地型）
第6章
（都市公園隣接⽴地型）
❶
空
間
の
観
点
(1)緑の質的マネジメントは
未対応の⾃治体が多い
(2)緑化対象施設であるもの
の充分な緑化空間が得られ
ない場合が多く壁⾯緑化等
での対応がなされることも
多い
(3)利⽤者の評価は緑の量よ
りも樹種数や緑とのふれあ
いに影響を受けやすい
(1)多様な活動と連携の場となる
パブリックスペースとして敷地
の⼀体性が維持されてきた
(2)植栽の選定やファニチャー等
により親しみやすさの醸成が必
要である
(3)活動の発展や周辺地域の変化
に即した空間の改変の必要性が
ある
(1)計画段階から空間の利⽤の
様⼦を明確化・共有化すること
で，使われる・活⽤される空間
となる
(2)屋外の緑を⽣かした開⼝部
設定がなされている
(3)施設屋内から屋外を魅⼒的
に⾒せるファニチャーの配置
(4)駅及び周辺市街地の動線に
組み込まれた公園・施設である
❶-1：パブリックスペースに関する量
的⽬標・質的⽬標の明確化
❶-2：多様な樹種による緑化
❶-3：屋外空間が狭い場合も利⽤者の
⽬や⼿に触れやすい場所への緑化
❶-4：市⺠の興味を引く植栽やファニ
チャーの選定と配置
❶-5：明確な利⽤イメージを持ったう
えでの空間創出
❶-6：屋外空間を眺められる・容易に
屋外に出られる屋内空間の計画
❶-7：敷地周辺の歩⾏者動線を考慮し
た空間構成
複・公❶-1：所管部局が異
なる複数施設が隣接する場
合，敷地境界を必要以上に
区切らず⼀体的な空間とす
る
❷
ア
ク
ティ
ビ
ティ
の
観
点
(1)緑化ガイドラインに沿っ
て整備された公共施設の屋
外空間に関して，利⽤者は
ファニチャーの数や配置に
関して不満を持っている
(2)運動のし易さに関して不
満を持っている
(3)緑化ガイドライン等では
緑の量的基準を中⼼に定め
られている
(4)緑化の効果としてレクリ
エーションや⽣理・⼼理，
集客・宣伝・活⽤について
期待しつつも，公共施設の
屋外空間でのアクティビ
ティについてはガイドライ
ン内で⾔及されていない
(1)複数のパブリックスペースが
連続し⼀体的な空間の特徴を活
かしたアクティビティの場とな
る
(2)スーパーの移動販売をパブ
リックスペースで受⼊れ，地域
の利便性向上・コミュニケー
ションの場の提供に寄与
(3)公共施設の屋外空間に隣接す
る⺠間敷地でアクティビティを
展開することで地域の⽬に触れ
やすくなりコミュニケーション
を誘発
(4)⺠間敷地を関連づけてアク
ティビティの場とすることで，
活動⾃体の公共性が上がる
(5)⺠地もパブリックスペースに
なり得ることを地域住⺠が認識
することで，次の活動の展開に
もつながることが期待できる
(1)公共施設と隣接する都市公
園が同⼀の指定管理者によって
管理運営が⾏われていることに
より，施設の屋内外の特徴を活
かしたアクティビティ創出をも
たらしている
(2)公共施設及び公園の計画段
階から⼀体的に利⽤・管理され
ることが明確化されていたこと
も，多様なアクティビティを⽣
み出すポイントとなっている
❷-1：アクティビティを予め想定した
緑化の検討による緑の多⾯的機能発揮
を志向
❷-2：公共施設と隣接する道路・公
園・隣地等パブリックスペースを⼀体
的に使うアクティビティの創出・継続
❷-3：パブリックスペースと⺠間敷地
を関連付けたアクティビティ
❷-4：計画段階から道路・公園・隣地
等のパブリックスペースとの連携の検
討によるアクティビティの多様性創
出・安全性確保
❷-5：運⽤段階における道路・公園・
隣地等のパブリックスペースの管理者
との連携によるアクティビティの多様
性・安全性確保
単・複❷-1：パブリックス
ペースを地域の利便性向上
やコミュニケーションの場
として機能させるよう，⾏
政財産⽬的外使⽤許可等の
弾⼒的運⽤
公❷-2：施設屋内と公園双
⽅のアクティビティ創出の
可能性を考慮したルールの
設定と運⽤
複❷-3：パブリックスペー
ス間・施設間の回遊性確保
❸
地
域
運
営
の
観
点
(1)公共施設の緑化につい
て，地域との協働に関して
⾔及しているガイドライン
が無い
(1)公⺠館の運営委員会が実質的
な地域の運営委員会である
(2)地域運営に新たな主体も積極
的に受け⼊れる姿勢がある
(3)地域におけるパブリックス
ペースの役割を⾒据えたマネジ
メントの必要性が⾼い
(4)地域の歴史や⽣業とマッチす
るパブリックスペースの活⽤が
なされている
(1)平常時から地域のまちづく
り関連団体をはじめ⼤学や⺠間
との連携がある
(2)主催者及び参加者相互にメ
リットのあるイベントの企画と
運営を通したパブリックスペー
スと周辺地域との関係構築が実
現している
❸-1：パブリックスペースのマネジメ
ントに市⺠・事業者等が参加できる組
織・仕組みの構築
❸-2：地域の⽣業や歴史，気候⾵⼟，
等を考慮したパブリックスペースの機
能の設定とマネジメント
❸-3：平常時及びイベント時における
パブリックスペースの管理者・市⺠・
事業者等の間の相互的な連携
―
❹
継
続
性
の
観
点
(1)緑化関連の担当課がガイ
ドラインを策定，その内容
に基づき施設所管課と事前
協議等を実施している
(2)庁内でガイドラインの周
知徹底が必要である
(3)緑化実施後は緑化担当課
が関与できていない
(4)予算確保が施設所管課に
任されているため緑化の質
確保や継続が困難である
(1)合併以前から⾏政と地域の役
割分担がありそれを合併後も継
承している
(2)施設マネジメントと芸術関連
の施策が現場で融合している
(3)部局間でのニーズの共有によ
る資産活⽤の実現している
(4)借⽤資産に関する投資が困難
なため中⻑期的な視点での活動
が困難である
(5)近接する⺠地への活動展開と
情報発信による⺠地の活⽤促進
がなされている
(1)施設は複合機能であるが⽣
涯スポーツ課が⼀括所管してい
る
(2)施設と公園を同⼀の指定管
理者が運営している
(3)芝⽣の維持管理費増⼤によ
り今後の⽅針検討の必要性があ
る
(4)財源確保とは別のアプロー
チとして芝⽣植付けワーク
ショップの実施と芝⽣に対する
市⺠理解の醸成の取組みがなさ
れている
(5)公園占⽤料は設定されてい
るものの⾏政と施設管理者側の
コントロールにより公益⽬的の
イベントのみ実施のため無償で
空間が貸与されている
❹-1：対象パブリックスペースに関し
てイニシアチブを取る部局の設定とそ
の部局による計画〜運⽤段階までの横
断的マネジメント
❹-2：地域性（住⺠属性・地域組織の
状況・関連事業者の有無等）に即した
⾃治体と地域の役割分担
❹-3：パブリックスペースに対する⾃
治体のニーズと地域のニーズの整合
❹-4：パブリックスペースの中⻑期的
マネジメントを阻害する要因の把握と
解決
❹-5：パブリックスペースの利⽤状況
に⾒合う財源の確保
❹-6：パブリックスペースのマネジメ
ントに対する市⺠意識の醸成
複❹-1：部局間でのニーズ
の共有によるパブリックス
ペースの活⽤
要求事項
特記事項
(単:単⼀施設⽴地型，
複:複数施設隣接⽴地型，
公:都市公園隣接⽴地型)
≪マネジメントの特徴と課題≫
区
分
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7.3 PSFM システムの構造の設定 
 
ＦＭには，「経営レベルの FM」「管理レベルの FM」「⽇常業務レベルの FM」の 3 つのレベル
がある。それらは，ＦＭが事業に関わるレベルに合わせて対応する必要があることを⽰している
2）。 
 
経営レベルのＦＭ 
 全ファシリティの統括的で，最適な在り⽅を求める戦略・計画レベルをいう。公共施設の FM
においては，⾃治体全体の財政的な施策とも連携しているといえる。 
管理レベルの FM 
 計画に基づいたプロジェクトの実施，運営維持及び評価を通じて，ファシリティの効率化，低
コスト化，適正品質化を追求し，改善を図る等のＦＭ業務管理レベルをいう。公共施設のＦＭに
おいては，各施設の所管課とＦＭの部局が連携し，実践的で戦術的なＦＭレベルであるといえる。 
⽇常業務レベルのＦＭ 
 ⽇常のファシリティの運営維持の業務レベルをいう。ファシリティの現場で展開する⽇常業
務が該当する。運営維持の合理化，計画化，定量化を⽬指す実務レベルである。公共施設のＦＭ
においては，各施設を所管する部局，施設に常駐する施設管理者，指定管理者等が主に担ってい
る部分であるといえる。 
 
 ここで，7.2 で提⽰した PSFM の各要求事項の内容を踏まえた PSFM システムの構造を整理
する。 
まず，各要求事項は，それぞれの実施主体等から上述の 3 つのレベルの考え⽅に基づきレベル
分けすることができる。 
また，その要求事項の内容と対象から，1．全体的 FM，2．空間デザイン・整備マネジメント，
3．近隣連携マネジメント，4．使い⽅・管理運営マネジメント，の 4 つに区分することができ
る。これら 3 つのレベルと 4 つの区分に基づき要求事項を整理し（表 7-6），PSFM システムの
構造として提⽰する（図 7-2）。 
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表 7-6 PSFM の構造による要求事項の整理 
 
図 7-2 PSFM の構造  
PSFMの
担い⼿ 要求事項
コンヴィヴィアル空間
の観点
❶-1：パブリックスペースに関する量的⽬標・質的⽬標の明確化 ❶空間の観点
❸-2：地域の⽣業や歴史，気候⾵⼟，等を考慮したパブリックスペースの機能の設定
とマネジメント ❸地域運営の観点
❹-1：対象パブリックスペースに関してイニシアチブを取る部局の設定とその部局に
よる計画〜運⽤段階までの横断的マネジメント
❹-3：パブリックスペースに対する⾃治体のニーズと地域のニーズの整合
❹-4：パブリックスペースの中⻑期的マネジメントを阻害する要因の把握と解決
❹継続性の観点
複❹-1：部局間でのニーズの共有によるパブリックスペースの活⽤ ❹継続性の観点(特記事項)
❶-2：多様な樹種による緑化
❶-3：屋外空間が狭い場合も利⽤者の⽬や⼿に触れやすい場所への緑化
❶-4：市⺠の興味を引く植栽やファニチャーの選定と配置
❶-5：明確な利⽤イメージを持ったうえでの空間創出
❶-6：屋外空間を眺められる・容易に屋外に出られる屋内空間の計画
❶-7：敷地周辺の歩⾏者動線を考慮した空間構成
❶空間の観点
複・公❶-1：所管部局が異なる複数施設が隣接する場合，敷地境界を必要以上に区切
らず⼀体的な空間とする ❶空間の観点(特記事項)
❷-1：アクティビティを予め想定した緑化の検討による緑の多⾯的機能発揮を志向 ❷アクティビティの観点
❷-2：公共施設と隣接する道路・公園・隣地等パブリックスペースを⼀体的に使うア
クティビティの創出・継続
❷-3：パブリックスペースと⺠間敷地を関連付けたアクティビティ
❷-4：計画段階から道路・公園・隣地等のパブリックスペースとの連携の検討による
アクティビティの多様性創出・安全性確保
❷-5：運⽤段階における道路・公園・隣地等のパブリックスペースの管理者との連携
によるアクティビティの多様性・安全性確保
❷アクティビティの観点
単・複❷-1：パブリックスペースを地域の利便性向上やコミュニケーションの場とし
て機能させるよう，⾏政財産⽬的外使⽤許可等の弾⼒的運⽤
❷アクティビティの観点
(特記事項)
❸-3：平常時及びイベント時におけるパブリックスペースの管理者・市⺠・事業者等
の間の相互的な連携 ❸地域運営の観点
❹-2：地域性（住⺠属性・地域組織の状況・関連事業者の有無等）に即した⾃治体と
地域の役割分担 ❹継続性の観点
公❷-2：施設屋内と公園双⽅のアクティビティ創出の可能性を考慮したルールの設定
と運⽤
複❷-3：パブリックスペース間・施設間の回遊性確保
❸-1：パブリックスペースのマネジメントに市⺠・事業者等が参加できる組織・仕組
みの構築 ❸地域運営の観点
❹-5：パブリックスペースの利⽤状況に⾒合う財源の確保
❹-6：パブリックスペースのマネジメントに対する市⺠意識の醸成 ❹継続性の観点
❷アクティビティの観点
(特記事項)
使い⽅・管理
運営マネジメント
施設所管課
施設管理者
近隣事業者
地域住⺠
⼤学等
FM担当課全体的FM
FM担当課
施設所管課
空間デザイン・
整備マネジメント
近隣連携
マネジメント
施設所管課
施設管理者
近隣事業者
地域住⺠
⼤学等
1
2
3
4
PSFMシステムの構造
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7.4 PSFM システムの検証 
7.4.1 検証対象の抽出 
 
 これまでに把握したコンヴィヴィアル空間の特徴を備える公共施設の事例から，PSFM シス
テムの検証を⾏うに先⽴ち，対象事例の抽出を⾏う。 
 検証に⽤いる事例として，①これまでのマネジメント実施内容に関するデータが⼊⼿可能，②
第 4〜6 章で⽤いた事例と特徴が異なる（施設⽤途など），③空間の質またはマネジメントが優
れているとして公式に評価されていることを条件として，抽出を⾏った。 
 まず，候補となる事例については，⽇本の建築ジャーナリズムのなかで最も代表的な「新建築」
誌の 2000 年 1 ⽉号から 2017 年 1 ⽉号までに掲載された公共施設の設計論のうち，都市公園内
に⽴地する，⼜は都市公園に隣接する，或いは敷地内に名称のついた屋外空間がある公共施設を
取り上げる。その中から，①〜③の条件を満たす施設として，表 7-7 に⽰す 3 つの事例を選定し
た。 
 
表 7-7 検証対象施設の概要 
  
No. タイプ 施設名称 所在地 主な⽤途 竣⼯年 建蔽率 敷地⾯積(㎡) 延床⾯積(㎡) 受賞等
1 単⼀施設⽴地 ⽴川⼦ども未来センター ⽴川市
児童福祉施設・店舗・
地⽅公共団体の⽀庁 2012 21% 9222.28 4495.36
公共建築賞(2018)・
キッズデザイン賞
(2015)・グッドデザ
イン賞(2013)
2 複数施設隣接⽴地 エリアなかいち 秋⽥市
集会場・劇場・店舗・共同住宅
・ケアハウス・美術館 2012 58% 17365.45 41493.98 公共建築賞(2018)
3 都市公園隣接⽴地
てくてく
⻑岡市⼦育ての駅千秋 ⻑岡市 ⼦育て⽀援施設 2009 7% 20476.66 1282.6
公共建築賞(2014)・
⽇本建築家協会賞
(2010)・グッドデザ
イン賞(2009)他多数
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7.4.2 検証の方法 
 
 7.4.1 で選定した事例に対するマネジメント内容を，インターネット等の公開情報，現地調査
と施設管理者等関係主体へのヒアリングにより整理し，①7.3 で提⽰した要求事項に対応する取
組みの有無から妥当性を検証すると共に，②それぞれの独⾃の取組みから補強・修正を⾏う（図
7-3）。 
 
 
 
図 7-3 検証の⼿順 
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7.4.3 検証の結果 
 
検証対象施設 1：⽴川市⼦ども未来センター（単⼀施設⽴地型） 
 
・施設名称：⽴川市⼦ども未来センター 
・棟名称：⽴川市⼦ども未来センター 
・施設管理者：合⼈社計画研究所グループ（代表企業：合⼈社計画研究所） 
・所在地：東京都⽴川市錦町 3 丁⽬ 2 番 26 号 
 
表 7-8 ⽴川市⼦ども未来センター概要 
棟名称 主な⽤途 延床⾯積(㎡) 階数 
⽴川市⼦ども未来センター 児童福祉施設・店舗・⽀所 4495.36 地上 2 
 
・施設周辺図 
図 7-4 ⽴川市⼦ども未来センター周辺図（地理院地図を基に作成） 
 
  
(m) 
1000 300 0 
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・施設配置図 
 
図 7-5 ⽴川市⼦ども未来センター配置図 
（⽇経アーキテクチュア 2013 8-10」⽇経ＢＰ社を基に作成） 
  
0 50 10 30 
(m) 
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表 7-9 ⽴川市⼦ども未来センターの検証結果 
（参考⽂献及び Web サイト 3）〜6)・現地調査・ヒアリング 7)に基づき作成） 
PSFM
の区分 要求事項 検証結果（〇：要求事項に関する取組み，●：独⾃の取組み） 発揮されている機能
❶-1：パブリックスペースに関する量的⽬標・質
的⽬標の明確化 ― ―
❸-2：地域の⽣業や歴史，気候⾵⼟，等を考慮し
たパブリックスペースの機能の設定とマネジメン
ト
〇：当該施設は旧⽴川市役所の移転に伴う跡地活⽤であるが、その内容について多様な
市⺠意⾒を募り、市⺠同⼠での議論が⾏われるよう、「新庁舎建設市⺠100⼈委員会」が
組織された。市役所の移転というプロジェクトの影響度と中⼼市街地という⽴地、⾃治
会・商店会等の地域性を鑑みた⼿法が取られた。
〇：歴史⽂化伝承，コミュ
ニティ形成
❹-1：対象パブリックスペースに関してイニシア
チブを取る部局の設定とその部局による計画〜運
⽤段階までの横断的マネジメント
〇：⽴川市側は地域⽂化課が他2つの関連部局との調整を図り、指定管理者側は合⼈社計
画研究所グループが代表企業としてマネジメントを実施しており、共に部局・会社横断
的に⾏われている。
〇：経済性向上
❹-3：パブリックスペースに対する⾃治体のニー
ズと地域のニーズの整合
〇：市⺠を交えた検討を踏まえてグランドデザインを策定、当該事業を地域全体のまち
づくりに繋げる第 1 ステージの段階として位置づけ
〇：旧庁舎の利活⽤と⽴川駅南⼝の賑わい創出を実現している。地元では市役所移転に
伴い商店街の衰退が危惧されていたことから、⾏政と地域が「賑わい創出」という共通
の⽬的に向けて跡地活⽤に取り組んでいる。
〇：経済性向上，コミュニ
ティ形成
❹-4：パブリックスペースの中⻑期的マネジメン
トを阻害する要因の把握と解決
●：対象地⼀帯については再開発の計画があり、当初は⽴川⼦ども未来センターは平成
36年度末までの期限を設けた活⽤であったため、それ以降の中⻑期的視点での活動につ
いては管理者独⾃で設定することができない。しかし、まんがパークとしての活⽤が⾮
常に市⺠からも好評であることを踏まえ、再開発の計画が変更となる可能性も出ている
●：経済性向上，建築・都
市の機能補完・拡張
❶-2：多様な樹種による緑化
〇：既存樹⽊を活かしながら，多様な樹種による緑化が⾏われている。
●：植栽には敢えて名札を付けずに興味関⼼から質問を促しコミュニケーションを創出
することを意図
〇：環境維持・改善，景観
向上，⽣理・⼼理，アメニ
ティ創出
●：コミュニティ形成
❶-3：屋外空間が狭い場合も利⽤者の⽬や⼿に触
れやすい場所への緑化 ― ―
❶-4：市⺠の興味を引く植栽やファニチャーの選
定と配置 ― ―
❶-5：明確な利⽤イメージを持ったうえでの空間
創出
〇：当該施設の中でも特徴的な空間であるテラスと芝⽣広場の快適性、空間活⽤の可能
性を⾼めるため、2階テラスから芝⽣広場までを覆うタープを設置可能とする器具が取り
付けられた。
●：敷地⻄側の既存花壇を農園として活⽤している。この農園は施設の機能の⼀つであ
る⼦育て⽀援の事業の⼀環で⾏われている。
〇：⽣理・⼼理，建築・都
市の機能補完・拡張，アメ
ニティ創出
●：建築・都市の機能補
完・拡張，
❶-6：屋外空間を眺められる・容易に屋外に出ら
れる屋内空間の計画
〇：減築部分に屋外からも⾃由にアクセスできるテラスを設置，イベント時には⼀体的
利⽤
〇：建築・都市の機能補
完・拡張，空間接続
❶-7：敷地周辺の歩⾏者動線を考慮した空間構成 〇：都市の動線の⼀部として機能しており，良好な歩⾏空間を創出している 〇：都市の回遊性創出
❷-1：アクティビティを予め想定した緑化の検討
による緑の多⾯的機能発揮を志向
〇：多様なアクティビティ発⽣を想定した芝⽣広場の整備
△：アクティビティが多いことから芝⽣の養⽣の必要性増加，アクティビティへの影響
●：既存花壇に野菜を植えることでアクティビティの多様性向上
〇：必要活動，任意活動，
社会活動，ハレの活動
●：社会活動
❷-2：公共施設と隣接する道路・公園・隣地等パ
ブリックスペースを⼀体的に使うアクティビティ
の創出・継続
△：隣接する市⺠会館との施設の⼀体活⽤については、創意⼯夫を凝らした事業の実施
が必要との指摘あり
△：建築・都市の機能補
完・拡張
❷-3：パブリックスペースと⺠間敷地を関連付け
たアクティビティ ― ―
❷-4：計画段階から道路・公園・隣地等のパブ
リックスペースとの連携の検討によるアクティビ
ティの多様性創出・安全性確保
― ―
❷-5：運⽤段階における道路・公園・隣地等のパ
ブリックスペースの管理者との連携によるアク
ティビティの多様性・安全性確保
〇：地元の組織である「錦みよし会」と連携し諏訪祭りの中継地点として施設を開放
●：隣接する市⺠ホールと当該施設は同⼀の企業が代表企業となっている指定管理者で
管理運営が⾏われている
〇：ハレの活動，
●：ハレの活動
単❷-1：パブリックスペースを地域の利便性向上
やコミュニケーションの場として機能させるよ
う，⾏政財産⽬的外使⽤許可等の弾⼒的運⽤
●：既存花壇に野菜を植え，近隣⾃治会の協⼒を得て栽培することで施設利⽤者・近隣
住⺠・⾃治会・施設管理者の間にコミュニケーションが発⽣，パブリックスペースの有
効活⽤の観点から⾃治体の弾⼒的対応により実現
●：社会活動
❸-3：平常時及びイベント時におけるパブリック
スペースの管理者・市⺠・事業者等の間の相互的
な連携
〇：南⼝商店街連合会との意⾒交換や懇親会の実施、市や商⼯会議所との意⾒交換、⽉1
回の連絡調整会議の開催
●：地域のにぎわい創出のための⼈的資源や場所の提供、毎⽉施設周辺のゴミ拾い清掃
を実施
〇：コミュニティ形成
●：レクリエーション・に
ぎわい，コミュニティ形成
❹-2：地域性（住⺠属性・地域組織の状況・関連
事業者の有無等）に即した⾃治体と地域の役割分
担
〇：現地において指定管理者と地元⾃治会・商店会等との関係構築が成功しており、⾏
政は主にマネジメントに専念している。
●：敷地内の既存花壇を活⽤した「くるりん農園」での野菜栽培にあたり、取組み開始
当初は⾏政側も関与していたが、地元⾃治会の協⼒を得ることができるようになり、指
定管理者・⾃治会・利⽤者による運営が⾏われている。
〇：コミュニティ形成
●：コミュニティ形成
❸-1：パブリックスペースのマネジメントに市
⺠・事業者等が参加できる組織・仕組みの構築 〇：指定管理者と近隣⾃治会・商店街連合会との積極的関係構築 〇：コミュニティ形成
❹-5：パブリックスペースの利⽤状況に⾒合う財
源の確保
×：費⽤については指定管理開始当初に設定された委託費から⽀出されており、新たな
取組み等に関して別の財源が確保されているということではない。このことに関しては
指定管理者側も課題として挙げている。
×：経済性向上
❹-6：パブリックスペースのマネジメントに対す
る市⺠意識の醸成
〇：まんがぱーく⼤市を中⼼としたにぎわい創出の取組は商店街、教育機関、市⺠団体
等との連携協⼒の下、意欲的に実施されている
●：⽴川市出⾝のアーティスト及びファンから「⽴川市への恩返し」としてベンチが寄
贈・設置された
〇：コミュニティ形成
●：経済性向上
【単⼀施設⽴地型】⽴川⼦ども未来センター
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図 7-6（左） 夏季に 2 階デッキからタープが取り付けられた様⼦全景 
（関連要求事項：空間デザイン・整備マネジメント❶-5） 
図 7-7（右） タープの下で⾏われているまんがぱーく⼤市の様⼦ 
（関連要求事項：使い⽅・管理運営マネジメント❹-6） 
 
図 7-8（左） 既存花壇を活⽤して設けられた「くるりん農園」の様⼦ 
図 7-9（右） 施設利⽤者及び地域住⺠によるくるりん農園の⼤根収穫イベントの様⼦ 
（関連要求事項：空間デザイン・整備マネジメント❶-5，❷-1，近隣連携マネジメント❹-2） 
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検証対象施設 2：エリアなかいち（複数施設隣接⽴地型） 
 
・施設名称：エリアなかいち 
・棟名称：にぎわい交流館 Au，商業施設@4 の 3，秋⽥県⽴美術館，住宅棟 
・施設管理者：あきたまちづくり共同企業体（代表者 秋⽥まちづくり株式会社） 
・所在地：秋⽥県秋⽥市中通 1 丁⽬ 4 番 1 号 
・関連事業：中通⼀丁⽬地区第⼀種市街地再開発事業（1996 年〜2013 年） 
表 7-10 エリアなかいち各棟概要 
棟名称 主な⽤途 延床⾯積(㎡) 階数 
にぎわい交流館 Au 集会場・劇場 5188 地上 4 
商業施設@4 の 3 店舗・駐⾞場 22402 地上 2 
秋⽥県⽴美術館 美術館 3746.66 地下 1 地上 3 
住宅棟 共同住宅・ケアハウス 10018 地上 13 
にぎわい広場 ― 2710 ― 
 
・施設周辺図 
図 7-10 エリアなかいち周辺図（地理院地図を基に作成） 
300 1000 0 
(m) 
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・施設配置図 
 
図 7-11 エリアなかいち配置図（新建築を基に作成） 
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 表 7-11 エリアなかいちの検証結果  
（参考⽂献及び Web サイト 8）〜 10)・現地調査・質問紙調査 11)12)13)に基づき作成） 
 
PSFM
の区分 要求事項 検証結果（〇：要求事項に関する取組み，●：独⾃の取組み） 発揮されている機能
❶-1：パブリックスペースに関する量的⽬標・
質的⽬標の明確化 ー ―
❸-2：地域の⽣業や歴史，気候⾵⼟，等を考慮
したパブリックスペースの機能の設定とマネジ
メント
○：冬期間は屋外空間の利⽤が減ることから，当該パブリックスペース及び周辺商店街
のにぎわい創出を⽬的とし，約2か⽉の間活発にイベントを開催する
○：経済性向上，レクリ
エーション・にぎわい
❹-1：対象パブリックスペースに関してイニシ
アチブを取る部局の設定とその部局による計画
〜運⽤段階までの横断的マネジメント
ー ―
❹-3：パブリックスペースに対する⾃治体の
ニーズと地域のニーズの整合 ○：秋⽥駅から⻄側に広がる商店街への賑わい創出の観点で整合
○：経済性向上，レクリ
エーション・にぎわい
❹-4：パブリックスペースの中⻑期的マネジメ
ントを阻害する要因の把握と解決 ー ―
❶-2：多様な樹種による緑化 △：整備当初からの植栽の樹種数は少ないが，運⽤段階において近隣と協働して設置したプランターやハンギングフラワーが補われている
△：環境維持・改善
〇：景観向上，アメニティ
創出
❶-3：屋外空間が狭い場合も利⽤者の⽬や⼿に
触れやすい場所への緑化 ー ―
❶-4：市⺠の興味を引く植栽やファニチャーの
選定と配置 ○：歩⾏者動線に近い位置にベンチが多数設置されており，休憩に利⽤されている ○：空間接続
❶-5：明確な利⽤イメージを持ったうえでの空
間創出
〇：屋内のカフェに隣接する屋外空間にて夏季はオープンカフェが営業している
○：イベント⽤コンセント・排⽔桝等が設けられている
×：イベント時以外の平常時のアクティビティを創出する空間となっていない
○：レクリエーション・に
ぎわい
×：建築・都市の機能補
完・拡張，都市の回遊性創
出
❶-6：屋外空間を眺められる・容易に屋外に出
られる屋内空間の計画
△：当該敷地の向い側に位置する千秋公園の外堀と連続性を持たせた⽔盤及び屋内のデ
ザインにより屋外を眺めることができるが，屋内空間と敷地内屋外空間の連続性は低い
△：建築・都市の機能補
完・拡張，空間接続
❶-7：敷地周辺の歩⾏者動線を考慮した空間構
成
○：駅から当該敷地に⾄る道路（仲⼩路）と敷地⼊り⼝の整合，千秋公園に⾯する位置
に敷地内広場設置 ○：都市の回遊性創出
複❶-1：所管部局が異なる複数施設が隣接する
場合，敷地境界を必要以上に区切らず⼀体的な
空間とする
○：複数の施設が隣接しているが⼀体の敷地として整備・運⽤されている ○：建築・都市の機能補完・拡張，空間接続
❷-1：アクティビティを予め想定した緑化の検
討による緑の多⾯的機能発揮を志向
●：「にぎわい広場」は地域の伝統⾏事である竿灯祭りを想定した広い空間を確保して
いる
△：平常時のアクティビティを創出する緑・ファニチャー等の設えは少ない
●：ハレの活動
△：任意活動・社会活動
❷-2：公共施設と隣接する道路・公園・隣地等
パブリックスペースを⼀体的に使うアクティビ
ティの創出・継続
○：駅から当該敷地に⾄る道路（仲⼩路）と敷地⼊り⼝の整合，千秋公園に⾯する位置
に敷地内広場設置等，空間整備の際に⾏われた連続性確保の取組みが⾒られる
△：運⽤段階においては特に⽬⽴った取組みは無い
○：必要活動
△：任意活動・社会活動
❷-3：パブリックスペースと⺠間敷地を関連付
けたアクティビティ
●：近隣パブリックスペース及び⺠間敷地を関連付けたミュージックフェスティバル等
のイベントが⾏われている ○：ハレの活動
❷-4：計画段階から道路・公園・隣地等のパブ
リックスペースとの連携の検討によるアクティ
ビティの多様性創出・安全性確保
ー ―
❷-5：運⽤段階における道路・公園・隣地等の
パブリックスペースの管理者との連携によるア
クティビティの多様性・安全性確保
○：⼀部のイベント時には駅からの動線となる道路（仲⼩路）を歩⾏者天国化し，アク
ティビティの多様性と安全性を確保している ○：ハレの活動
複❷-1：パブリックスペースを地域の利便性向
上やコミュニケーションの場として機能させる
よう，⾏政財産⽬的外使⽤許可等の弾⼒的運⽤
○：オープン当初から屋外空間（なかいち広場・にぎわい広場）は貸出可能なスペース
として年中無休により貸出が⾏われている。貸出先は公益的なイベントに限らず，伝統
⾏事である竿灯祭りの練習会場としてや，隣接するホテルで⾏われる結婚披露宴や学会
等と連動したアクティビティのための会場としても使⽤される。
○：社会活動・ハレの活動
❸-3：平常時及びイベント時におけるパブリッ
クスペースの管理者・市⺠・事業者等の間の相
互的な連携
○：冬場のイルミネーション点灯、ハンギングフラワー・プランター設置等を周辺商店
街等と同時期に協⼒し⾏っている。 ○：社会活動
❹-2：地域性（住⺠属性・地域組織の状況・関
連事業者の有無等）に即した⾃治体と地域の役
割分担
○：秋⽥市中⼼市街地活性化市⺠サポーター会議では，近隣事業者，商店街，⾃治体，
指定管理者で役割分担が⾏われている ○：コミュニティ形成
複❷-3：パブリックスペース間・施設間の回遊
性確保
△：管理組合においては，敷地内の施設間の回遊を強化することが課題として認識され
ている △：経済性向上
❸-1：パブリックスペースのマネジメントに市
⺠・事業者等が参加できる組織・仕組みの構築
○：秋⽥市中⼼市街地活性化市⺠サポーター会議が設置されており，秋⽥市との協定に
より当該施設の指定管理者が事務局を担っている
○：経済性向上・コミュニ
ティ形成
❹-5：パブリックスペースの利⽤状況に⾒合う
財源の確保 ー ―
❹-6：パブリックスペースのマネジメントに対
する市⺠意識の醸成 ー ―
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図 7-12（左） プランターと休憩利⽤者の様⼦ 
（関連要求事項：空間デザイン・整備マネジメント❶-2，❶-4，近隣連携マネジメント❷-3） 
図 7-13（右） 夏季のオープンカフェの様⼦ 
（関連要求事項：空間デザイン・整備マネジメント❶-4，❶-5） 
図 7-14（左） 商店街の軸線と合わせた敷地⼊り⼝の様⼦ 
（関連要求事項：空間デザイン・整備マネジメント❶-7，近隣連携マネジメント❷-2，❷-5） 
図 7-15（右） 伝統⾏事の竿灯祭りの会場として使われている様⼦ 
（関連要求事項：空間デザイン・整備マネジメント❷-1，複❷-1） 
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検証対象施設 3：⼦育ての駅千秋「てくてく」・千秋が原南公園（都市公園隣接⽴地型） 
 
・施設名称：⼦育ての駅千秋「てくてく」・千秋が原南公園 
・棟名称：⼦育ての駅千秋「てくてく」 
・施設管理者：「てくてく」：⻑岡市⼦ども家庭課，「千秋が原南公園」：同公園緑地課 
・所在地：新潟県⻑岡市千秋 1-99-6 
・関連事業： ⻑岡市「こども王国」基本構想 
 
表 7-12 ⼦育ての駅千秋「てくてく」・千秋が原南公園概要 
名称 主な⽤途 延床⾯積(㎡) 階数 
⼦育ての駅千秋「てくてく」 ⼦育て⽀援施設 1282.6 地上 1 
千秋が原南公園 都市公園  ― 
 
・施設周辺図 
図 7-16 ⼦育ての駅千秋「てくてく」周辺図（地理院地図を基に作成） 
(m) 
0 300 1000 
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・施設配置図 
 
図 7-17 ⼦育ての駅千秋「てくてく」配置図 
（⻑岡造形⼤学研究紀要 14）を基に作成） 
 
 
 
  
0 50 100 
(m) 
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表 7-13 ⼦育ての駅千秋「てくてく」・千秋が原南公園の検証結果 
（参考⽂献及び Web サイト 14）15)16)17)及び現地調査・ヒアリング 18)に基づき作成） 
PSFM
の区分 要求事項 検証結果（〇：要求事項に関する取組み，●：独⾃の取組み） 発揮されている機能
❶-1：パブリックスペースに関する量的⽬標・
質的⽬標の明確化 ー ―
❸-2：地域の⽣業や歴史，気候⾵⼟，等を考慮
したパブリックスペースの機能の設定とマネジ
メント
〇：雪国における冬期間の⼦育ての場に対する住⺠ニーズを反映し，「⼦育ての駅」
が計画・実現された
〇：レクリエーション・にぎわ
い，コミュニティ形成
❹-1：対象パブリックスペースに関してイニシ
アチブを取る部局の設定とその部局による計画
〜運⽤段階までの横断的マネジメント
〇：計画当初は企画課が関与し基本構想の取りまとめ等を⾏ったが，運⽤段階を⾒据
えて施設所管課（⼦ども家庭課・公園緑地課）がイニシアチブを取り現在まで横断的
マネジメントを⾏っている。
〇：経済性向上
❹-3：パブリックスペースに対する⾃治体の
ニーズと地域のニーズの整合
〇：雪国における冬期間の⼦育ての場に対する住⺠ニーズを反映し，「⼦育ての駅」
が計画・実現された 〇：コミュニティ形成
❹-4：パブリックスペースの中⻑期的マネジメ
ントを阻害する要因の把握と解決 ー ―
❶-2：多様な樹種による緑化 〇：公園の「えんえん」については季節の草花だけでなく野菜を栽培できるよう整備されている
〇：環境維持・改善，景観向
上，⽣理・⼼理，建築・都市の
機能補完・拡張，空間接続
❶-3：屋外空間が狭い場合も利⽤者の⽬や⼿に
触れやすい場所への緑化 ー ―
❶-4：市⺠の興味を引く植栽やファニチャーの
選定と配置 ○：ランダムに配置された多機能の「えんえん」
〇：景観向上，⽣理・⼼理，建
築・都市の機能補完・拡張，空
間接続
❶-5：明確な利⽤イメージを持ったうえでの空
間創出
〇：公園の「えんえん」については市⺠意⾒を取り⼊れる多様な機能が設定されると
ともに，可変性もある
〇：建築・都市の機能補完・拡
張
❶-6：屋外空間を眺められる・容易に屋外に出
られる屋内空間の計画
〇：公園に向かって⼤きく取られた開⼝部からの景⾊に対する設計者の意図を汲み，
掲⽰物や家具のレイアウトが眺めを損なわないよう配慮されている
×：施設⽤途が⼦育て⽀援機能という特性上，セキュリティ⾯が重要視されることか
ら，平常時の屋内外の出⼊り⼝は1か所に絞り，出⼊りの管理を⾏っている。
〇：景観向上
×：空間接続
❶-7：敷地周辺の歩⾏者動線を考慮した空間構
成
○：川沿いの並⽊道から歩⾏者を⾃然に敷地内へ引き込むクロソイド曲線が採⽤され
た 〇：空間接続
公❶-1：所管部局が異なる複数施設が隣接する
場合，敷地境界を必要以上に区切らず⼀体的な
空間とする
〇：都市公園と河川敷の桜並⽊と公共施設が⼀体的に調和するようデザイン・整備さ
れた
〇：建築・都市の機能補完・拡
張，空間接続，都市の回遊性創
出
❷-1：アクティビティを予め想定した緑化の検
討による緑の多⾯的機能発揮を志向
〇：公園の「えんえん」は運⽤により機能を変化させながら多様な使い⽅がなされて
いる 〇：任意活動，社会活動
❷-2：公共施設と隣接する道路・公園・隣地等
パブリックスペースを⼀体的に使うアクティビ
ティの創出・継続
〇：都市公園と河川敷の桜並⽊と公共施設が⼀体的に整備され，散歩の途中で公園へ
⽴ち寄る市⺠，近隣施設の利⽤者がいる
○：屋内外を⼀体的に使うイベントが年に複数回開催されている
〇：任意活動，社会活動，ハレ
の活動
❷-3：パブリックスペースと⺠間敷地を関連付
けたアクティビティ
〇：近くにショッピングモール・病院・美容院なども近くにあり、てくてくでの⼀時
保育では、そういった場所に⾏くために、⼦どもを短時間預けるといった利⽤⽅法も
⾒られる。近隣の中学校や専⾨学校から職場体験に来たり、イベントに協⼒しても
らっている
〇：必要活動，任意活動，社会
活動
❷-4：計画段階から道路・公園・隣地等のパブ
リックスペースとの連携の検討によるアクティ
ビティの多様性創出・安全性確保
〇：計画段階から，施設の所管課となる⼦ども家庭課と公園及び河川敷の並⽊道部分
の所管課となる公園緑地課の連携があり実現した
〇：必要活動，任意活動，社会
活動
❷-5：運⽤段階における道路・公園・隣地等の
パブリックスペースの管理者との連携によるア
クティビティの多様性・安全性確保
〇：運⽤段階においては，⼦ども家庭課によるイベント時期と合わせて公園緑地課が
公園整備を⾏う等，アクティビティの多様性と安全性を確保する連携が⾏われている 〇：ハレの活動
複❷-1：パブリックスペースを地域の利便性向
上やコミュニケーションの場として機能させる
よう，⾏政財産⽬的外使⽤許可等の弾⼒的運⽤
― ―
❸-3：平常時及びイベント時におけるパブリッ
クスペースの管理者・市⺠・事業者等の間の相
互的な連携
●：サポーターに登録している市⺠の活動については保育⼠等の⼿が回らない部分に
ついての施設運営のサポートだけでなく，⾳楽・ダンス等のサポーターにとっては活
動の発表の場提供の側⾯もある。
●経済性向上，レクリエーショ
ン・にぎわい，コミュニティ形
成
❹-2：地域性（住⺠属性・地域組織の状況・関
連事業者の有無等）に即した⾃治体と地域の役
割分担
●：当該施設については指定管理者制度等によらず⾃治体の直営により管理運営が⾏
われているが，公園と隣接⽴地という地域性に即し，⼦育て⽀援施設に多様な市⺠が
集まりやすい状況があることからサポーター制度を活⽤し⾏政が担えない⽇常時の細
やかな施設運営が可能となっている
●経済性向上，レクリエーショ
ン・にぎわい，コミュニティ形
成
公❷-2：施設屋内と公園双⽅のアクティビティ
創出の可能性を考慮したルールの設定と運⽤
●：公園の多様な植物や昆⾍等を資源として捉え，⼦育て⽀援のイベントの⼀環とし
て公園内を散策する「てくてく散歩」が継続して⾏われている
●：施設⽤途が⼦育て⽀援機能という特性上，セキュリティ⾯が重要視されることか
ら，平常時の屋内外の出⼊り⼝は1か所に絞り，出⼊りの管理を⾏っている。
●：任意活動，社会活動
❸-1：パブリックスペースのマネジメントに市
⺠・事業者等が参加できる組織・仕組みの構築
●：計画時から近隣の⼤学と連携し，運営段階においてもイベントの企画運営等と
いった連携が継続している，「⼦育ての駅」の施設運営に際しサポーター登録制度を
導⼊しており，登録した市⺠との協働・連携により施設運営が⾏われている
〇：歴史⽂化伝承，経済性向
上，レクリエーション・にぎわ
い，コミュニティ形成
❹-5：パブリックスペースの利⽤状況に⾒合う
財源の確保 ×：財源は全て⾃治体の予算により賄われている ×：経済性向上
❹-6：パブリックスペースのマネジメントに対
する市⺠意識の醸成
●：サポーター制度の導⼊により施設運営に関与できるという市⺠意識の醸成が⾏わ
れている
●：経済性向上，コミュニティ
形成
【都市公園隣接型】⼦育ての駅千秋・千秋が原南公園
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図 7-18（左） 公園のえんえんで⼦どもたちが遊んでいる様⼦ 
（関連要求事項：空間デザイン・整備マネジメント❶-4，❶-5，❷-1） 
図 7-19（右） 近隣の⽼⼈福祉施設の利⽤者が散歩途中に⽴ち寄る様⼦ 
（関連要求事項：近隣連携マネジメント❷-2，❷-3） 
（http://nirr.lib.niigata-u.ac.jp/bitstream/10623/36824/1/08_10-27.pdf より） 
 
 
図 7-20（左） 雪を活かした遊びの様⼦ 
（関連要求事項：全体的 FM❶-3，使い⽅・管理運営マネジメント公❷-2，❸-1） 
（⻑岡市 https://www.city.nagaoka.niigata.jp/kosodate/cate99/tekuteku/gallery_winter.html より） 
図 7-21（右） 屋内から公園を⾒渡せる様⼦ 
（関連要求事項：空間デザイン・整備マネジメント❶-6） 
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7.5 PSFM システムの妥当性 
 
 本章では，第 4 章〜第 6 章において，PSFM において応⽤できるとして導出した知⾒を活⽤
し，3 つのレベル・4 つの区分に応じた要求事項を提⽰した。その要求事項については，第 4 章
〜第 6 章で扱った事例と周辺環境やマネジメント主体の状況が異なると共に，その空間及びマ
ネジメント⽅法が優れているとされている事例に対しても，概ね 7.3 で提⽰した要求事項に相当
する取組みが⾏われていることが把握できた。よって，本章で構築した PSFM システムの⽅向
性の妥当性を⽰すことができたといえる。  
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11）2018 年 12 ⽉ 10 ⽇〜28 ⽇の間，秋⽥市にぎわい交流館 AU の指定管理者である秋⽥まち
づくり㈱への質問紙調査を電話及びメールにて実施した 
12）2018 年 12 ⽉ 12 ⽇〜28 ⽇の間，秋⽥市観光⽂化スポーツ部観光振興課への質問紙調査を
メールにて実施した 
13）2018 年 12 ⽉ 12 ⽇〜28 ⽇の間，なかいちビル管理組合への質問紙調査をメールにて実施
した 
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14）⼭下秀之・江尻憲泰・上野裕治（2011）：⻑岡市⼦育ての駅千秋「てくてく」＋千秋が原
南公園＋信濃川桜づつみ遊歩道：⻑岡造形⼤学研究紀要，第 8 巻，10−27，
<http://nirr.lib.niigata-u.ac.jp/handle/10623/36824> 
15）⻑岡市教育委員会作成の⼦育ての駅，⻑岡市⼦ども家庭課より提供 
16）てくてくの通信（平成 30 年 1 ⽉〜12 ⽉号） 
17）⻑岡市都市整備部公園緑地課／⻑岡市教育委員会⼦育て⽀援部⼦ども家庭課（2011）：
公園緑地，第 72 巻 2 号，13−15 
18）2018 年 12 ⽉ 18 ⽇（⽕）⻑岡市教育委員会⼦育て⽀援部⼦ども家庭課職員及び⼦育ての
駅千秋「てくてく」保育⼠へのヒアリング及び現地調査を実施した 
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第 8 章 結論 
 
8.1 総括 
 
 本研究では公共施設の屋外空間に着⽬し，従来的な外構からパブリックスペースの機能を発
揮するコンヴィヴィアル空間へと変化させるためのマネジメント⼿法をパブリックスペイシャ
ル・ファシリティマネジメント（Public Spatial Facility Management；PSFM）と定義して，具
体的な事例の分析に基づき PSFM システムの検討を⾏った（図 8-1）。 
 
 
図 8-1 本研究について 
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本項では，本研究で得られた知⾒を総括する。 
 
 第 1 章では，本研究において提⽰する「パブリックスペイシャル・ファシリティマネジメン
ト（Public Spatial Facility Management ; PSFM）」と「コンヴィヴィアル（Convivial）」の概念
について定義づけを⾏った。 
まず，研究の背景として，⽇本における公共施設の FM では，①屋外空間について「外構」と
いう概念でのみ捉えられており，②⾃治体の財政上の課題から，⼀⻫に⽼朽化している公共施設
の維持管理・運営・修繕更新に対して⼗分な投資をすることが困難である中，建物本体や設備へ
の投資が優先され，屋外空間には最低限の費⽤しか充てることができない状況にある。そして，
③近年は⾃治体職員の間に公共施設の屋外空間が活⽤すべきパブリックスペースであるという
認識が広まりつつある。しかし，④そもそも敷地内外の屋外空間や施設を取り巻く地域環境に関
しては FM の対象として掲げられながらも，それらをマネジメントする視点や⽅法が定まって
いない，という課題の構造を捉えた。 
この内容を踏まえ，PSFM については，既存の公共施設の FM に対して，①部位の総称である
「外構」ではなく「空間」としてのパブリックスペースという概念を加え，マネジメントの⽬標
を具体化する点，②財政が逼迫する⾃治体の現状を鑑み，建物本体や設備とは異なり改修や更新
等⼤きな投資を前提とせずに，コンヴィヴィアルという概念のもと空間の質を向上することに
寄与するマネジメントについて論考する点，において⼤きく異なるものであるといえる。パブリ
ックスペースの在り⽅がまちの在り⽅に⼤きく影響するといわれる現代において，既に膨⼤な
空間ストックがある公共施設の屋外空間の観点から，新たなマネジメント論を提⽰するもので
あると位置付けた。 
また，コンヴィヴィアルという概念については，①空間の観点，②アクティビティの観点，③
地域運営の観点，④継続性の観点，から整理すると共に，この①〜④を PSFM に関する分析の
フレームとして設定した。 
 
第 2 章では，既存の各種パブリックスペースの変遷及び特徴，それらのマネジメント⼿法に関
する特徴について整理することで，本研究で提⽰するＰＳＦＭの特徴を明確化した。これは，近
年のパブリックスペースのマネジメントについては，マネジメントの対象となる空間或いは事
業の特性や規模によって様々な取組みが⾏われ知⾒が蓄積されてきているが，本研究で扱う公
共施設の屋外空間に関して，そのような動きは殆どみられないためである。 
まず，道路（ストリート）・公園（パーク）・⽔辺・広場を対象とし，既存の⽂献を参考に，各
パブリックスペースに関連する①主な種類，②主な変遷と特徴，③近年の規制緩和，について整
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理した。次に，上述の各パブリックスペースに関するマネジメント⼿法について概要と特徴を背
整理した。ここでは，第 1 章で提⽰したＰＳＦＭの分析のフレームである，①空間の観点，②ア
クティビティの観点，③地域運営の観点，④継続性の観点，を⽤いた。その内容を踏まえ，各種
マネジメント⼿法と本研究で提⽰するＰＳＦＭの位置づけを明確化するために，①〜④の観点
毎の両軸マトリクスによって⽰した。①空間の観点からは，「広域⇔敷地単位」と「都⼼部⇔郊
外／農村部」の軸で捉えた。②アクティビティの観点からは，「規制強⇔規制弱」と「イベント
的・⼀時的⇔⾃然発⽣的／恒常的」の軸で捉えることができた。また，③地域性の観点からは，
「⾏政主体⇔地元主体」と「プラットフォーム的⇔事業体的」の軸で捉えた。最後に，④継続性
の観点からは，「開発⇔再編・縮⼩」と「事業収益⇔税⾦・補助⾦等」の軸で捉えた。 
 
 第 3 章では，「コンヴィヴィアル」な空間の概念において重要である，パブリックスペースと
しての公共施設の屋外空間の機能を捉えた。まず，都市公園や道路等も含むパブリックスペース
総体としての機能を⽂献調査により整理し，次に，パブリックスペースの中でも建築の屋外空間
の機能について整理することで，他のパブリックスペースとの違いや共通点を明確化し，PSFM
における⽬標として設定した。 
⼀般的なパブリックスペースが持つ 9 つの機能，パブリックスペースのなかでも建築の屋外
空間が持つ特有のものとして 4 つの機能，公共施設の屋外空間の機能，更に，公共施設の屋外空
間におけるアクティビティに関する機能を以下の通り整理した。 
・パブリックスペースの 9 機能 
【環境維持・改善】【歴史⽂化伝承】【景観向上】【⽣理・⼼理】【経済性向上】【防災・減災】【環
境教育】【レクリエーション空間提供】【コミュニティ形成】 
・建築の屋外空間の 4 機能 
【建築・都市の機能補完・拡張】，【空間接続】，【都市の回遊性創出】，【アメニティ表出】 
・公共施設の屋外空間の機能：上述の 9 機能と 4 機能を合わせた 13 機能 
・公共施設の屋外空間における 5 つのアクティビティ 
【必要活動】【任意活動】【社会活動】【⾔論表現活動】【ハレの活動】  
 
公共施設の屋外空間の 13 機能については，PSFM の分析のフレームのうち，①空間の観点，
③地域運営の観点，④継続性の観点に関連づけて整理し，5 つのアクティビティについては，
PSFM の分析のフレームのうち②アクティビティの観点に関連づけて整理した。 
第 1 章で提⽰したように，本研究では 1．PSFM はパブリックスペースの機能を発揮すること
を意図した組織的・継続的な取組み，であり，2．パブリックスペースの機能が発揮された状態
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＝コンヴィヴィアルな状態，とすることから，本章で捉えた機能は PSFM を⾏う上での⽬標と
位置付けることができる。よって，上記においてコンヴィヴィアルな空間の各観点について関連
づけられる機能を PSFM における⽬標として設定した。 
 
第 4 章〜第 6 章では，パブリックスペースにおける具体的な実践の知⾒を詳細に調査し，公
共施設の屋内外及び周辺地域連携のマネジメントの展開プロセスについて，第 1 章で設定した
分析のフレーム①空間の観点，②アクティビティの観点，③地域性の観点，④継続性の観点，及
び第 3 章で設定した PSFM の⽬標を⽤いてコンヴィヴィアル空間化の状況について考察を⾏っ
た。 
 
 まず第 4 章では，単⼀の敷地内における公共施設の事例を扱うこととし，公共施設屋外の緑化
施策と利⽤者評価の関係からみた，緑によるコンヴィヴィアリティの向上の可能性を把握した。   
初めに，緑化ガイドライン等を策定している⾃治体の緑化に関する認識や⽬標，内容を整理す
るために，対象各⾃治体の緑化ガイドライン等の記載内容について資料調査を⾏うと共に，⾃治
体の担当者への聞取り調査を⾏い，ガイドライン等の策定背景や運⽤の実態を把握した。 
次に，緑化ガイドライン等により緑化された施設の屋外空間に対する利⽤者の満⾜度及び公
共施設の屋外空間におけるパブリックスペースの機能の必要度を把握するためのアンケートか
ら，緑化された公共施設屋外空間に関する利⽤者評価を⾏った。 
そして，調査によって得られた知⾒に基づき，緑によるコンヴィヴィアリティ向上の可能性を
考察した。まず，①空間の観点からは，利⽤者の⽬に触れやすい・⾝近に感じる場所に多様な樹
種による緑化を施すことが利⽤者満⾜に繋がると考えられる。④継続性の観点からは，緑の適切
な維持管理に必要な内容を⽇常管理から中⻑期計画まで明⽰し，施設所管課と緑化担当課が維
持管理段階においても連携することが緑の維持に対する動機付けとなるといえる。更に，緑化ガ
イドラインに関する認識を施設所管課へ広めることが課題となっていることから，施設所管課
と緑化担当課がコミュニケーションを図ることでより良好な緑が創出・維持されることに繋が
るといえる。 
 
 次に第 5 章では，複数の公共施設が隣接する事例について扱うこととし，郊外における公共施
設を拠点とした多主体の活動と地域運営の特徴，及びそれらが展開されている空間の実態を明
らかにし，コンヴィヴィアリティをもたらすパブリックスペースのマネジメントの在り⽅を考
察した。 
まず，複数の公共施設が⽴地し地域の拠点となってきた対象地⼀帯の空間の変容と，それと共
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に変遷してきた地域運営について整理し，関連する多主体の活動の実態とそれぞれの活動を通
した連携，それらが地域運営にもたらした変化について明らかにした。 
そして，調査で得た知⾒に基づき，複数公共施設の隣接事例におけるコンヴィヴィアリティを
もたらす多主体の連携と地域運営に関して考察を⾏った。①空間の観点からは，多様な活動と連
携の場となるパブリックスペースの維持と，地域におけるパブリックスペースの役割を⾒据え
た⽅向性検討が重要であると考えられる。②アクティビティの観点からは，所謂公共施設だけで
なく⺠地もパブリックスペースになり得ることを地域住⺠が認識することで，次の活動の展開
にもつながることが期待できると考えられる。③地域運営の観点からは，地元住⺠による施設の
運営の延⻑線としての地域運営が⾏われることに加え，郊外の⽣活における共愉や⾃⽴共⽣を
⾼めるためには，多様な世代の地元住⺠はもとより多様な主体が関与すること，地域の歴史や⽣
業との関係をつなぐことが可能となるような機能をパブリックスペースに付与し，地域の拠点
として設定することが重要であると考えられる。④継続性の観点からは，新たな主体を含めた地
域と⾏政の役割分担とパブリックスペースの存在意義の認識共有と，⾃治体の部局間での施策
的ニーズ共有による資産活⽤，近接する⺠地への活動展開と情報発信による⺠地の活⽤促進が
重要であるといえる。 
 
 更に第 6 章では，都市公園と公共施設の隣接事例を対象に，マネジメントと空間の在り⽅によ
るコンヴィヴィアリティの拡がりについて考察した。 
まず，対象地及び周辺地域の計画段階から現在までの変遷過程を整理し，公共施設と公園の連
携に関する状況を把握し，周辺地域にもたらした影響を明らかにした。 
そして，マネジメントにおける官⺠の組織の活動内容と空間の利活⽤状況を整理し，連携に関
する特徴と課題を把握することで，利活⽤を促進するマネジメントの特徴及びそれを実践する
空間の在り⽅がもたらしているコンヴィヴィアリティの拡がりについて考察を⾏った。①空間
の観点からは，上位計画において都市公園と公共施設のマネジメントにおける連携について明
確に位置づけを⾏い，その内容について具体的に⽰すことに留意することが連携の実現のため
に重要であると考えられる。また，都市のパブリックスペースとして周辺施設との連続性創出に
配慮することも重要であるといえる。②アクティビティの観点からは，公共施設及び都市公園が
同⼀の指定管理者によって管理運営が⾏われていることにより，施設の屋内外の特徴を活かし
たアクティビティ創出をもたらしているといえる。また，計画段階から公共施設及び公園につい
ては⼀体的に利⽤・管理されることが明確化されていたことも，多様なアクティビティを⽣み出
すポイントとなっているといえる。③地域運営の観点からは，多主体との連携のコアになるよう
な主体との間でイベント時以外の平常時においても業務委託や情報共有等の様々な関わり⽅を
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通した連携の継続に留意することが，活発で円滑なマネジメントや地域におけるパブリックス
ペースの価値向上に寄与すると考えられる。④継続性の観点からは，⾃治体内部での連携が容易
となる体制構築，運営管理のイベント化による市⺠意識の醸成，マネジメントに寄与するイベン
トの実施が重要であると考えられる。 
 
 第 7 章では，第 2 章から第 6 章までの分析で得られた知⾒に基づき，公共施設の屋内外及び
周辺地域連携型のマネジメントの展開プロセスの検討を⾏い，外構のコンヴィヴィアル空間化
のための「パブリックスペイシャル・ファシリティマネジメント（PSFM）システム」を構築し
た。PSFM システムは，マネジメントのレベルにより，全体的ＦＭ，空間デザイン・整備マネジ
メント，近隣連携マネジメント，使い⽅・管理運営マネジメント，の 4 段階に分けて計 21 個の
要求事項及び 4 個の特記事項を提⽰した。 
更に，そのシステムについて空間の質及びマネジメントが優れた事例として公式に評価され
ている 3 事例の取組みと照らし合わせることで検証し，より妥当性の⾼いシステムとして提⽰
した。 
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8.2 今後の課題と展望 
  
 本研究では，公共施設の屋外空間に着⽬し，そのコンヴィヴィアル空間化に資する PSFM シ
ステムを検討した。今後，公共施設をめぐっては再編・再配置の動きが加速し，それと同時に市
⺠サービスの向上や街の魅⼒向上が⼀層求められるようになるであろう。 
本研究では第 4 章〜第 6 章の事例分析において単体或いは隣接する⼀帯の公共施設に関する
分析を⾏い，それらの知⾒から得た PSFM システムを検討した。今後は，PSFM システムにつ
いて実際に複数の⾃治体等マネジメント組織に試⽤してもらい，より実⽤性を⾼めると共に，敷
地周辺環境や施設利⽤状況，施設⽤途，マネジメントの継続年数，マネジメント主体の特徴，ネ
ットワーク化等の本研究では扱わなかった多様なパラメーターについても取り⼊れることが課
題であるといえる。また，複数の異なる施設を横断的にマネジメントすることは本来のファシリ
ティマネジメントの意義でもあり，その中には第 3 章で把握したような他のパブリックスペー
スとの連携等に関する仕組みも取り⼊れることが必要であると考えられる。 
 最後に，研究の構成として第 1 章で⽰した通り，本研究は PDCA サイクルに沿って当てはめ
ることができる。マネジメントは PDCA サイクルによってその成果や課題がフィードバックさ
れていくことでより品質が向上し，⾼い⽬標を達成できるようになるものである。そして，本研
究はこれまでそのようなマネジメントの対象となってこなかった公共施設の屋外空間に関して，
そのサイクルの基礎を提⽰したものであると位置づけられる。今後は，本研究で提⽰した PSFM
システムの実⾏・検証・改善・戦略⽴案を繰り返すことで，公共施設の屋外空間が都市のパブリ
ックスペースとしてマネジメントされ，都市にコンヴィヴィアルな空間が拡がることに寄与す
る研究を継続していきたい。 
図 8-2 今後の課題と展望 
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第 8 章 結論 
    図 8-1   本研究について 
    図 8-2   今後の課題と展望 
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Summary 
 
In this research, public spatial facility management (PSFM) is defined as a 
management method to change the outdoor space of institutional buildings—usually treated 
as an external structure—into a "convivial space" that reflects the character of a public space. 
The PSFM system was examined on the basis of case examples. 
In Chapter 1, the two concepts of PSFM—as presented in this research—and 
"convivial" are defined. First, let us examine the background to this research. In case of 
facilities management (FM) of institutional buildings in Japan 1) outdoor space is understood 
only as "external structure." 2) Local governments are financially strained to maintain, 
manage, repair, and renew several simultaneously aging institutional buildings. 
Consequently, public buildings and facilities are a financial priority, and not the outdoor 
space. 3) In recent years, local officials have been increasingly recognizing outdoor space of 
institutional buildings as public space that must be utilized. 4) In the beginning, 
management of the outdoor space and the local environment around the facility was 
mentioned as an objective of FM. However, the author identified that the main problem was 
the shifting perspective and method of management. 
In this context, PSFM differs significantly from the FM of existing institutional 
buildings in the follows ways: 1) In FM, the notion of "public space" is understood as "space," 
not as "external structure," to materialize the management goal. 2) In light of the current 
tight financial situation of local governments, the author will discuss a style of management 
that contributes to the quality improvement of the space based on the concept of convivial, 
without requiring large financial investments for renovation or renewal. This research aims 
to present a new management theory, which is expected to have significant influence on the 
way institutional buildings are managed, by viewing the outdoor space of institutional 
buildings as possessing enormous space stock. Additionally, the concept of convivial is based 
on the following four perspectives: (1) space, (2) activity, (3) regional management, and (4) 
continuity; points (1) to (4) served as the framework to analyze PSFM. 
In Chapter 2, the features of PSFM as presented in this research are clarified by 
analyzing the transition and features of various existing public spaces and their management 
methods. In various instances of public space management in recent years, efforts have been 
taken by considering the target space and the characteristics of the project, and knowledge 
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has been accumulated. However, the amount of knowledge on the outdoor space of 
institutional buildings handled in this research is insufficient. First, with reference to the 
existing literature on streets, parks, watersides, and plazas, the transition and function of 
each public space, and recent deregulations, were reviewed. Here, the author used the 
following perspectives—(1) space, (2) activity, (3) regional management, and (4) continuity—
which form the analysis framework of PSFM discussed in Chapter 1. On the basis of the 
findings, the explanation of the various management methods and the position of PSFM 
presented in this research were offered by a matrix of both axes for each point from (1) to (4). 
First, from the perspective of space, it was explained by the axes "wide area ⇔ site unit" 
and "urban center ⇔ suburb/rural area." Second, from the perspective of the activity, it was 
explained by the axes "regulatory power ⇔  weak regulatory power" and 
"asymptotic/temporary ⇔  spontaneous/fixed." Third, from the perspective of regional 
management, it was explained by the axes "administrative entity ⇔ regional entity" and 
"platform ⇔ enterprise." Finally, from the perspective of continuity, it was explained by the 
axes "development ⇔ restructuring/reduction" and "business profit ⇔ tax and subsidy." 
 Chapter 3 discusses the functions of outdoor spaces of institutional 
buildings as public spaces. First, the function of a public space as a whole, including urban 
parks and roads, was understood via a literature survey. Second, the function of the outdoor 
space of a building was clarified, and it was set as the goal of PSFM. On the basis of available 
knowledge and information, the functions of the outdoor space of institutional buildings can 
be a combination of the nine functions of public spaces and the four unique functions of the 
outdoor space of a building. 
·The nine functions of public spaces are as follows: 
【 Maintenance and improvement of environment 】【 History and cultural tradition 】
【Improvement of landscape】【Physiology · Psychology】【Economic improvement】【Disaster 
reduction · Disaster】【Environmental education】【Recreation space provision】【Community 
formation】 
·The four functions of outdoor space in architecture are as follows: 
【Complementing/Expanding building/Urban functions】【Spatial connection】【Movement 
generation in the city】【Amenity expression】 
· Functions of outdoor space of institutional buildings: Combining the above nine and four 
functions, a total of thirteen functions can be identified. 
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These thirteen functions are organized on the basis of the following three 
perspectives of the PSFM analysis: (1) space, (3) regional management, and (4) continuity. 
In addition, the functions related to the five activities in the outdoor spaces of 
institutional buildings were based on perspective (2) activity, of the PSFM analysis. 
· Five activities related to outdoor spaces of institutional buildings include: 
【Required activities】【Optional activities】【Social activities】【Speech expression activities】
【Events】 
 As presented in Chapter 1, this research is based on the following two 
points, so that the functions identified in this chapter can be regarded as the goals of PSFM: 
(1) PSFM is an organizational and continuous effort intended to demonstrate the function of 
public space. (2) The "state in which public space functions are demonstrated" is regarded as 
"convivial state." 
 In Chapters 4 to 6, detailed investigations are conducted on concrete 
practices in public spaces. The management of indoor, outdoor, and public areas of 
institutional buildings was examined on the basis of the frame of analysis set in Chapter 1 
and the PSFM goal set in Chapter 3. 
 Chapter 4 deals with cases where several institutional buildings were 
present in a single building. It examines the possibility of improving the green cover from the 
perspective of greening counter-measures and evaluation of users. To select the target 
municipalities for this examination a document survey was conducted on their greening 
guidelines. In addition, surveys of municipal officials were conducted to ascertain the gaps 
between the theoretical application conditions and the actual application conditions of the 
guidelines. On the basis of the results of the survey, the possibility of green-cover 
improvement was examined. First, from the perspective of space, it is considered that 
greening an area with various tree species that can be touched and are familiar to the 
viewer's eyes leads to viewer satisfaction. From the perspective of continuity, it is important 
to determine the factors necessary for proper maintenance and management of the green 
cover—from day-to-day management to medium- to long-term—and for cooperation at the 
maintenance and management stages by the facility affairs department and the greening 
department. These factors can positively impact the maintenance of the green cover. 
Chapter 5 discusses and examines cases where multiple institutional buildings are 
adjacent to each other. The chapter clarifies the activities of multiple subjects based on 
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institutional buildings in the suburbs, the features of regional management, and the actual 
conditions of the space in which they are deployed. On that basis, it is considered how 
management of public spaces effects conviviality. First of all, transition of spaces and regional 
management of the target area have become the basis for regional administration. Moreover, 
cooperation between, and realities of, the activities of relevant multi-subject activities 
revealed the changes brought to regional administration. From the results of the 
investigation, it was discussed with respect to cooperation of multiple subjects and regional 
management to effect a convivial utility in cases of adjacent multiple institutional buildings. 
From the perspective of space, it is considered important to maintain a public space that 
serves as a venue for diverse, cooperative activities, and examine its location from the angle 
of the role of a public space in that area. From the perspective of activities, it is expected that 
local residents will recognize that not only the so-called institutional buildings but also 
outdoor spaces can be public spaces, leading to the development of more activities. From the 
perspective of regional management, it is expected that management of facilities by local 
residents will be encouraged as an extension of the overall operation of facilities. In order to 
enhance co-enjoyment and independence symbiosis in suburban life, it is thought that public 
spaces should be provided with functions that will enable involvement of diverse agents and 
link relations between regional history and livelihood. On the basis of these factors, public 
spaces can be set up as a local base. From the perspective of continuity, it is important to 
share the roles of the region and the administration, and to recognize the significance of 
public spaces. In addition, efforts should be made to utilize available assets by sharing policy 
needs among municipalities' departments, and promote the involvement of citizens through 
information dissemination within the city, and also to neighboring cities. 
Chapter 6 deals with the cases of adjacent urban parks and institutional buildings 
and considers the expansion of convivial utility by way of management and space. First, the 
transition process from the planning stage to the present stage in the target and surrounding 
areas was organized. Then, cases of synergy between institutional buildings and urban parks 
were examined, and their impact on the surrounding area was discussed. In addition, 
activities of public and private organizations under management were organized, and their 
respective space-utilization status assessed. The characteristics of, and problems related to, 
cooperation between institutional buildings and parks were also discussed. From the 
knowledge gained from these activities, we assessed the improvement in space utilization—
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and resulting improvement in conviviality—by those aspects of management that promote 
space utilization. From the perspective of space, it is considered important to realize 
collaboration to position cooperation—paying special attention to its details—in the 
management of urban parks and institutional buildings in the superior plan. It is important 
to consider continuity creation with peripheral facilities with respect to public spaces in the 
city. From the perspective of activities, it can be said that institutional buildings and urban 
parks should be managed and operated by managers of the same designation, thereby 
creating activities that make full use of the characteristics of indoor and outdoor facilities. 
Additionally, in the planning stage it was clarified that institutional buildings such as the 
Musashino Place and parks are to be used and monitored together to create diverse activities. 
From the perspective of regional management, the continuation of cooperation through 
various means of involvement, such as outsourcing, information sharing, and so on, during 
normal times apart from the time of events, with an entity that will become the core of 
collaboration with multiple agents is focused upon. From the perspective of continuity, it is 
important to build a structure that facilitates collaboration within local governments, fosters 
citizen awareness through events, and contributes to management. 
In Chapter 7, on the basis of the analysis in Chapters 2 to 6, the development 
process of indoor and outdoor management and community-based management of 
institutional buildings is considered. In addition, the "PSFM system" for "convivial space" 
was examined. The PSFM system is divided into four stages according to the level of 
management: 1) the overall FM, 2) space design and maintenance management, 3) close 
cooperation management, and 4) use management and operation management. In total, 
twenty-one requirements and four special notes were presented. Furthermore, the PSFM 
system was examined against the efforts of three cases and was presented as a more 
reasonable system. 
In this research, the "PSFM system," which contributes to the revitalization of 
outdoor space of institutional buildings was studied. Hereafter, it is necessary to make 
greater practical use of the PSFM system by applying it on multiple management 
organizations such as local governments. However, it was difficult to incorporate various 
other parameters in this research, such as the surrounding environment of the site, facility 
use, duration of management, characteristics of management entity, networking, among 
others.    
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